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 基本目標Ⅶ  健康で活力に満ちたスポーツ・レクリエーション活動の推進  
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私たちを取り巻く社会情勢は、少子高齢化の進展に伴う人口構造の変化、グローバル化や情報通信技術

の発達・普及、厳しさを増してゆく経済環境などにより、急速に変化し続けております。教育行政に着目すると、

過去から社会問題化している いじめ、不登校、学力・体力の低下、教職員の資質能力の向上、食の安全、

近年では、ネットいじめやネットトラブル、経済的格差による教育の格差、家族形態の変容やライフスタイルの

多様化などによる家庭・地域での教育力の低下など、取り組まなければならない喫緊の課題が山積しており

ます。 

上尾市教育委員会では、これら教育における課題を解決し、将来に向けての教育のあり方を明確にするた

め、「上尾市教育振興基本計画」を策定し、「夢・感動教育 あげお」 の基本理念のもと、多くの教育行政を

推進しております。 

この基本理念にある 

 「夢」 という言葉は、知・徳・体の調和のもと、目標・志を持って自己実現を目指し、変化の時代を

たくましく生き抜く自立した人間を育成する教育を実践すること 

「感動」 という言葉は、人と人とのつながりや学校・家庭・地域のつながりの輪を広げ、一体となって、

共に生きることの素晴らしさ、尊さを享受し、感動する心を大切にする教育を実践すること 

を表し、教育委員会の願い、決意や、家庭・地域において ”教育” に携わっていただいているすべての皆様

の情熱、絆、希望が込められております。 

上尾市の実情に応じた様々な教育施策を実施し、市民の皆様に 「夢」 と 「感動」 を送ることができるよ

う取り組んでおりますが、教育行政の果たす役割はますます重要となってきております。より効率的で効果的

な行政運営を心がけ、市民の皆様に対して説明責任を果たしていくことで、市民の皆様から真に信頼される

教育行政を運営していかなければなりません。 

平成２０年度から、教育に関する事務について点検評価を実施し、８年目となる本年度も、平成２６年度に

実施した６８の教育に関する事務事業と 「上尾市教育振興基本計画」 に体系付けられた全３２の施策につ

いて、自ら点検及び評価を実施し、教育に関し学識経験を有する３名の先生よりご意見を賜り、このたび本報

告書を作成いたしました。 

今般の自己の点検評価の結果、学識経験を有する先生からの評価、そして、市民の皆様から頂戴する貴

重なご意見を真摯に受け止め、引き続き施策の効果の検証と改善を図りながら、「夢・感動教育 あげお」 の

実現に向けて、より効率的で効果的な行政運営を行ってまいります。 

 

 

平成２７年１２月  上尾市教育委員会 
 

上 尾 市 教 育 委 員 会 委 員 
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甲 原 裕 子 
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岡 野 栄 二 

本 田 直 子   （平成２７年１１月１９日まで） 
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１１  点点検検評評価価制制度度のの趣趣旨旨 

平成１８年１２月の教育基本法の改正、平成１９年３月の中央教育審議会答申等を踏まえ、平

成１９年６月、教育委員会の組織やその運営方法等を定めた「地方教育行政の組織及び運営に

関する法律」が改正された。この法改正においては、大きな柱の一つとして『地方における教育行

政の中心的な担い手である教育委員会が、より高い使命感をもって責任を果たすために、教育委

員会の責任体制の明確化を図ること』が掲げられ、実現する一つの方策として、平成２０年４月１

日から、各教育委員会は、毎年、教育に関する事務の管理執行状況について、点検及び評価を

行い、その結果に関する報告書を作成して、議会に報告するともに、公表しなければならないこと

が定められた。 

この点検評価の実施にあたっては、教育に関し学識経験を有する者の意見を聴取する機会を

設けるなど、知見を活用することにより、教育委員会が行った点検評価結果の客観性を確保する

ことが求められている。 

２２  上上尾尾市市教教育育振振興興基基本本計計画画・・教教育育行行政政重重点点施施策策  

平成２３年３月に策定した「上尾市教育振興基本計画」であるが、「夢・感動教育 あげお」を基本理

念として、「生きる力をはぐくむ」「生きる喜びをはぐくむ」「絆をはぐくむ」の３つの基本方針を掲げている。

この基本理念及び基本方針を踏まえて、平成２３年度から平成２７年度の間に取り組む教育行政の

７つの基本目標を定め、さらに、「夢・感動教育 あげお」の実現に向けて、この７つの基本目標には、

全３２の施策が体系付けられている。 

 

また、この計画の実効性をさらに高め、今日的教育課題に素早く対応し、適切に解決していくために、

「平成２６年度上尾市教育行政重点施策」を平成２６年３月に策定をしている。この重点施策におい

ては、計画の７つの基本目標とそれに体系付けられた施策を効果的に展開していくために、６８の事

務事業を体系付けている。 

当該計画を効率的かつ効果的に推進していくためには、ＰＤＣA サイクルの考え方に基づき、当該計

画と点検評価を関連付け、計画の進捗管理を行っていく必要がある。  

３３  平平成成２２７７年年度度ににおおけけるる点点検検評評価価  

 平成２７年度における点検評価については、平成２３年度に策定された「上尾市教育振興基

本計画」に掲げられた各施策の下に体系付けられた事業（平成２６年度上尾市教育行政重点施

策において決定）について、事業レベルでの「事務事業評価」を実施するとともに、事務事業評価

をベースに、施策レベルでの「施策評価」についても実施する。 

なお、事務事業評価及び施策評価とも、評価基準日は平成２７年３月３１日とする。 



〔 Ⅰ 点検評価制度の概要 〕 

3 

 

 (1) 施策評価 

施策評価については、各施策に体系付けられている事務事業の事務事業評価判定（Ｓ～Ｄ）、評

価指標、決算額とともに、当該施策に係る成果指標を掲載している。また、「次年度以降の目標設

定」を掲載し、計画の適切な進捗管理を行っていく。 

 (２) 事務事業評価 

平成２７年度の「事業評価判定」の基準については、次のとおりである。 

評価 評価基準 

Ｓ 極めて効果があり、他の事業にも影響を与えた。 

Ａ 予定どおり順調に事務執行し、具体的な成果が表れており、引き続き、継続していく必要がある。 

Ｂ おおむね順調に事務執行し、成果が表れているが、一部を改善し、継続する必要がある。 

Ｃ 目標とした成果が予定を下回っており、その手法について改善する余地が多くある。 

Ｄ 目標とした成果を大幅に下回っており、事業廃止を含めて、事業の見直しをする必要がある。 

 

 

４４  教教育育にに関関しし学学識識経経験験をを有有すするる者者のの知知見見のの活活用用 

地教行法においては、点検及び評価を行うに当たり、点検評価結果の客観性を確保する観点から、教育

に関し学識経験を有する者の意見を聴取する機会を設けるなど、知見の活用を求めている。平成２７年度

においても、昨年同様に広範に亘る事業を網羅するため３人に第三者評価を依頼した。 

 

 

◎教育に関し学識経験を有する者  ※５０音順 

聖学院大学教授   小川  洋  氏  （おがわ よう） 

元上尾市立小学校長  河原塚貴美代 氏  （かわはらづか きみよ）        

元さいたま市生涯学習部生涯学習振興課長 高見澤妙子 氏 （たかみざわ たえこ） 

 

 

 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）［抜粋］ 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）  

第２７条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委

任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第３項の規定により事務局職員等に委

任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その

結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。  

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者

の知見の活用を図るものとする。 
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◎◎平平 成成 ２２ ４４年年 度度   教教育育 委委 員員 会会点点 検検 評評 価価実実 施施 主主 要要事事 業業   

５ 平成２７年度 教育委員会点検評価（平成２６年度実施事業の評価） 

実施主要事業（全６８事業） 

 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成  

施策１ 創意工夫を生かした適切な教育指導の実施 

1 さわやかスクールサポート事業（学級支援）【再Ⅰ-4】 
2 指導方法改善事業【再Ⅱ-1, Ⅲ-1, Ⅲ-2, Ⅲ-4】  

3 魅力ある学校づくり事業 【再Ⅱ-7, Ⅲ-2】 
4 学力向上支援事業 

施策２ 時代の変化に対応した教育の推進 
5 日本語指導職員派遣事業 【再Ⅲ-6】 

6 教科用図書等整備事業  【再Ⅱ-1、Ⅲ-3】 
7 中学生海外派遣研修事業 
8 小中学校ＡＬＴ配置事業 

施策３ 進路指導・キャリア教育の充実 
9 中学生社会体験チャレンジ事業 

10 中学生進路意識啓発事業 

施策４ 特別支援教育の推進 
11 特別支援学級補助員派遣事業 

12 特別支援教育推進事業 
再掲 さわやかスクールサポート事業（学級支援） 
13 小学校特別支援学級設置事業（施設整備） 

14 小中学校特別支援教育就学奨励事業【再Ⅲ-6】  

施策５ 幼児教育の推進 
再掲 幼稚園・保育所と小学校の連携推進事業 
 

 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成  

施策１ 豊かな心の育成 

15 学習支援事業 
再掲 教科用図書等整備事業 

16 さわやかスクールサポート事業（学校図書館支援） 
再掲 指導方法改善事業 
17 小中学校音楽会開催事業 

18 小中学校図書整備事業 【再Ⅲ-3】 
再掲 図書館資料整備事業 
19 中学校部活動支援事業 【再Ⅱ-7】  

20 中学校吹奏楽演奏会開催事業   
再掲 子どもの読書活動支援センタ－運営事業 

施策２ 生徒指導の充実 
21 生徒指導推進事業 

22 さわやか相談室運営事業 
23 いじめ根絶対策事業（防止事業）【再Ⅱ-4】 
24 いじめ根絶対策事業（相談事業）【再Ⅱ-4】 

施策３ 人権教育の推進 
25 人権教育推進事業（指導課所管分） 

施策４ 学校教育相談の充実 
再掲 いじめ根絶対策事業（防止事業） 
再掲 いじめ根絶対策事業（相談事業） 

26 不登校児童生徒の学校適応指導事業 
27 教育相談事業 

施策５ 学校保健の充実 

施策６ 食育の推進・学校給食の充実 

施策７ 児童生徒の体力向上 
再掲 魅力ある学校づくり事業 

再掲 中学校部活動支援事業 
28 児童生徒体力向上推進事業 

 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進  

施策１ 教職員の資質・能力の向上 

再掲 指導方法改善事業 

施策２ 学校経営の改善・充実 
再掲 魅力ある学校づくり事業 

再掲 指導方法改善事業 
29 学校評議員制度運営事業 
30 元気な学校をつくる地域連携推進事業 【再Ⅳ-1】  

施策３ 学校施設・設備の整備・充実 
再掲 教科用図書等整備事業 
再掲 小中学校図書整備事業 
31 小中学校教育教材整備事業 

32 小中学校校舎改築事業 

施策４ 学校のＩＣＴ化の推進 
再掲 指導方法改善事業 
33 小中学校コンピュータ整備事業 

34 小中学校電子黒板整備事業 

施策５ 学校安全の推進 
35 児童生徒安全推進事業 
36 学校安全パトロールカー事業 

37 通学路安全対策事業 

施策６ 就学支援の充実 
38 入学準備金・奨学金貸付事業 
再掲 日本語指導職員派遣事業 

再掲 小中学校特別支援教育就学奨励事業 
39 小中学校就学援助費補助事業 
40 要保護児童生徒医療費援助事業 

41 準要保護児童生徒給食費援助事業 
 
※ ３９・4１については、１シートで評価 

 

 基本目標Ⅳ 学校・家庭・地域の連携と教育力の向上  

施策１ 学校・家庭・地域が連携した教育活動の推進 

42 幼稚園・保育所と小学校の連携推進事業【再Ⅰ-5】 
再掲 元気な学校をつくる地域連携推進事業 

施策２ 家庭教育の充実 

43 家庭教育推進事業 
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 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポート  

施策１ 生涯学習体制の充実 

44 生涯学習指導者活動推進事業 【再Ⅴ-3】  

施策２ 生涯学習施設の整備 

45 学校施設開放（生涯学習）事業 

施策３ 生涯学習機会の提供 

再掲 生涯学習指導者活動推進事業 
46 成人式事業 

47 日本の伝統と文化の学習推進事業 
48 大学等との連携による生涯学習推進事業 
49 公民館講座事業 

施策４ 人権教育の推進 

50 人権教育推進事業（生涯学習課所管分） 

51 人権教育集会所運営事業 

施策５ 図書館運営の充実 

52 図書館資料整備事業 【再Ⅱ-１】 
53 子どもの読書活動支援センター運営事業 【再Ⅱ-１】 

54 ブックスタート事業 
55 （仮）中央図書館整備事業 
56 セカンドブックスタ－ト事業 

 
 

 基本目標Ⅵ 文化芸術の創造と文化財の保護  

施策１ 文化芸術活動の推進 

57 文化芸術振興事業 
58 美術展覧会事業 
59 市民音楽祭事業 

60 音楽家芸術活動支援事業 

施策２ 文化財の保護 

61 文化財調査・保存事業 
62 埋蔵文化財調査事業 

63 文化財保護啓発事業 
64 歴史資料調査事業 
 
 

 基本目標Ⅶ 健康で活力に満ちた 

スポーツ・レクリエーション活動の推進  

施策１ スポーツ推進計画の策定 

施策２ スポーツ施設の整備・充実 

65 学校施設開放（スポーツ振興）事業 

施策３ スポーツ・レクリエーション事業の充実 

66 スポーツ大会・教室等開催事業 【再Ⅶ-5】    

施策４ スポーツ指導者の育成 

67 スポーツ活動推進事業    

施策５ スポーツ・レクリエーション活動の支援 

再掲 スポーツ大会・教室等開催事業 

68 子どもの体力向上地域連携事業 

スポーツ大会・教室等開催事業
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１ 基本計画の策定の趣旨 

近年、急速に進む社会の少子高齢化、ＩＣ

Ｔ（情報通信技術）の発達などに見られる高

度情報化、さらには社会・経済のグローバル

化、環境問題の深刻化などにより社会全体が

大きく変化し、また地域では、地域コミュニ

ティの希薄化が進行しています。一方、教育

分野においては、子どもたちの学ぶ意欲や学

力・体力の低下、問題行動、さらには、社会

全体における規範意識や倫理観の低下など、

解決すべき多くの課題が指摘されています。 

こうした中、平成１８年１２月、制定から約６０年を経て教育基本法が改正されました。この改

正教育基本法では、教育を取り巻く様々な状況の変化を踏まえた上で、新しい時代にふさわしい教

育の実現のため、「人格の完成」や「個人の尊厳」などの普遍的な理念とともに、新たに達成すべ

き教育の目標を掲げるなど新しい時代の教育の理念が明確に示されました。 

この改正教育基本法に基づき、国は教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、教育振興基本計画を策定し、また、地方公共団体においては、地域の実情に応じた教育振興基

本計画を定めるよう努めなければならないと規定されました。 

上尾市教育委員会では、これまでも「第４次上尾市総合計画」に基づく総合的かつ計画的なまち

づくりを進める中で、教育行政に関する施策を展開してきましたが、改正教育基本法の趣旨に鑑み、

また、「第５次上尾市総合計画」を踏まえながら、市の教育が目指す理念としては、おおむね１０

年先を見通し、教育行政に関して中長期的視点から今後５年間に取り組むべき施策の体系をより明

確にし、それらをさらに着実に推進していくために、改正教育基本法に基づく教育振興の施策に関

する基本的な計画として、平成２３年３月、上尾市教育振興基本計画を定めました。 
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教育関連計画

上尾市生涯学習振興基本計画     上尾市スポーツ推進計画     上尾市図書館サービス計画

「生きる力と絆の埼玉教育プラン」
（平成２３年度から平成２７年度）

（平成２１年度から平成２５年度）

上尾市教育振興基本計画（平成２３年度から平成２７年度）

「夢・感動教育　あげお」
○生きる力をはぐくむ   ○生きる喜びをはぐくむ   ○絆をはぐくむ

教育基本法（平成１８年１２月２２日施行）
第５次上尾市総合計画

教育振興基本計画
「笑顔きらめく”ほっと”なまち　あげお」

（平成２０年度から平成２４年度）

（前期基本計画）
埼玉県教育振興基本計画

 

２ 基本計画の位置付け 

本計画は、教育基本法第１７条第２項に基づき、平成２０年７月に策定された国の教育振興基本

計画（平成２０年度から平成２４年度）及び平成２１年２月に策定された埼玉県教育振興基本計画（平成２

１年度から平成２５年度）を参考にし、市の実情に応じた教育の振興のための施策に関して総合的かつ

計画的な推進を図るために定める基本的な計画です。 

また、本計画は「第５次上尾市総合計画」に示す上尾市の将来都市像「笑顔きらめく“ほっと”

なまち あげお」を実現するための教育分野における計画であり、本市の教育関連計画においては、

最上位に位置付けられます。そして、平成２３年度を初年度とする平成２７年度までの５年間の計

画として、上尾市教育委員会は、これに基づき年度ごとに重点施策を策定し、事業に取り組みます。 
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３ 上尾市における教育の基本的な考え方 

 

 

 

●基本理念 

上尾市教育振興基本計画では、本市の教育について、おおむね１０年先を見通した 

基本理念を「夢・感動教育 あげお」とします。 

 

 

 

 

 

 

知・徳・体の調和がとれ、夢や目標・志を持って自己実現を目指す、変化の

時代をたくましく生き抜く自立した人間を育成する教育を実践します。 

 

 

人と人とのつながりや学校・家庭・地域のつながりの輪を広げ、一体となっ

て、共に生きることの素晴らしさ、尊さを享受し、感動する心を大切にする

教育を実践します。 
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●基本方針 

基本理念を踏まえて、施策を実施していくにあたっては、次の３つの基本方針で取り組みます。 

 

 

 

新しい学習指導要領が、小学校では平成２３年度から、また、中学校では平成２４年度か

ら全面実施されます。この中においても、子どもたちの「生きる力」をはぐくむという理念

が引き継がれています。 

子どもたちを取り巻く社会や環境が激変する時代にあっては、個性を尊重するとともに能

力を伸ばし、知・徳・体の調和を図りつつ、公共の精神、他者を思いやる気持ちや感謝する

心などを尊ぶ社会の一員として、たくましく自立するための生きる力をはぐくむことが重要

です。 

 

 

 

多くの市民が、自己の充実・啓発や生活の質向上のため、スポーツや文化芸術活動など多

様な学習機会を求めています。 

市民一人一人が、いつでも、どこでも学べる環境を整え、誰もが生涯にわたって自己実現

が可能な社会、笑顔いっぱいの社会の実現を目指し、生きる喜びをはぐくむことが重要です。 

 

 

 

今日の様々な教育課題を解決するためには、学校や家庭、地域住民、行政はもとより、企

業や大学、関係団体やＮＰＯなど社会全体が連携・協働して一体となって取り組むことが必

要です。 

また、社会全体で連携・協働して教育に取り組むことは、地域学習や体験活動の充実など

教育の質を向上させることにもつながります。 

教育の振興を図り、郷土愛に満ちた次世代の人づくりやより良い社会づくりのためには、

市民一人一人が教育に対する関心を高め、主体的に教育に参画し、すべての市民の絆をはぐ

くむことが重要です。 

生生ききるる力力ををははぐぐくくむむ  

生生ききるる喜喜びびををははぐぐくくむむ  

絆絆ををははぐぐくくむむ  



〔 Ⅱ 上尾市教育振興基本計画 〕 

 

12 

 

●基本目標 

本計画の基本理念及び基本方針を踏まえて、今後５年間（平成２３年度～平成２７年度）に取り組む

教育行政の７つの基本目標を示します。 

 

〔基本目標Ⅰ〕 確かな学力と自立する力の育成  

創意工夫を生かして子どもたちの確かな学力を育成するとともに、社会や環境の変化に主体的

に対応できる自立する力を育成します。 

 

〔基本目標Ⅱ〕 豊かな心と健やかな体の育成  

公共の精神、他者を思いやる気持ちや感謝する心など子どもたちの豊かな心をはぐくむととも

に、いじめや不登校、非行・問題行動の防止などの課題に取り組みます。 

また、健康の保持・増進や体力向上などにより、健やかな体を育成します。 

 

〔基本目標Ⅲ〕 安心・安全で質の高い学校教育の推進  

子どもたちの教育環境を整備・充実するとともに、教職員の資質向上を図り、質の高い学校教

育を推進します。 

また、子どもたちを災害・犯罪から守るための安全対策を講じます。 

 

〔基本目標Ⅳ〕 学校・家庭・地域の連携と教育力の向上  

社会全体で教育に取り組む気運を高め、学校応援団など、学校・家庭・地域が一体となった教

育を推進します。 

 

〔基本目標Ⅴ〕 生涯にわたる豊かな学びのサポート  

自己啓発や生活の充実のための学びの環境を整え、生涯にわたる自己実現をサポートします。 

 

〔基本目標Ⅵ〕 文化芸術の創造と文化財の保護  

多様な文化芸術活動を支援するとともに、貴重な文化財の保存・活用に取り組みます。 

 

〔基本目標Ⅶ〕 健康で活力に満ちたスポーツ・レクリエーション活動の推進  

生涯にわたり心身ともに健康で活力に満ちた生活を営むため、スポーツ・レクリエーションに

親しむことができる機会と場の提供に取り組みます。



〔 Ⅲ 平成２６年度 教育行政重点施策 〕 
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１ 【 基本目標Ⅰ 】確かな学力と自立する力の育成  

児童生徒の生きる力を育むため、アッピースマイルサポーターや中学１年生におけるアッピー

スマイル教員の配置を行い、個々の児童生徒へのきめ細かな支援を推進し、充実した教育活動を

行い、「確かな学力」を育成します。 

また、今後更に進展する国際化・情報化、科学技術の高度化などの社会の変化に対応するため、

外国語指導助手（ＡＬＴ）の配置による外国語活動・英語学習のより一層の質の向上を図り、学

校ＩＣＴ化の推進に取り組むとともに、児童生徒一人一人の社会的・職業的自立に向けて必要な

能力や態度を育てます。 

特別支援教育については、すべての幼児児童生徒が、障害の有無にかかわらず、ともに学ぶ機

会を保障し、ノーマライゼーションの理念に基づく教育を推進するとともに、インクルーシブ教

育システム構築に向け、連続性のある「多様な学びの場」として、通常の学級、通級指導教室及

び特別支援学級における学習環境を整備し、指導・支援の充実を図ります。 

幼児期の教育については、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、幼保小の連

携を図りつつ、幼児教育の質の向上に取り組みます。 

 

〔 平成２６年度 重点事業 〕 

★ さわやかスクールサポート事業 （学級支援） 

★ 魅力ある学校づくり事業 

★ 教科用図書等整備事業 

★ 小中学校ＡＬＴ配置事業 

★ 特別支援教育推進事業 

★ 小学校特別支援学級設置事業（施設整備） 

★ 原市中学校特別支援学級開設 

★ 西小学校通級指導教室の拡充 

★ 幼稚園・保育所と小学校の連携推進事業 



〔 Ⅲ 平成２６年度 教育行政重点施策 〕 
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２ 【 基本目標Ⅱ 】豊かな心と健やかな体の育成  

豊かな心を育むため、道徳教育、人権教育、読書環境、体験活動を充実するとともに、アッピ

ースマイル学校図書館支援員を配置し、読書活動の一層の推進を図ります。 

また、いじめや不登校など今日的な教育課題に対応するため、幼稚園・保育所・小学校・中学

校の連携を一層強化し、家庭・地域と一体となった生徒指導を推進するとともに、支援員や相談

員を配置し、教職員と児童生徒の信頼関係を深め、児童生徒の心を支える教育相談を充実するな

ど積極的に学校をサポートします。 

平成２５年度に策定した上尾市いじめの防止等のための基本的な方針に基づき、各学校におい

て、学校いじめ防止基本方針を策定するとともに、学校生活に関する児童生徒向けアンケート調

査を行い、児童生徒個々の状況を的確に把握し、いじめの根絶を図ります。 

更に、いじめホットラインやホットメールにより、児童生徒・保護者等の緊急相談等に対応し、

いじめの早期解消を図ります。 

学校保健活動や食育の充実、安心・安全な給食の提供に努めるとともに、児童生徒の体力向上

に向けた取組を積極的に推進し、健やかな体を育成します。 

 

〔 平成２６年度 重点事業 〕 

★ いじめ根絶対策事業 

★ さわやかスクールサポート事業 （学校図書館支援） 

★ 小中学校図書整備事業 

★ 子どもの読書活動支援の充実 
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３ 【 基本目標Ⅲ 】安心・安全で質の高い学校教育の推進  

様々な課題に対応し、質の高い教育を実現するため、学校経営の改善・充実や教職員の資質の

向上に努めるとともに、児童生徒の人間として調和のとれた育成を目指して、教育課程を編成し、

指導方法の改善に積極的に取り組みます。 

また、平成２４年３月に改訂した学校安全マニュアル（防災編）を基にした安全管理・安全教

育の充実、上尾中学校の改築、学校安全パトロールカー事業などのほか、通学路の安全対策の実施

により児童生徒を災害・犯罪から守るための安全対策を講じるとともに、小学校、中学校の快適

な学校環境整備を行います。 

更に、小･中学校の大型モニターの拡充や学校ＩＣＴ活用研修会、授業研究会の実施などにより、

学校ＩＣＴを積極的に活用した教育を推進します。 

また、経済的理由で、進学や就学が困難な世帯に貸し付けや就学に必要な学用品等を援助する

ことにより、誰もが安心して、また、質の高い学校教育を受けられるよう支援します。 

 

〔 平成２６年度 重点事業 〕 

★ 通学路安全対策事業 

★ 小中学校校舎改築事業 

★ 学校ＩＣＴを活用した教育の推進 

★ 大型モニターの拡充 
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４ 【 基本目標Ⅳ 】学校・家庭・地域の連携と教育力の向上  

社会全体で教育に取り組む機運を高め、学校応援団の活動をはじめ、上尾市教育月間、学校フ

ァームなどの取組をとおして、学校・家庭・地域が一体となって児童生徒を育てる教育の充実を

図ります。 

 

〔 平成２６年度 重点事業 〕 

★ 元気な学校をつくる地域連携推進事業 
 

 

５ 【 基本目標Ⅴ 】生涯にわたる豊かな学びのサポート  

いつでも、どこでも、自分が学びたいときに学べる体制を整備しながら、自己実現と地域参加

を積極的に支援します。また、市民一人一人が人権を尊重し合う社会を実現するための施策を推

進します。 

特に、今年度から「日本の文化を知ろう」というテーマで日本の伝統と文化の学習推進事業を

推進します。また、包括協定を結んだ聖学院大学との連携強化と子どもたちへの学びの場の提供

のために、これまでの「子ども大学あげお・いな・おけがわ」に加えて「あげお子ども大学」を

開催します。 

図書館は、基本である資料の充実を図り、市民の学びや暮らしを支えるとともに、すべての世

代が集える、知の拠点となる図書館を目指します。更に暮らしに役立ち、市民とともに歩む２３

万都市にふさわしい図書館の整備を推進します。 

平成２０年度よりブックスタート事業を実施しているが、更に今年度、セカンドブックスター

ト事業として、子どもの読書活動支援センタ－と小学校が連携して、市内小学生に、児童専用の

「読書パスポート」を配付し、子どもたちに読書の楽しさを知ってもらい生涯の読書習慣の支援

に取り組みます。更に、学校・家庭・地域との連携を強化し子どもの読書活動を推進します。 

 

〔 平成２６年度 重点事業 〕 

★ 日本の伝統と文化の学習推進事業 

★ 大学等との連携による生涯学習推進事業 

★ 市内の小学生を対象とした「あげお子ども大学」の開催 

★ 子どもの読書活動支援の充実（再掲） 

★ 公民館講座事業 

★ （仮）上尾市中央図書館整備事業 

★ セカンドブックスタ－ト事業 



〔 Ⅲ 平成２６年度 教育行政重点施策 〕 
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６ 【 基本目標Ⅵ 】文化芸術の創造と文化財の保護  

広く市民に芸術活動の発表の場として利用されている市民ギャラリーの運営や、市美術展覧会

や市民音楽祭の開催など、市民の文化・芸術活動の展開や活動団体の育成を支援し、市民が豊か

な文化を享受し、発信ができるような環境づくりを行います。そのための新たな展開として、市

内の音楽家による本格的なクラシックコンサートを市内で開催するという文化芸術支援を行いま

す。そして、利用者の利便性を考慮し、今年度から市役所ギャラリーと市民ギャラリーの運営を

一括して行います。 

また、伝統文化の継承、文化財の保存管理に努め、収集・整理を進め、学習活動を支援する環

境を整えるために、古文書整理事業などにも取り組みます。 

 

〔 平成２６年度 重点事業 〕 

★ 美術展覧会事業 

★ 市民音楽祭事業 

★ 音楽家芸術活動支援事業 

★ 文化財保護啓発事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 【 基本目標Ⅶ 】健康で活力に満ちたスポーツ・レクリエーション活動の推進 

市民の健康づくりや体力づくりに対する関心は高く、スポーツ・レクリエーション活動の推進

を図るため、平成２５年度に策定した「上尾市スポーツ推進計画」に基づき、スポーツ施設の整

備、スポーツ・レクリエーション事業の開催や活動団体・指導者の育成を行い、市民がスポーツ・

レクリエーションに親しむことのできる環境づくりに取り組みます。 

また、子どもの体力向上に向け、小・中学校との連携を図り、大学やスポーツ推進委員など各

種のスポーツ関係団体の協力のもと、子どもの体力向上地域連携事業に取り組みます。 

 

〔 平成２６年度 重点事業 〕 

★ 子どもの体力向上地域連携事業 

★ スポーツ大会・教室等開催事業 

★ スポーツ施設の整備・充実 



 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

ⅣⅣ  評評価価結結果果  （（施施策策評評価価））  
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確かな学力と自立する力の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 
施策１ 創意工夫を生かした適切な教育指導の実施 

施策２ 時代の変化に対応した教育の推進 

施策３ 進路指導・キャリア教育の充実 

施策４ 特別支援教育の推進 

施策５ 幼児教育の推進 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 

施 策 施策１ 創意工夫を生かした適切な教育指導の実施 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

１ 
さわやかスクールサポート事業 

（学級支援） 
１００,０４２ Ａ 

アッピースマイルサポーター数 ７０人 ７４人 ７５人 
アッピースマイル教員数 ７人 ７人 ９人 

２ 指導方法改善事業 １，５１８ Ａ 研修会実施数 ４４回 ４４回 ４６回 

３ 魅力ある学校づくり事業 ６，８１４ Ａ 
教育に関する３つの達成目標 

体力（運動習慣） 
７６．４％ ７７．４％ ７９．３％ 

４ 学力向上支援事業 ７，６７３ Ａ 上尾市学力調査の国語・算数
（数学）・英語の総合 

小学校 ５１．８ ５１．９ ５１．８ 
中学校 ５０．３ ５０．３ ５０．５ 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

上尾市学力調査の 

国語・算数（数学）・英語の総合 

小学校 ５１．８ ５１．９ ５１．８ 
全国平均を50としたときの市の平均値 

中学校 ５０．３ ５０．３ ５０．５ 

◎教育委員会の施策評価  

平成２６年度のアッピースマイル教員の配置については、中学校１年生で少人数学級の編制を行い、小学校から中

学校への滑らかな接続を図り、中１ギャップの解消にも効果を上げている。教員が一人一人の生徒と向き合う機会も

多くなり、より一層、きめ細やかな指導が可能となった。また、アッピースマイルサポーターを７５人配置することで、通

常の学級に在籍する特別な支援を必要とする児童生徒の個別の支援に生かせている。 

学力向上に向けては、各学校での繰り返し学習による基礎的・基本的な知識・技能の習得やそれらを活用する機会

である言語活動の充実によって、思考力・判断力・表現力を身に付けることができる授業が展開された。また、自校の

学力調査の結果分析を行い、成果と課題を明確化、共有化し、学校の状況や児童生徒の実態に応じた学力向上プラ

ンを作成し、日々の授業改善に役立て、指導の充実を図っている。適切な評価・効果の検証とさらなる改善を進め、一

人一人の児童生徒の実態に応じたきめ細かな指導に引き続き取り組んでいる。 

さらに、異校種の学校の研究発表会に積極的に参加し研鑚を積んでいる。研究協議会において小・中学校の教員

で意見交換を行ったり、中学校区で小・中学校共通のテーマを設定して取り組んだりすることで、連携教育から一貫教

育に向けての推進が図られつつある。 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

上尾市学力調査の 

国語・算数（数学）・英語の総合 

小学校 ５１．８ ５２以上 ５２以上 

中学校 ５０．５ ５１以上 ５１以上 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 中一ギャップを防ぎ、またインクルーシーブ教育の推進のためにも、教員の増員配置は必要である。今

後とも「さわやかスクールサポート事業」を継続し、現場の意見を反映させた一層の充実が求められる。 

また、適切な教育指導のために、学力調査の結果がひとつの指標とされるのは当然であるが、学力

に課題を抱える児童生徒を把握し、早い段階で適切な指導を加えることによって、学力の「底上げ」をす

ることが学力調査の大きな目的のひとつでもある。この観点からの学校支援の一層の充実を期待する。 

◆ 他市との比較においても、上尾市の小中学校は特に手厚い教育指導を実践していると思われる。小中

学校の教員の意見交換や研究発表会への互いの参加は、子供たちの成長を長い目で継続的に支えて

いくために、今後さらに重要な役割を果たしていくと考える。 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 

施 策 施策２ 時代の変化に対応した教育の推進 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

５ 日本語指導職員派遣事業 ２，８８３ Ａ 派遣教職員数 １２人 １３人 １３人 

６ 教科用図書等整備事業 １３，８７２ Ａ 

道徳副読本整備状況 １００％ １００％ １００％ 

体育科準教科書整備状況 ６７％ ６７％ ６７％ 

保健体育科準教科書整備

状況 
１００％ １００％ １００％ 

社会科副読本整備状況 １００％ １００％ １００％ 

７ 中学生海外派遣研修事業 １０，１１９ Ａ 
応募生徒数 ４４人 ５４人 ７６人 

派遣生徒数 ２２人 ２２人 ２２人 

８ 小中学校ＡＬＴ配置事業 ７３，７８９ Ａ 

ＡＬＴ配置人数 ２７人 ２７人 ２７人 

ＡＬＴ活用
時数 

小学校 ３１．５時間 ３２．２時間 ２１．９時間 

中学校 ３７．６時間 ３７．８時間 ３０．６時間 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

ＡＬＴ配置人数 ２７人 ２７人 ２７人 小・中学校ＡＬＴ配置人数 

◎教育委員会の施策評価  

現代社会のグローバル化に対応するため、豊かな国際感覚を養い、将来、国際社会に貢献できる人材

として必要な資質と能力を育成することは重要である。国際社会の中で、しっかりとしたアイデンティティを

持ち、異文化を理解した上で、自分の意見を適切に主張することができる人材の育成を目指し、中学生２２

人が、一般の家庭にホームステイし、現地の学校に通い語学研修や文化・スポーツ交流等の研修を行う中

学生海外派遣研修を実施した。上尾市とロッキャーバレー市の友好都市協定締結の場に同席する貴重な

体験も含め、現地における全研修日程を計画どおり無事に終え、帰国報告会での発表等、この研修をとお

して、派遣生一人一人が人間的に一回り大きく成長を遂げることができた。 

また、全小・中学校にＡＬＴを配置し、日常的に「生きた英語」とふれあい、コミュニケーション能力向上を

図る環境を整え、積極的に英語でコミュニケーションを図ろうとする態度を育成することができた。各校１名

ＡＬＴを配置することで、さらに個に応じた指導の充実が図られると考える。 

さらに、英語弁論大会を開催し、国際感覚の育成や英語力向上を図った。特に、大会優勝生徒が、県大

会で上位入賞し、全国大会中央大会予選会出場を果たした。 

これらの事業を通し、時代の変化に対応した教育の推進を図ることができた。 
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◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

ＡＬＴ配置人数 ２７人 ３３人 ３５人 
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識 
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意 
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◆ 日本語以外の言語を母語とする児童生徒は今後も増加傾向にあると考えられる。指導職員の派遣だ

けではなく、一般の教員に指導法の研修機会を提供するなど、幅広い教員の能力開発も求められてい

ると考える。 

また、海外派遣事業やＡＬＴの配置は、ルーティン化することによるデメリットも考えられる。協力関係

機関や経験者、あるいは当事者からの意見を常に聴取して改善すべき点があれば対応する必要があ

る。 

◆ 地域のニーズや児童生徒の特性、それと３３人のＡＬＴの資質はそれぞれ異なっており同じではない。

今後、それぞれの特性・ニーズに合わせたカリキュラムや活用方法を研究していけたらと思う。 

ＡＬＴによる授業 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 

施 策 施策３ 進路指導・キャリア教育の充実 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

９ 中学生社会体験チャレンジ事業 ６２１ Ａ 

職場体験事業所数 ２２１ ２４４ ２４２ 

「進路意識向上」でき
たと回答した生徒 

３９．１％ ４２．８％ ４８．８％ 

１０ 中学生進路意識啓発事業 １１０ Ａ 
講演会開催回数 １２回 １１回 １１回 

講演会参加生徒数 ６，８４５人 ６，１６９人 ６，１７７人 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

職場体験事業所数 ２２１ ２４４ ２４２ 職場体験を行った事業所数 

「進路意識向上」できたと
回答した生徒 

３９．１％ ４２．８％ ４８．８％ 
「進路意識が向上した」と回答し

た生徒の割合 

◎教育委員会の施策評価  

中学生社会体験チャレンジ事業として職場体験を市内中学校１１校中１０校が実施することができた。（１校の

み２学年で実施するための移行期間として今年度は福祉体験を行った。）中学生が地域の中で職場体験を行う

ことを通して、職業に対する基礎的な知識や一般的なルールや礼儀といった社会性や自立心、異世代間でのコ

ミュニケーション能力を養い、進路に対する意識を向上させることができた。 

また、中学生の望ましい職業観や勤労観の育成を図るために、学校・家庭・地域「ふれあい講演会」を全中学

校が実施した。地域で活躍する方や、地元出身の各方面で活躍する様々な方による講演を聞くことで、自己の

将来について考え、夢や希望を抱き、その実現をめざして前向きに努力していこうとする態度を身につける事業

となった。これらの事業をとおして、生徒の生き方を考える進路啓発につながった。 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

「進路意識向上」できたと回答した生徒 ４８．８％ ５０％ ５０％ 
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識 
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◆ 児童生徒には様々な職業・職種に触れる機会をつくって、自己の将来についてのイメージを持てるよう

にすることは非常に重要であり、場合によっては講演会形式よりは、さまざまな種類の仕事に従事してい

る人たちを学校に招待し、児童生徒たちと直接触れ合う形式での学習活動の検討もありうるかと考え

る。 

また、中学生の高学年では、悪質な企業の存在についての知識と自分を守るための制度に関する理

解を促す学習活動も適切に行われることが望ましい。 

◆ 事業所体験を様々なところで見かけることができた。進路に対する意識の向上も確認できた。こうした

指導を末永く続けられるよう生徒への事前指導や個別指導を一層強化して、気持ちよく受け入れていた

だけるようにしたい。 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 

施 策 施策４ 特別支援教育の推進 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

１ 
さわやかスクールサポート事
業（学級支援） 

１００，０４２ Ａ 
アッピースマイルサポーター数 ７０人 ７４人 ７５人 

アッピースマイル教員数 ７人 ７人 ９人 

１１ 特別支援学級補助員派遣事業 １６，２６９ Ａ 

補助員配置数 ９人  ９人 ９人 

補助員配置率 ７５％ ６９％ ６４％ 

補助員対象研修回数 ９回 ９回 ９回 

１２ 特別支援教育推進事業 ２２３ Ａ 

特別支援教育研修会回数 ５回 ５回 ８回 

特別支援教育研修会参加率 １００％ １００％ １００％ 

合同作品展入場者数 ５００人 ５００人 ５００人 

１３ 
小学校特別支援学級設置事業
（施設整備） 

３５，２３７ Ａ 小学校設置校数 ９校/２２校 ９校/２２校 ９校/２２校 

１４ 
小中学校特別支援教育就学奨
励事業 

５，９９２ Ａ 奨励費の申請率 
小学校 １００％ ９９％ ９６％ 

中学校 １００％ ９８％ １００％ 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

アッピースマイルサポ

ータ―配置校数 
３３校 ３３校 ３３校  

アッピースマイルサポ

ータ―配置人数 
７０人 ７４人 ７５人 

通常学級で教員を補助し特別の支援

を行う支援員数 

◎教育委員会の施策評価  

特別支援教育の推進を図るため、全ての学校で特別支援教育の視点に立った適切な支援が行える

よう指導を重ねてきた。各研修会においては、教員の指導力・資質の向上を図るため、県立特別支

援学校の特別支援教育コーディネーターや県立大学の准教授を講師に招き、専門的な知識・技能を

習得する質の高い研修会を実施することができた。                         

また、次年度の特別支援学級開設に向け担当者育成のための特別支援教育推進研修会を新たに設

定した。担当教員らが専門的な知識・技能を習得できるよう、実践的な授業研究会や支援学級での

実習を伴う研修会を実施した。このことにより、予定の学校７校全てで、円滑に開設できた。 

また、各学校においては、県立特別支援学校の特別支援教育コーディネーターによる巡回相談を

実施し、通常の学級における特別な教育的ニーズのある児童生徒の実態把握に努め、一人一人の教

育的ニーズに応じたきめ細かな指導・支援を続けてきた。さらに、アッピースマイルサポーターを

全小・中学校に配置することにより、通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生

徒の成長を促し、学級の円滑な運営にも資することができた。 
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◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

アッピースマイルサポータ―配置校数 ３３校 ３３校 ３３校 

アッピースマイルサポータ―配置人数 ７５人 ７５人 ９５人 

小学校特別支援学級設置校数 ９校/２２校 １６校/２２校 ２２校/２２校 
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◆ 特別支援が必要な児童生徒については、教育心理学などの研究の進展から、従来よりもさらに
細やかな対応の必要性が指摘されるようになっている。学校現場の情報を整理するとともに、専
門家からの助言なども得ながら、より適切な体制整備に向けた努力が望まれる。 

◆ アッピースマイルサポーターが年々増加しているのは、通常の学級に在籍している特別支援教
育の必要な児童生徒の増加によるものと考える。特別支援学級の新設に伴い、適正な就学指導が
行われるよう合わせてお願いしたい。 

小学校特別支援学級教室 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 

施 策 施策５ 幼児教育の推進 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

４２ 
幼稚園・保育所と小学校の連携推進事
業 

３９３ Ａ 
幼・保・小合同研修会回数 １回 １回 １回 

幼・保・小合同研修会参加率 １００％ １００％ １００％ 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

幼・保・小合同研修会回数 １回 １回 １回 幼児教育に係る研修会実施回数 

幼・保・小合同研修会参加率 １００％ １００％ １００％ 研修会参加校数／２２校×１００ 

◎教育委員会の施策評価  

幼児教育の推進を図るためには、全ての小学校に、幼稚園・保育所・保育園との滑らかな接続が推進

されるよう適切な支援を指導していく必要がある。幼児教育から小学校教育への接続は、児童にとって

大きな環境の変化が伴い、指導する教員の児童理解や指導力・資質の向上は欠かせないことである。そ

こで、今年度も、上尾市にある幼稚園・保育所・保育園と小学校の連携を積極的に推進してきた。各学

校においては、小１プロブレムを起こさせないために、接続期プログラムに沿った学習指導を推進する

とともに、研修会では、積極的に情報交換や相談を行い、児童一人一人の実態把握に努め、きめ細かな

支援により、小学校入学を支援することができた。 

また、教育委員会として、家庭への啓発を推進するため、埼玉県教育委員会の方針に従い、「啓発リー

フレット」を家庭向けに、上尾市版 「接続期プログラム集」を教職員向けに作成した。 

市民に対しても、連携の大切さを理解促進する機会として有意義な事業であった。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

幼・保・小合同研修会参加率 １００％ １００％ １００％ 
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◆ 保育園や幼稚園は、学区ではなく保護者の希望により選択されているので、必ずしも入学する
小学校との連携にはならない。しかし保護者にとっても、こうした研修が市内の学校の様子を知
るよい機会になるに違いない。 
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基本目標Ⅱ 

豊かな心と健やかな体の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 
施策１ 豊かな心の育成 

施策２ 生徒指導の充実 

施策３ 人権教育の推進 

施策４ 学校教育相談の充実 

施策５ 学校保健の充実 

施策６ 食育の推進・学校給食の充実 

施策７ 児童生徒の体力向上 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策１ 豊かな心の育成 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

２ 指導方法改善事業 １，５１８ Ａ 

研修会実施数 ４４回 ４４回 ４６回 

上尾市学力調
査の国語・算数
（数学）・英語
の総合 

小学校 ５１．８ ５１．９ ５１．８ 

中学校 ５０．３ ５０．３ ５０．５ 

６ 教科用図書等整備事業 １３，８７２ Ａ 

道徳副読本整備状況 １００％ １００％ １００％ 

体育科準教科書整備状況 ６７％ ６７％ ６７％ 

保健体育科準教科書整備状況 １００％ １００％ １００％ 

社会科副読本整備状況 １００％ １００％ １００％ 

１５ 学習支援事業 ２１７ Ａ 

外部指導者補助率 ５５．０％ ６７．８％ ４２．３％ 

外部指導者補助数 １０３人 １０３人 １０２人 

外部指導者活用率 ７８．８％ ８４．８％ ８１．８％ 

１６ 
さわやかスクールサポート事業（学
校図書館支援） 

１８，４７３ Ａ 

学校図書館支援員数 ２５人／３３校 ２５人／３３校 ２５人／３３校 

１校あたりの派遣回数 

（平均） 

小学校２０２回 

中学校約４１回 

小学校２０２回 

中学校約４１回 

小学校２０３回 

中学校約４２回 

「読書が好
き・どちらか
といえば好
き」と回答し
た児童生徒の
割合 

小学６年 ７４.５％ ７４.９％ ７５.９％ 

中学３年 ７２.８％ ７３.２％ ７４.６％ 

１７ 小中学校音楽会開催事業 １，２８１ Ａ 
参加学校数 ３３校 ３３校 ３３校 

参加者数 約２，０００人 約２，０００人 約２，２００人 

１８ 小中学校図書整備事業 ２８，１５５ Ａ 

増加冊数 
小学校 １２,３９９ 冊 １０,７４５冊 １１,３９０冊 

中学校 ５,７８３ 冊 ６,０２９冊 ５,３９８冊 

廃棄冊数 
小学校 ４,０２３ 冊 ６２５冊 １，９２６冊 

中学校 ４９７ 冊 ５１９冊 ９９冊 

年度末現有冊数 
小学校 １８１,４００冊 １９３,０１１冊 ２０２，４７５冊 

中学校 １０６,１１９冊 １１１,６２９冊 １１６，９２８冊 

図書標準目標達

成率 

小学校 ８３.７％ ８９.３％ ９３.４％  

中学校 ７４.３％ ７７.４％ ８１.４％ 

１９ 中学校部活動支援事業 ４，１６３ Ａ 
部活動指導員配置率 ８１．８ ％ ９０．１％ ９０．１％ 

運動部活動加入率 ７５．０ ％ ７４．１％ ７３．４％ 

２０ 中学校吹奏楽演奏会開催事業 ３１０ Ａ 
参加学校数 １１校 １１校 １１校 

一般参加者数 ３７８人 ４３９人 ３９５人 

５２ 図書館資料整備事業 ３６，７０４ Ａ 

蔵書数（全９館） 556,926 点 564,626 点 569,759 点 

蔵書密度（市民一人当たり） ２．５５点 ２．５８点 ２．６１点 

図書館利用者数（全９館） 440,036 人 417,909 人 415,969 人 
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予約リクエスト件数 

（全９館） 
208,466 点 202,944 点 209,632 点 

貸出密度（市民一人当たり） ６．３９点 ５．９０点 ５．８５点 

５３ 
子どもの読書活動支援センター運
営事業 

５，２８９ Ａ 
出張おはなし会 ２３回 ３９回 ４１回 

読書ボランティア養成講座 ２１回 ２８回 ２０回 

 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

「読書が好き・どち

らかといえば好き」

と回答した児童生

徒の割合 

小学６年 ７４．５％ ７４．９％ ７５．９％ 
上尾市小・中学校学力調査 

質問紙調査 
中学３年 ７２．８％ ７３．２％ ７４．６％ 

図書標準目標
達成率 

小学校 ８３．７％ ８９．３％ ９３．４％ 
 

中学校 ７４．３％ ７７．４％ ８１．４％ 

◎教育委員会の施策評価  

平成２６年度は、豊かな心の育成のため、学校図書館支援員を小学校全校に毎日派遣、中学校には週１

日派遣した。各学校の司書教諭を助け、児童生徒の読書活動推進に大きく貢献することができた。特に、

小学校では読み聞かせの充実や読書案内、新書の展示コーナーが設置されるようになり、児童生徒が本を

手に取りやすい環境が整ってきた。また、新聞を各校に２部配布し、新聞を授業に活用できる環境も整っ

てきている。児童生徒の学習に必要な環境を整えるため、学校図書館法で規定されている図書標準を達成

するよう予算を傾斜配分することができた。このような取組や家庭と連携した読書活動が評価され、大石

南中学校が、子どもの読書活動優秀実践校として文部科学大臣表彰を受賞することができた。 

小・中学校音楽会では、各校が日頃の教育活動の成果を発表するとともに互いの音楽を鑑賞することによ

り、児童生徒の豊かな心の育成につなげることができた。多くの市民が来校し、市として文化芸術振興の

一環としての役割も大きい。、芸術を提供するとともに、学校理解の場とすることができた。また、音楽教

育に関する教員の指導力を高める効果もあった。 

道徳及び体育科・保健体育科では、教科用図書が発行されていないため、本市の教育水準を高めるため

に、道徳及び体育科、保健体育科の準教科書・副読本の整備を行った。特に、道徳は、家庭用「彩の国の

道徳」を使い、家庭・地域と連携し、人間性や社会性をはぐくむ道徳教育を充実させ、豊かな心の育成に

取り組むことができた。 

専門的な知識や技能を持つ外部指導者を積極的に活用することで、児童生徒一人一人の興味関心等に応

じた効果的な指導ができた。特に、総合的な学習の時間等の授業では、体験活動や個に応じた指導が可能

となり、特色ある教育活動が展開でき、児童生徒にとって魅力ある教育活動となった。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

「読書が好き・どちらかといえば好

き」と回答した児童生徒の割合 

小学６年 ７５.９ ％ ７５ ％以上 ７５ ％以上 

中学３年 ７４.６ ％ ７５ ％以上 ７５ ％以上 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 「学力低下論」以来、教科学習の成績向上への関心が強くなっている。しかし、児童生徒たち
の自然と触れ合う機会の減少などの生活環境の現状を考えれば、教科以外の学習活動の重要性は
ますます高まっていると考える。児童生徒の変化を観察しながら、より適切な教科外学習活動の
指導のあり方、支援のあり方の研究が望まれる。 

◆ 子どもの読書活動優秀実践校として文部科学大臣表彰は、地域の特性に合致した取組への最大
の評価であり、さわやかスクールサポートの働きも大きかったと拝察する。若者の文字離れが取
りざたされて久しいが、大変好ましい傾向と思われる。こうした取組を全児童生徒に実施できる
のは、今しかないのではないだろうか。 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策２ 生徒指導の充実 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

２１ 生徒指導推進事業 ４，６００ Ａ 

支援員派遣校数 ４校 ４校 ４校 
支援員１校あたり週
派遣日数 ２日 ２日 ２日 

暴力行為発生件数 １８件 ３件 ０件 
街頭補導回数  ５６９回 ４９４回 ４９４回 
地域の集い参加者数  ３３２人 ３６３人 ２８９人 

２２ さわやか相談室運営事業 １９，８６６ Ａ 
相談室の相談件数 １１，２０４回 １０，４７０回 １２，７４３回 
相談の解決率 ８７％ ７６％ ８５％ 
不登校生徒割合 １．６０％ １．８３％ １．８５％ 

２３ いじめ根絶対策事業 
（防止事業） ６，４２６ Ａ 

いじめの認知件数 ３２件 ２２件 １５件 

いじめ解消率 １００％ １００％ ９３．８％ 

２４ いじめ根絶対策事業 
（相談事業） ５０９ Ａ 

いじめ相談解決率 ― １００％ １００％ 

いじめホットライ
ン・ホットメール相
談件数 

― １７件 １１件 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

街頭補導回数 ５６９回 ４９４回 ４９４回 11中学校区における該当補導実施数 

不登校生徒割合 １．６０％ １．８３％ １．８５％ 不登校生徒数/全生徒数×100 

いじめ解消率 １００％ １００％ ９３．８％ いじめ解消件数/いじめ認知件数×100 

暴力行為発生件数 １８件 ３件 ０件 小・中学校の暴力行為発生件数 

◎教育委員会の施策評価  

各学校に対して管理職のリーダーシップの下、生徒指導主任を中心に全教職員の共通理解に基づいて

校内指導体制を確立し、学級や学年の枠を超え、相互に連携して児童生徒一人一人の指導・援助に当た

るよう指導し、充実を図ることができた。 

生徒指導支援員を希望する学校に配置し、校内巡視などを行うことで、抑止力となり、専門性の高い

支援員を配置することで、非行・問題行動を繰り返す生徒への教員の指導を支援することができ、再発

防止等にも効果を上げることができた。 

上尾市生徒指導推進協議会の活動に関しては、市内の小・中学校及び高等学校が地域及び警察等関係

機関、青少年育成団体等と連携し、中学校区内のパトロールなど具体的な実践を行い、児童生徒及び青

少年の非行・問題行動の抑止力となることができた。 

「いじめ」については、「上尾市いじめ防止等のための基本的な方針」に基づき、各学校でも「学校い

じめ防止基本方針」を作成し、共通理解の下、いじめの未然防止と早期対応に努めることができた。昨

年度に引き続き、児童生徒対象の共通したアンケートを月１回、保護者対象の共通したアンケートを学

期１回実施するとともに、学級における望ましい人間関係の構築のための「hyper-ＱＵ調査」や教職員

がいじめを見抜き、早期発見・早期対応の能力を高めるための「ＣＡＰ研修会」を転入教員及び初任者

を対象に実施し、市全体で「いじめ」の早期発見・早期解消のための取組ができた。 

また、「上尾市ネットトラブル防止対策会議」を開催し、ネットいじめ等の根絶対策にも力を入れた。

一方、さわやか相談室運営事業では、今年度の相談延べ件数は昨年度より２２７３件増加、中学校にお

ける不登校出現率が０．０２％増加したことが課題である。 
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◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

暴力行為発生件数 ０件 ０件 ０件 

いじめ解消率 ９３．８％ １００％ １００％ 

 

 

 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ インターネットの普及により、児童生徒の関係が見えにくくなっている。児童生徒間だけでは
なく、場合によっては保護者や学校が気付かないうちに、子どもたちが犯罪組織に不用意に近づ
いてしまうケースもある。いじめ対策が法制化されたこともあり、研修などを通して先生方の対
応力を高めるとともに、陰湿ないじめの発生を防ぐためには人間関係作りが基本になるので、先
生方の指導力の向上に向けた支援が求められる。 

◆ 今夏、関西の中学生が夜中に街を徘徊し、殺害されるという痛ましい事件が起きた。報道では

普通の子と表現していたが、普通の子が夜中に街を徘徊するのだろうか？周囲も気づけなかった

のだろうか？等々多くの大人が疑問を持った。 

いつの間にか子供を取り巻く社会は大きく変化し、顕在化した氷山の一角の下にまだまだ理解

不能、解決困難なことがたくさん生まれてきていることだろう。 

生徒指導のむなしさのようなものも感じられるが、多くの手を借りることを躊躇せず、積極的

にかかわり続けていただきたい。 

いじめをなくす宣言 
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●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

２５ 
人権教育推進事業
（指導課所管分） 

１，３０４ Ａ 

研修会・授業研究会実施回数 ８回 ７回 ８回 

研修会参加者数 ２６９人 ２４６人 ２６７人 

教育に関する３つの達成目標 

相手のことを考えた優しい言葉
づかいができると回答した児童

生徒の割合 

８８.７％ ９０.０％ ９０.０％ 

作文・標語集等配布率 １００％ １００％ １００％ 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

教育に関する３つの達成目標 

相手のことを考えた優しい言葉

づかいができると回答した児童

生徒の割合 

８８．７％ ９０．０％ ９０．０％ 
「よくできる」「だいたいできる」回答児童

生徒数／全児童生徒数×１００ 

作文・標語集等配布率 １００％ １００％ １００％ 配布数／児童生徒数×１００％ 

◎教育委員会の施策評価  

人権作文・標語集の配布や人権啓発資料「かがやき」の発行、あいさつ運動、道徳教育の推進、

いじめ根絶への取組など全市的な取組により、児童生徒の人権意識を高めることができた。しかし、

同和問題やネットモラル、児童虐待などの人権問題、さらには性同一性障害といった新たな人権課

題も顕在し課題となっている。 

これらを解決するために、関係団体と連携を深めた人権教育が必要である。特に、同和問題につ

いては、管理職及び教員を対象とした「差別の現実」を踏まえた講演や「同和問題」を視点とした

フィールドワークによる研修を実施し、人権教育を推進する指導者の資質向上を行うことができ

た。 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

教育に関する３つの達成目標 

相手のことを考えた優しい言葉づかいができると回答した

児童生徒の割合 
９０．０％ ９０％以上 ９０％以上 

作文・標語集等配布率 １００％ １００％ １００％ 

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策３ 人権教育の推進 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 社会に余裕がなくなり、大人の社会でもヘイトスピーチなど偏狭で不寛容な態度が広がりつつ
ある。時事問題のなかにも教材は多くある。時事問題を扱うことに学校は躊躇する傾向があるが、
子供たちは、教科書などに書かれていること以上に、先生たちが現実をどう捉えているかに強く
反応する。先生方を信用して、児童生徒の人権意識を育む取組を支援していくことが必要と考え
る。 

◆ 「人を殺してみたかった」などと公言する犯人の精神構造は全く理解できないが、こうした不
可解な事件が実際に起きる。「相手のことを考えた優しい言葉づかいができる」は大賛成である。
今のうちにしっかりとゆるぎなく心の中に根付かせたいものである。 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策４ 学校教育相談の充実 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

２３ 
いじめ根絶対策事業 
（防止事業） 

６，４２６ Ａ 
いじめの認知件数 ３２件 ２２件 １５件 

いじめ解消率 １００％ １００％ ９３．８％ 

２４ 
いじめ根絶対策事業 
（相談事業） 

５０９ Ａ 
いじめ相談解決率 ― １００％ １００％ 

いじめホットライン・ホ
ットメール相談件数 

― １７件 １１件 

２６ 
不登校児童生徒の学校
適応指導事業 

４，６４４ Ａ 
適応指導教室入級者数 ９人 １３人 １１人 

適応指導教室開設日数 １４６日 １５１日 １５１日 

２７ 教育相談事業 １４，４０９ Ａ 

教育相談実件数 ２７９件 ３２１件 ４６１件 

教育相談延べ回数 ３，１７１回 ５，９３５回 ６，４８３回 

教育相談終結率 ８６．４％ ７９．１％ ７６．４％ 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

不登校児童生徒の割合 ０．６７％ ０．７３％ ０．７１％ 不登校児童生徒数÷児童生徒数×100 

教育相談終結率 ８６．４ ％ ７９．１％ ７６．４％ 終結数／相談実件数×１００ 

適応指導教室から学校へ
の復帰率 

１００％ １００％ １００％ 学校復帰した人数／入級者×１００ 

◎教育委員会の施策評価  

平成２６年度の教育センターの教育相談延べ回数は６，４８３件と、過去最高の相談件数となっ

ているが、どのケースも迅速に丁寧に相談に応じることができた。相談の内容については、「不登校」

「性格・行動」「学習・発達」「就学」での相談が大変多くなってきている。それに伴い、知能検査

（ＷＩＳＣ－ⅢまたはⅣ）を受けるケースも大変多くなっているが、きめ細かく丁寧に相談に応じ、

適切な支援の方法をアドバイスするなどして問題の解決へと導くことができた。また、各小・中学

校やさわやか相談室等と連携し、これらの相談を一つ一つ丁寧に対応することで問題を解決できた。

特にコミュニケーションを苦手としている不登校児童生徒にとって適応指導教室での活動は、一人

一人の状態に合わせ、指導員・教育心理専門員が計画的に指導・支援を行うことで、その後の学校

復帰に繋がった。また、問題行動等に関して、スクールソーシャルワーカーが家庭訪問を繰り返し

たり、子ども若者相談センターや児童相談所、社会福祉協議会等、関係機関との連携に努め、ケー

ス会議を適宜行うなどした結果、関係機関が対象児童生徒について情報の共有ができたことは評価

できる。 

いじめホットライン・ホットメール相談では、相談員が相談者の気持ちを十分受け止め、寄り添

いながら丁寧に相談を進め、学校と協力して問題の解決を図った。 
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◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

教育相談終結率 ７６．４％ ８０％ ８０％ 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 子供たちだけでなく、保護者も孤立しがちな環境に置かれているケースも増えており、深刻な
事態に至る前に、学校や教員側から必要な支援が得られるように手配する必要性が高まってい
る。専門性をもった職員の配置によって、多忙な教員の負担軽減になるような支援体制の充実が
望まれる。 

◆ 教育相談数の増加は、考えようによっては好ましい傾向といえる。問題が増えたというより、
解決しようという意欲や努力の行動ととらえることもできるからである。就学以前の子ども達で
も似たような相談が寄せられていると聞く。そして知能検査も必要で、教育センターの役割はと
ても大きく、学校を側面支援できる大きな存在である。学校や専門機関等大きな連携網を持ち、
更なる活躍を期待している。 

上尾市「いじめ根絶」中学宣言 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策５ 学校保健の充実 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

「
早
寝 

早
起
き 

朝
ご
は
ん
」
調
査 

起床時間 

７時までに起きる 

小学校 ９６．５％ ９６．１％ ９５．８％ 

「早寝 早起き朝ご

はん」調査（各年度

４月調査） 

中学校 ８３．４％ ８５．０％ ８５．２％ 

就寝時間 

１０時までに寝る 

小学１年 ９７．５％ ９５．９％ ９６．４％ 

小学２年 ９５．０％ ９４．０％ ９３．９％ 

小学３年 ９０．３％ ９１．０％ ８９．９％ 

小学４年 ８３．８％ ８１．６％ ８７．１％ 

小学５年 ７３．５％ ７２．２％ ７４．６％ 

小学６年 ６２，６％ ５８．３％ ５７．６％ 

就寝時間 

１１時までに寝る 

中学１年 ７８．９％ ８２．９％ ８０．６％ 

中学２年 ５１．８％ ４９．５％ ５５．２％ 

中学３年 ３１．５％ ３０．４％ ２９．０％ 

ＤＭＦ保有数 

小学校 ０．３６本 ０．２８本 ０．３０本 ※ＤＭＦ保有数・・過

去にむし歯になった

ことがある歯の本数

を表したもの 

中学校 １．２９本 １．１１本 １．２２本 

平均 ０．６７本 ０．５６本 ０．６１本 

◎教育委員会の施策評価  

生活リズムの乱れを改善するため、各学校では学校保健計画を作成し、学校保健委員会を中心に

家庭や地域との連携を図りながら、基本的な生活習慣を養うとともに、学校保健活動を推進し、児

童生徒自らが健康管理できるよう指導していくことが重要である。 

平成２６年度は各学校で学校保健委員会を複数回開催し、児童生徒の健康に関する課題への対応

について家庭・地域・関係機関との連携を図ってきた。 

定期健康診断は全ての小中学校で計画的に実施されており、疾病の予防・早期発見・早期治療に

より、健康保持・増進が図れた。特に歯科については、定期健診や歯科保健活動などにより、児童

生徒一人当たりのＤＭＦ保有数が減少してきている。 

食物アレルギーについては、学校・保護者・主治医と連携し、学校生活管理指導表など活用して

アレルギー発症時の対応について情報共有を図ってきた。 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

起床時間 

７時までに起きる 

小学校 ９５．８％ ９６．０％ ９６．５％ 

中学校 ８５．２％ ８５．５％ ８６．０％ 

就寝時間 
１０時までに寝る 小学校 ８３．３％ ８４．０％ ８４．５％ 

１１時までに寝る 中学校 ５５．０％ ５５．５％ ５６．０％ 

ＤＭＦ保有数 

小学校 ０．３０本 

０．５６本 中学校 １．２２本 

平均 ０．６１本 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 本来は家庭の役割であるが、息の長い「早寝 早起き 朝ごはん」の指導により、好ましい生
活習慣がかなり根付いてきている。意識的にはかろうじて踏みとどまっているというべき部分も
あるかもしれない。何もしなければ生活習慣はどんどん乱れてしまうに違いない。 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策６ 食育の推進・学校給食の充実 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

朝ごはんを
必ず食べる 

小 

学 

校 

１年 ９７．２％ ９８．３％ ９６．７％ 

「早寝 早起き 朝ごは

ん」調査 （各年度４月調

査） 

２年 ９６．９％ ９６．０％ ９６．１％ 

３年 ９５．１％ ９６．８％ ９５．７％ 

４年 ９５．４％ ９５．７％ ９５．４％ 

５年 ９４．５％ ９６．９％ ９５．６％ 

６年 ９６．２％ ９６．３％ ９５．９％ 

平均 ９５．９％ ９６．７％ ９５．９％ 

中 

学 

校 

１年 ９４．９％ ９６．７％ ９４．０％ 

２年 ９２．５％ ９２．８％ ９２．２％ 

３年 ９２．７％ ９０．４％ ９１．２％ 

平均 ９３．４％ ９３．３％ ９２．５％ 

◎教育委員会の施策評価  

成長期にある子どもたちに、朝食の欠食や偏食など食生活の乱れが指摘されている。このため、

平成２６年度も引き続き、「早寝・早起き・朝ごはん運動」を推進し、食に関する指導を実施して

いる。この取組には、栄養教諭・栄養職員とのティームティーチングによる指導、独自に作成した

チャレンジカードを使用した取組、栄養教諭等が行うエプロンシアターによる指導など、工夫をこ

らしながら望ましい食生活を身に付けさせるよう取り組んできた。また、あわせて家庭との連携も

必要なことから、保護者への啓発にも取り組んでいる。 

環境や食物に対する理解を深めるため、学校ファームでの栽培体験を実施している。地場産を使

用した給食については、市内の米生産農家をはじめＪＡあだち野の協力により実施している。この

ような生産者の顔が見える地場産米や地場産野菜類の使用は、食材に対する認識を深め、また、食

育を推進する役割を果たしている。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

必ず朝ごはんを食べ

る 

小学校 ９５．９％ ９６．５％ ９７．０％ 

中学校 ９２．５％ ９３．０％ ９３．５％ 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 長年の「早寝 早起き 朝ごはん」の取り組みは確実に成果を上げている。 
以前、十数年前に埼玉県の調査に協力した瓦葺中学校生徒の「骨密度と生活習慣の関連」の調

査結果があった。運動や食事内容には関係がなく、「毎朝 朝ごはんを取っている生徒の骨密度が
確実に上昇」していたという研究結果が出たことを思い出した。 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策７ 児童生徒の体力向上 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

３ 魅力ある学校づくり事業 ６，８１４ Ａ 
教育に関する３つの達成目標 

 体力（運動習慣） 
７６．４％ ７７．４％ ７９．３％ 

１９ 中学校部活動支援事業 ４，１６３ Ａ 
部活動指導員配置率 ８１.８ ％ ９０．１ ％ ９０．１％ 

運動部活動加入率 ７５.０ ％ ７４．１ ％ ７３．４％ 

２８ 児童生徒体力向上推進事業 ４，２６５ Ａ 

新体力テスト  
総合評価 
上位３ランク 
（ＡＢＣ） 
の児童生徒の割合 

小学校 ７９.６ ％ ７８.８ ％ ７８．５％ 

中学校 ８５.５ ％ ８４.６ ％ ８６．１％ 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

新体力テスト
総合評価上位
３ランク（ABC）
の児童生徒の
割合 

小学校 ７９．６％ ７８．８％ ７８．５％ 
５ランク中上位３ランクの児童生徒

の割合 
中学校 ８５．５％ ８４．６％ ８６．１％ 

◎教育委員会の施策評価  

 児童生徒の体力向上については、児童生徒の運動をする子とそうでない子の二極化が進んでいる

中、運動に親しむ資質や能力の育成から体力向上に向けて、様々な取組を行った。具体的には、小

学生ドッジボール大会、上尾市なわとび大会、市民駅伝に向けて、各校で計画的に練習に取り組み、

大会で成果を発揮することができた。また、体育主任会で、体力の向上が顕著に見られた学校の実

践発表会を行い、情報の共有を図ることができた。 

小学校体育連盟と中学校体育連盟では、各種大会に向けて、練習に取り組み、好記録、好成績を

収めることができた。また、体育授業の充実に向けて、小中一環教育といった視点からも、校種を

超えて、体育授業研究会及び研究協議会を開催し、指導方法を深めることができた。 

 中学校では、スポーツにおいての高い技術指導と知識をもつ部活動指導員を配置し、教員の指導

補助、活動する上での安全確保、また、生徒の技術向上を図ることができた。 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

新体力テスト 総合評価 

上位３ランク（ＡＢＣ）の 

児童生徒の割合 

小学校 ７８．５％ ８０％以上 ８０％以上 

中学校 ８６．１％ ８５％以上 ８５％以上 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 子供たちの運動機会が減っていることは、様々に指摘されており、学校教育におけるスポーツ
活動の奨励はいっそう重要性を増している。また、重点的な指導が、２～３年で結果を出してい
ることから、計画的な指導の必要性が明らかである。目標を明らかにして、すべての学校で指導
が適切に行われるような支援体制が求められていると考える。 

◆ 日本中の児童生徒の体力低下は、ずっと憂慮すべき事項であり続けている。その中で、すでに
その対策に着手し、総合評価上位３ランクを占める割合が上昇していることは、すでにその効果
が出ていることと評価できる。 
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基本目標Ⅲ 

安心・安全で質の高い学校教育の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 
施策１ 教職員の資質・能力の向上 

施策２ 学校経営の改善・充実 

施策３ 学校施設・設備の整備・充実 

施策４ 学校のＩＣＴ化の推進 

施策５ 学校安全の推進 

施策６ 就学支援の充実 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策１ 教職員の資質・能力の向上 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

２ 指導方法改善事業 １，５１８ Ａ 

研修会実施数 ４４回 ４４回 ４６回 

上尾市学力調

査の国語･算数

（数学）・英語

の総合 

小学校 ５１．８ ５１．９ ５１．８ 

中学校 ５０．３ ５０．３ ５０．５ 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

研修会実施数 ４４回 ４４回 ４６回 指導課主催の研修会総数 

上尾市学力調査の国語。算
数（数学）・英語の総合 

小学校 ５１．８ ５１．９ ５１．８ 全国平均を５０としたときの市

の平均値 
中学校 ５０．３ ５０．３ ５０．５ 

◎教育委員会の施策評価  

教職員の資質・能力向上のために、各種研修会や各学校の校内研修を積極的に進めることができ

た。児童生徒の学力向上を目指し、指導法の工夫改善を図るためにティームティーチングによるき

め細やかな指導を繰り返し行い、また、勤務時間外の教師力アップ講座と題した教科等の指導方法

研修や少人数による授業実践、デジタル教科書の活用研修を行い、タブレット端末の積極的活用を

推進するＩＣＴ活用研修や生徒指導研修会、教育課程研究協議会、道徳教育研究会などの様々な専

門研修の開催や、ニーズに応じた研修を実施することで、教員一人一人の指導力の向上とともに、

学校の教育力の維持向上につながった。 

上尾市の指導の重点・努力点を作成し、全教職員へ配布することで、市の教育方針を共通理解・

共通実践することができた。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

上尾市学力調査の 

国語・算数（数学）・英語の総合 

小学校 ５１．８ ５２以上 ５２以上 

中学校 ５０．５ ５１以上 ５１以上 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 「学力低下論」以来、教科学習の成果が強調されるようになり、先生方も教科学習の成績に神
経質になっているように思われる。言うまでもなく、子どもたちは教室内での教科学習のみで成
長するわけではない。児童生徒たちの健やかな成長のためには、先生方が精神的にもゆとりのあ
る豊かな生活を送っていることが前提である。先生方の研鑽を奨励することも視野に入れた支援
体制が望ましいと考える。 

◆ 世界一忙しい日本の教師、時間外においても「学びたい」意欲と行動力のある上尾市の教師た
ちに頭の下がる思いである。 
一方、教師に求められる仕事は、益々多枝にわたり専門性も求められている。負担過重により、

心身を壊さぬよう配慮を続けていただきたい。 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策２ 学校経営の改善・充実 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

２ 指導方法改善事業 １，５１８ Ａ 

研修会実施数 ４４ 回 ４４ 回 ４６ 回 

上尾市学力調

査の国語･算

数（数学）・

英語の総合 

小学校 ５１．８ ５１．９ ５１．８ 

中学校 ５０．３ ５０．３ ５０．５ 

３ 魅力ある学校づくり事業 ６，８１４ Ａ 
教育に関する３つ

の達成目標 

体力（運動習慣） 

７６．４％ ７７．４％ ７９．３％ 

２９ 学校評議員制度運営事業 ５９６ Ａ 

学校評議員会議開
催回数 

３.２１ 回  ３．３０回 ３．２４回 

学校評価に対する
意見聴取回数 

１.８４ 回  ２．３０回 １．８５回 

３０ 
元気な学校をつくる 
地域連携推進事業 

４０１ Ａ 

学校応援団員数 ９，５１０人 ６，９１８人 ７，３７６人 

学校応援団活動日数 ８，８９２日 ９，７５１日 ９，９３８日 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

上尾市学力調査
の国語･算数（数
学）・英語の総合 

小学校 ５１．８ ５１．９ ５１．８ 

全国平均を５０としたときの 

市の平均値 

中学校 ５０．３ ５０．３ ５０．５ 

教育に関する３つの達成目標 

体力（運動習慣） 
７６．４％ ７７．４％ ７９．３％ 

週１～２回以上は１時間以上運動す

ると回答した児童生徒の割合 

研修会実施数 ４４回 ４４回 ４６ 回 指導課主催の研修会総数 

学校評価に対する意見聴取回
数 

１.８４回 ２.３０回 １．８５回 
学校の自己評価等に対する評議員 

からの意見聴取回数 

学校応援団活動日数 ８，８９２日 ９，７５１日 ９，９３８日 各学校の学校応援団活動日数合計 
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◎教育委員会の施策評価 

学校・家庭・地域が一体となった教育活動が展開されるとともに、少人数指導、ＩＣＴの活用な

どの指導方法の工夫改善についての研究を各学校が取り組むことにより、質の高い教育活動を推進

することができ、上尾市学力調査の市の平均値は、全国平均を上回った。 

児童一人一人の学力向上のために、学力調査の結果等から児童の実態を把握し、各学校の課題に

応じた学校課題研究を行っている。研究発表をすることで、研究の成果を市内全校に広め、市全体

の教育力向上を図ることができた。 

各学校において、行事や授業参観に学校評議員を招き、積極的に学校を公開することで、校長の

学校経営について学校評議員の理解を深めることができた。また、学校評議員会を継続して開催す

ることにより、各学校で学校評議員制度の活用が図られ、開かれた学校づくりの推進につながった。  

全ての小・中学校で学校応援団が整備されており、安心安全、学習支援、環境整備、体験活動等

の活動に応援団員が参加している。学校応援団活動の推進により、学校の教育が活性化し、家庭や

地域の教育力の向上につながっている。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

上尾市学力調査の国語･算数 
（数学）・英語の総合 

小学校 ５１．８ ５２以上 ５２以上 

中学校 ５０．５ ５１以上 ５１以上 

教育に関する３つの達成目標 
体力（運動習慣） 

７９．３％ ８０．０％ ８０．０％ 

学校評議員会議開催回数 ３．２４回 ３回以上 ３回以上 

学校応援団活動日数 ９，９３８日 １０，０００日 １０，０００日 

 

 

 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 公立学校は、地域に支持される学校であることが前提である。地域に開かれ、地域の理解を得
るための努力が常に求められている。評議員制度の有効な活用法などについて、管理職への適切
なアドバイスなどの支援体制も必要と考える。 

◆ 非常に地域との連携が密になってきている。 
地域の協力者も高齢になってきており、学校も慣れすぎず、お世話になっている感謝の気持ち

を積極的に伝えていきたいものである。 



〔 Ⅳ 評価結果（施策評価） 〕 

42 
 

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策３ 学校施設・設備の整備・充実 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

６ 教科用図書等整備事業 １３，８７２ Ａ 

道徳副読本整備状況 １００％ １００％ １００％ 

体育科準教科書整備状況 ６７％ ６７％ ６７％ 

保健体育科準教科書整備

状況 
１００％ １００％ １００％ 

社会科副読本整備状況 １００％ １００％ １００％ 

１８ 小中学校図書整備事業 ２８，１５５ Ａ 

増加冊数 
小学校 １２,３９９冊 １０,７４５冊 １１,３９０冊 

中学校 ５,７８３冊 ６,０２９冊 ５,３９８冊 

廃棄冊数 
小学校 ４,０２３冊 ６２５冊 １,９２６冊 

中学校 ４９７冊 ５１９冊 ９９冊 

年度末現有冊数 
小学校 １８１,４００冊 １９３,０１１冊 ２０２,４７５冊 

中学校 １０６,１１９冊 １１１,６２９冊 １１６,９２８冊 

図書標準目標達

成率 

小学校 ８３.７ ％ ８９.３ ％ ９３.４ ％ 

中学校 ７４.３ ％ ７７.４ ％ ８１.４ ％ 

３１ 小中学校教育教材整備事業 ３１，９７８ Ａ 

小学校の児童１人当たりの支出額 １，６７８円 １，６１４円 １，５７０円 

中学校の生徒１人当たりの支出額 ２，７２４円 ２，４１８円 ２，０４６円 

備品購入費（小学校） ２６，５９１千円 １９，７５８千円 １９，０１２千円 

備品購入費（中学校） １７，２９７千円 １５，４３５千円 １２，９２６千円 

３２ 小中学校校舎改築事業 ８２９，３２２ Ａ 

富士見小学校校舎改築 
工事出来高率（％） 

━ ━  ━  

中央小学校南校舎改築 
工事出来高率（％） 

２０％ １００％ ━  

上尾中学校校舎改築工事 
基本設計 
耐力度調査 

実施設計 

南校舎２０％ 

プール・ 

格技場竣工 

改築事業完了校累計数 １校／３校 ２校／３校 ２校／３校 

 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

図書標準目標

達成率 

小学校  ８３．７ ％  ８９．３ ％  ９３．４ ％ 現有冊数／標準冊数×100 

中学校  ７４．３ ％  ７７．４ ％  ８１．４ ％ 現有冊数／標準冊数×100 

校舎耐震化率 
小学校 94.4% 
中学校 79.1% 
平均８８.３％ 

小学校 100.0% 
中学校  93.7% 
平均９７.４％ 

小学校 100.0% 
中学校  93.8% 
平均９７.５％ 

平成２４年度まで対象棟数１２０棟 

平成２５年度から対象棟数１１９棟 
平成２６年度から対象棟数１２０棟 

改築事業完了校累計数 １校 ／ ３校 ２校 ／ ３校 ２校 ／ ３校 改築事業校（富士見小・中央小・上尾中） 
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◎教育委員会の施策評価  

学校施設は、児童生徒が１日の大半を過ごす活動の場であり、災害時には地域住民の避難場所と

なるため、学校施設の安全性の確保は最優先課題でもあることから、積極的に耐震化を図ってきた。

平成２７年８月末には上尾中学校南校舎の改築工事が竣工し、平成２８年３月末に屋内運動場が竣

工すると、市内全小・中学校の耐震化が完了する。 

また、トイレのリニューアル化も、上尾中学校改築事業が竣工すると市内小・中学校の全てで完

了し、衛生面や快適な空間づくりに大きく寄与している。 

学校図書においては「学校図書館図書整備標準」の達成を目標として、今年度も例年同様、着実

に蔵書数を増やすことができた。今後は図書購入だけではなく書架購入や図書室スペースの確保な

どにも配慮し、積極的に図書整備を推進し、達成率１００％を目指していく。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

図書標準目標達成率 
小学校  ９３．４％  ９７．７％ １００％ 

中学校  ８１．４％  ８５．１％ ８８．８％ 

学校施設の耐震化率  ９７．５％ １００．０％ ― 

 

 

 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 学校は災害時などの地域社会の避難所になっている場合も多く、耐震工事を優先的に実施して
きたことは大いに評価されるべきである。今後、財政負担の許す範囲で、体育施設などの一層の
充実が望まれる。 

◆ 大震災以降、住民の災害に対する危機意識が格段に高まっている。どのような災害が起こるか
はわからないが、耐震工事や改築の完了は大きな安心につながっている。 
社会全体の中でトイレも進化しており、学校のトイレの改築は子供たちの使用頻度からも喜ば

しいことである。 

富士見小学校図書室 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策４ 学校のＩＣＴ化の推進 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

２ 指導方法改善事業 １，５１８ Ａ 

研修会実施数 ４４ 回 ４４ 回 ４６ 回 

上尾市学力調査

の国語・算数（数

学）・英語の総合 

小学校 ５１.８ ５１.９ ５１.８ 

中学校 ５０.３ ５０.３ ５０.５ 

３３ 
小中学校コンピュータ 
整備事業 

１４５，６１０ Ａ 

教育用パソコン設置台数 １，４５３台 １，４５６台 １，４５４台 

校務用パソコン設置台数 １，０８０台 １，０９６台 １，０７８台 

教育用ﾊﾟｿｺﾝの目標達成値 
（児童生徒3.6人に1台） 

13.０人に１台 12.8人に１台 12.6人に１台 

３４ 小中学校電子黒板整備事業 ２，６３４ Ｓ 

大型テレビ設置台数（小学校） ４８７台 ４８９台 ５１８台 

大型テレビ設置台数（中学校） １１７台 １３７台 ２５４台 

電子黒板ユニット設置台数

(小学校) 
２２３台 ２８９台 ２８９台 

電子黒板ユニット設置台数

(中学校) 
７０台 ９２台 ９２台 

大型テレビ設置率 

(小学校) 
９８．２％ ９４．４％ １００％ 

大型テレビ設置率 

(中学校) 
４６．０％ ５３．９％ １００％ 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

大型テレビ設置率(小学校) ９８．２ ％ ９４．４％ １００％ 設置台数／設置目標台数 

大型テレビ設置率(中学校) ４６．０ ％ ５３．９％ １００％ 設置台数／設置目標台数 

◎教育委員会の施策評価  

教育用パソコンに関しては、小学校においては平成２５年度にタブレットを導入したことにより、コ

ンピュータ教室だけでなく普通教室に持ち込み、大型テレビとの有線接続によってデジタル化された授

業が活発に展開されるようになった。 

 タブレット導入により必要性が高まった大型テレビに関しては、今年度、設置されていなかった小中

学校の普通教室へ大型テレビを設置した。これにより、設置率が１００％になり、小中学校全普通教室

においてデジタル教科書、タブレット、大型テレビが使用可能となった。 

 さらに今後は、それらデジタル教材・ＩＣＴ機器を最大限に活用できる無線ＬＡＮの構築を目指すこ

とにより、さらなる学校のＩＣＴ化が推進され、子どもたちへの授業の形態も多様化され、質の高い学

校教育の推進となる。 

指導法改善においては、導入の進んだデジタル教科書のさらなる活用方法やタブレット端末の積極的

活用を推進するためのＩＣＴ活用研修会の実施、道徳教育研修会、生徒指導研修会、教育課程研究協議

会等の研修会を実施し、教員一人一人の指導力の幅を広げることができた。 
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◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

大型テレビ設置率(小学校) １００ ％ ― ― 

大型テレビ設置率(中学校) １００ ％ ― ― 

 

 

 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ ネット環境に応じた学習指導法が広く普及しつつあることは評価できるが、同時に、子どもた
ちを目まぐるしく変化する社会の情報から、あえて遮断して、物事を深く考察させる学習活動の
重要性も指摘されるようになっている。学習活動の目的に応じて、メリハリを付けたＩＣＴ利用
法の研修が望まれる。 

◆ 今、黒板とチョークの時代からＩＣＴの時代への大きな変わり目であることを実感している。 
学力を維持しつつこの変化を上手く乗り越えるのは、子どもよりも指導する教師の意識や技術

の向上が大変であると思う。 
ハード面をしっかり整えていただき、これらを巧みに使いこなし、新しい教育を実践する教師

の活躍を期待したい。 

大型テレビを使用した授業 



〔 Ⅳ 評価結果（施策評価） 〕 

46 
 

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策５ 学校安全の推進 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

３５ 児童生徒安全推進事業 ２３，０２６ Ａ 

新規防犯ブザー貸与数 ２，１６０人 ２，２１０人 ２，０８０人 

スポーツ振興センター災
害共済加入負担金 

１７，６５０千円 １７，４４８千円 １７，３１０千円 

全市立学校に対する 

応急手当普及員在籍率 
－ １００％ １００％ 

３６ 学校安全パトロールカー事業 ３，３５１ Ａ 
月あたりパトロール回数 １５．６回 １５．３回 １６．１回 

登下校時の交通事故件数 １３件 ４件 １３件 

３７ 通学路安全対策事業 ５，１２４ Ａ 

危険個所改善要望箇
所数 

１６８箇所 １６４箇所 １６１箇所 

学校管理下での児童
の交通事故件数 

７件 １件 ５件 

安全対策実施箇所数 ─ １４箇所 ８箇所 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

登下校時の交通事故件数 １３件 ４件 １３件  

学校管理下での児童の交
通事故件数 

７件 １件 ５件  

◎教育委員会の施策評価  

児童生徒が登下校時に交通事故や犯罪に巻き込まれないよう、各学校に配置されたスクールガー

ドリーダーを中心として安全確保に努めている。ＰＴＡや学校応援団、各地域の防犯ボランティア、

教職員などの多くの方々に登下校時の立哨活動や、学校安全パトロールカーの運行等において協力

を得、児童生徒の安全を確保している。 

また、警察等関係団体と情報交換、情報の共有化を図り、地域ぐるみで子ども達を見守る活動や

体制づくりをしている。さらに、防犯ブザーの貸与等の不審者対策を進め、児童生徒にとって安心

安全な学校教育を実施している。 

緊急時の対応として、消防署の協力を得て、応急手当普及員資格を取得する講習会を開催してい

る。この研修により資格を取得した教職員が中心となり、各学校で実施する心肺蘇生法研修を実施

し、より多くの知識と技術を習得している。 

通学路安全対策事業では、市ＰＴＡ連合会からの通学路改善要望をもとに、改善個所を抽出し、

危険個所の改善を進めている。平成２６年度は８か所で危険個所を改善した。 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

登下校時の事故件数 １３件 ０件 ０件 

学校管理下での交通事故件数 ５件 ０件 ０件 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ すべての教職員がＡＥＤを使用できるように研修の機会を増やしていただきたい。 
通学路の交通安全対策についても、学校の先生たちの情報を丁寧に整理することによって、よ

り適切で効果的な対応が可能になると思われる。 
また、事故対策で最近話題になっている組体操については、「感動を求めてリスクを高める」

という学校教育においては許容されないはずの考え方が、一部の教員や保護者にあることが背景
になっていると思われる。健全な学校教育にあり方を再確認する必要があるのかもしれない。 

◆ どこの地域でも熱心な活動をよく見かけるようになった。 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策６ 就学支援の充実 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シ－トを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

５ 日本語指導職員派遣事業 ２，８８３ Ａ 派遣職員数 １２人 １３人 １３人 

１４ 
小中学校特別支援教育就学 
奨励事業 

５，９９２ Ａ 
奨励費の申請
率 

小学校 １００% ９９% ９６% 

中学校 １００% ９８% １００% 

３８ 入学準備金・奨学金貸付事業 ５，９２２ Ａ 
貸付件数 １１人 １７人 ２０人 

高校進学率 ９８.２％ ９８.９％ ９８.７％ 

３９ 小中学校就学援助費補助事業 ５２，３９８ 

Ａ 

就学援助認定者数 １，６１４人 １，６３７人 １，７２７人 

４１ 準要保護児童生徒給食費援助事業 ８３，０６９ 就学援助認定割合 ８．６％ ８．８％ ９．４％ 

４０ 要保護児童生徒医療費援助事業 ５１６ Ｂ 

医療券交付人数 ５４人 ６９人 ７１人 

医療券使用人数 １６人（１人） ３１人（２人） ２７人（─人） 

医療券使用人数割合 ２９．６％ ４４．９％ ３８．０％ 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

日本語指導職員配置率
（％） 

８２．６ １００ １００ 要支援児童生徒数/申請数 

◎教育委員会の施策評価  

社会を取り巻く環境の変化に伴い、経済的に困窮する世帯や日本語の理解が十分できない外国人

児童生徒等が増加している中、市町村は、経済的な格差のない義務教育の円滑な実施を行うことが

求められているとともに、進学及び就学に対する経済的、人的な援助は効果的な取組と判断できる。 

全ての家庭が安心し、子どもが必要な教育を受けられるよう就学支援の充実に、引き続き努める

必要がある。 

なお、主に経済的支援の施策については、何をもって成果とするかを定めることが困難であるた

め、数値目標は設定しないこととする。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

日本語指導職員配置率（％） １００ １００ １００ 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 格差の拡大がよりいっそう深刻になっていることを教職員が十分に認識することが大切だと考
える。同じ市内でも居住地によって経済格差が広がる傾向があることから、進学費用の捻出に困
難を抱えている家庭が多いことが想定される地域の学校などに対して重点的に支援体制を整備す
ることが必要かと考える。 

◆ 非正規雇用形態が定着し、一人親世帯の増加等子育て家庭の経済的環境は悪化している傾向が
見受けられる。せめて子ども達には、心配せず学習に励んでほしいと願っており、上尾市の手厚
い支援に感謝している。 
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基本目標Ⅳ 

学校・家庭・地域の連携と教育力の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 
施策１ 学校・家庭・地域が連携した教育活動の推進 

施策２ 家庭教育の充実 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅳ 学校・家庭・地域の連携と教育力の向上 

施 策 施策１ 学校・家庭・地域が連携した教育活動の推進 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

３０ 
元気な学校をつくる地域連携
推進事業 

４０１ Ａ 
学校応援団員数 ９，５１０人 ６，９１８人 ７，３７６人 

学校応援団活動日数 ８，８９２日 ９，７５１日 ９，９３８日 

４２ 
幼稚園・保育所と小学校の連
携推進事業 

３９３ Ａ 

幼・保・小合同研
修会回数 

１回 １回 １回 

幼・保・小合同研
修会参加率 

１００％ １００％ １００％ 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

学校応援団員数 ９,５１０人 ６,９１８人 ７,３７６人 各学校の学校応援団登録者数合計 

学校応援団活動日数 ８,８９２日 ９,７５１日 ９,９３８日 各学校の学校応援団活動日数合計 

◎教育委員会の施策評価  

 市内全小・中学校に配置されている学校応援団コーディネーターを中心に、各校、計画的に学校・

家庭・地域が連携した教育活動を行うことができた。活動内容は学習指導、安心安全、環境整備、

体験活動、部活動、生徒指導、環境教育、学校ファーム等である。特に、学校・家庭・地域が連携

したユニークな取組としては、学校応援団と連携して学校ファームに積極的に取り組み、作物の植

え付け・収穫などを近隣の幼稚園や保育所と合同で行う等の取組をした学校が「全日本学校関係緑

化コンクール 国土緑化推進機構理事長賞」を受賞した。また、学校応援団とおやじの会と協力し

て、週一回公民館で自主学習を中心とした学習の場を提供する「寺子屋」や、災害時の避難所生活

に備え、体育館で泊をともなった訓練を行う「防災キャンプ」なども行われている。 

 平成２６年度の学校応援団の活動にともなう保険を適用する事故や怪我はなく、学校応援団活動

日数が昨年の９，７５１日から９，９３８日に増加し、学校の教育活動を活性化する推進力となっ

た。 

 また、市内の私立も含めた幼稚園・保育所と小学校の連携も｢上尾市 接続期プログラム集｣を活

用した合同研修会を行うなど、幼稚園・保育所と小学校の相互理解を深めるとともに、滑らかな接

続へつながっている。 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

学校応援団活動日数 ９，９３８日 １０，０００日 １０，０００日 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 学校教育における接続は常に大きな問題であり、小・中間や中・高間と同様に幼稚園・保育園
などと小学校の間の接続問題に関心がもたれるようになっていることはよい傾向である。ただし、
接続はスムーズな移行が望ましいが、断絶という要素もあり、子どもたちの成長のうえで意味の
あるものである。子どもたちにギャップを乗り越える力を育てるという観点からの支援が望まれ
る。 

◆ 若い保護者たちの素晴らしい発想、アイデア、創意工夫、行動力には感動した。これからの発
展を大いに期待する。「おやじの会」等お父さん達も子育てを楽しみながら、地域の仲間づくりを
している。ぜひ光を当てて評価し、伸ばしていきたい。 

◆ 「学校ファーム」「寺子屋」「防災キャンプ」など、さまざまな形での取り組みがなされている。
学習の成果を生かし、地域を活性化し、学校支援につなげる活動の継続を期待したい。 
学校応援団員の確保が懸念されるが、個々の活動をさらにアピールすることで広がる可能性は

あると思う。 
「幼稚園・保育所と小学校の連携推進事業」は、子供の成長に合わせて、きめ細やかな相互の

情報交換が可能になることから、今後の成果を期待したい。 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅳ 学校・家庭・地域の連携と教育力の向上 

施 策 施策２ 家庭教育の充実 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

４３ 家庭教育推進事業 ４９０ Ａ 

家庭教育講演会開催数 １回 １回 １回 

市内幼稚園保護者会への
補助件数 

５団体 ４団体 ４団体 

家庭教育に関する講座・ 

講演会参加者数 
１,５５２人 １，３３３人 １，２６３人 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

家庭教育に関する講座・講
演会参加者数 

１，５５２人 １，３３３人 １，２６３人 

幼稚園保護者会で開催した家庭教育

に関する講座及び市とＰＴＡ連合会

の共催で行った家庭教育講演会の参

加者数の合計 

◎教育委員会の施策評価  

全ての教育の出発点である家庭教育の向上を図るため、ＰＴＡ・幼稚園保護者会などと連携をと

りながら、市ＰＴＡ連合会が定めている家庭教育行動指針の啓発や幼稚園保護者会が実施する家庭

教育に関する講座の支援、市ＰＴＡ連合会と共催での家庭教育講演会といった事業を実施し、子育

て中の親に対して家庭教育に関する学習機会の提供を行うことができた。 

 また、埼玉県が作成した「親の学習プログラム」等の制度を各学校やＰＴＡ等が活用できるよう、

情報提供に努めた。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

家庭教育に関する講座・講演会参加

者数 
１，２６３人 １，３００人 １，３００人 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 家庭の教育力を高めるためには、リーフレットなどによる啓発も必要であるが、児童虐待の事
例などからは、孤立した家庭の問題が見えてくる。より多くの保護者が参加できる、さまざまな
子育て問題の専門家などの協力を得た交流会の設定など、より積極的な施策の検討も考えられる
だろう。 

◆ 家庭の教育力の低下が取りざたされて久しいが、こうした地道な積み重ねにより次の世代に伝
達されていくことを願っている。 
広い意味で、学校応援団やおやじの会等のコラボレーションも考えてみてはどうか。 

◆ 子育てに不安を抱えている親世代に向けた学習機会の提供を、今後積極的に検討していただき
たい。 
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基本目標Ⅴ 

生涯にわたる豊かな学びのサポート 

 

 

 

 

 

 

 

 
施策１ 生涯学習体制の充実 

施策２ 生涯学習施設の整備 

施策３ 生涯学習機会の提供 

施策４ 人権教育の推進 

施策５ 図書館運営の充実 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポート 

施 策 施策１ 生涯学習体制の充実 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

４４ 生涯学習指導者活動推進事業 ３３５ Ａ 

まなびすと指導者バン

ク登録者数 
９６人 １０９人 １１０人 

市民講座（実施講座数） ５１講座 ３７講座 ４２講座 

市民講座（参加者数） ６１７人 ４２９人 ５００人 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

まなびすと指導者バンク
登録者数 

９６人 １０９人 １１０人 各年度末 

◎教育委員会の施策評価  

市民の生涯学習活動を支援するため、まなびすと指導者バンクやあげお市政出前講座を運営し、

必要な指導者や講座情報の提供を行った。まなびすと指導者バンクについては、ガイドブックを配

布することでＰＲを行い、ボランティア養成講座を実施して指導者のレベルアップを図った。 

一方で、あげお市政出前講座は、依然として消防・救命分野に偏りがあるものの、全ての分野で

利用が増加した。市民が学びたい内容に応じたメニューを用意し、様々な分野における学習の機会

を提供することができた。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

まなびすと指導者バンク登録者数 １１０人 １１５人 １１５人 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 元気な高齢者が増え、学ぶ意欲はますます高まっている。まなびすとも需要と供給の関係、講
座内容にもかかわり、数字だけでは成果を図り切れないと思うが、発展を期待する。 

◆ 学んだ成果を活かすための活動として「まなびすと指導者バンク」はとても重要な取組である
と思う。 
引き続き、指導者の質の向上と情報提供に努め、指導者の活動件数を増やしていただきたい。 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポート 

施 策 施策２ 生涯学習施設の整備 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

４５ 学校施設開放（生涯学習）事業 １，９８５ Ａ 

利用団体登録 ７１団体 ８８団体 ７８団体 

利用件数 ６７２件 ７５９件 ８９６件 

利用者数（延べ人数） ７，６７６人 ７，６７７人 ９，３５０人 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

利用団体登録 ７１団体 ８８団体 ７８団体 
利用に必要な団体登録をしている団

体数 

利用件数 ６７２件 ７５９件 ８９６件  

◎教育委員会の施策評価  

市民の継続した生涯学習活動を支援するため、活動の拠点を提供した。市内６館の公民館及び平

方東小学校・芝川小学校・富士見小学校の特別教室の一部を市内の生涯学習団体に開放した。 

市内６館の公民館は、全体として非常に高い頻度で利用され、生涯学習の活動拠点としての役割

を十分に果たしている。学校施設開放事業も同様で、利用は増加傾向にあり、特に富士見小学校は

年々増加している。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

利用団体登録数 ７８団体 ８０団体 ８０団体 

利用件数 ８９６件 ９００件 ９００件 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 利用希望の増加を見込んだ、開放施設の拡大の検討が望ましい。 

◆ 各種の市民サークルの活動も活発で、活動会場を確保するのが大変な状況であるとよく聞くこ
とがある。市民に活動の拠点を多数提供していただけることは大変ありがたい。 

◆ 生涯学習施設の、計画的な環境整備に引き続き取り組んでいただきたい。 
学校施設開放事業は、施設利用というだけでなく、学校側・子供たちへの生涯学習意識の向上

につながる機会ととらえ、学校と利用団体の交流につなげていければ、さらなる効果を期待でき
るだろう。 



〔 Ⅳ 評価結果（施策評価） 〕 

54 
 

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポート 

施 策 施策３ 生涯学習機会の提供 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

４４ 生涯学習指導者活動推進事業 ３３５ Ａ 

まなびすと指

導者バンク登

録者数 

９６人 １０９人 １１０人 

市民講座 
（実施講座数） 

５１講座 ３７講座 ４２講座 

市民講座 
（参加者数） 

６１７人 ４２９人 ５００人 

４６ 成人式事業 １，１３３ Ａ 

成人式対象者 ２，０９９人 ２，２４７人 ２，２９２人 

成人式参加者 １，５３３人 １，６００人 １，７８５人 

参加率 ７３．０３％ ７１．２１％ ７７．８８％ 

４７ 日本の伝統と文化の学習推進事業 １５２ Ａ 講座回数 ━  ━  ６回 

４８ 
大学等との連携による生涯学
習推進事業 

２７８ Ａ 

聖学院大学
公開講座受
講者数 

２４３人 ２３０人 ２６２人 

子ども大学
あげお・い
な・おけがわ
応募者数 

９４人 ６９人 １６６人 

あげお子ど
も大学応募
者数 

━  ━  ４３人 

４９ 公民館講座事業 ３，３６０ Ａ 
講座数 130 講座 136 講座 135 講座 

講座参加者数
（延べ人数） 

10,549 人 11,427 人 9,805 人 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

公民館講座参加者数 

（延べ人数） 
１０，５４９人 １１，４２７人 ９，８０５人 公民館まつりを除く。 

◎教育委員会の施策評価  

生涯学習機会の提供については、基幹的な事業として位置付けている公民館講座事業のほか、地

域の大学と連携し、小学 4年生から 6年生を対象にした子ども大学や、まなびすと指導者バンク活

動推進会議による学んだ成果を活かす市民講座を実施した。 

また、新規事業として日本の文化と心をテーマに日本の伝統文化について学ぶ講座を実施し、日

本の伝統文化について深く学ぶきっかけづくりを行うことができた。 
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◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

公民館講座参加者数（延べ人数） ９，８０５人 １１，０００人 １１，０００人 

 

 

 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 市民の高齢化率も上昇していくことが予想されることもあり、あらゆる年齢層、男女が参加で
きる学習機会の提供が望まれる。 
参加者による講座の評価に基づいて、常に提供内容の見直しが望まれる。 

◆ 国際化の風潮の中で、日本人が日本の伝統文化を学ぶ機会が減少していることに危機感を抱い
ていた。すでに消えてしまったものも相当あるかもしれない。この機会を通して日本文化の素晴
らしさを改めて学んでいきたい。 

◆ 公民館や図書館を中心に、さまざまな世代に応じて、学習機会が提供されていると思う。 
さらに、世代を超えて交流が図れるような、ともに学ぶ機会の提供に積極的に努めていただき

たい。 

子ども大学あげお・いな・おけがわ 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポート 

施 策 施策４ 人権教育の推進 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

５０ 
人権教育推進事業 
（生涯学習課所管分） 

１，０７４ Ａ 人権標語作品応募点数 １８，８６７点 １９，２０３点 １７,７４１点 

５１ 人権教育集会所運営事業 １，５８６ Ａ 

人権教育集会所主催事業参
加者数 

６１４人 ７１１人 ５５７人 

人権教育集会所利用者数 ２６,７７４人 ２５，４９１人 ２４，９７７人 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

人権教育集会所利用者数 ２６,７７４人 ２５,４９１人 ２４,９７７人  

◎教育委員会の施策評価  

現在も、様々な形での人権問題が生じている中で、差別のない社会の実現と充実した人権教育を行う

ため、人権教育推進協議会及び人権教育集会所運営委員会で協議された内容をもとに、積極的な人権教

育の推進を図っている。 

身近な人権問題を考える契機としての、市民向け人権問題研修会や職員を対象とした人権問題研修会

のほか、全小・中学生を対象とした人権標語コンクールを実施するなど、人権意識の高揚を図る事業を

実施することができた。 

人権教育の拠点施設である人権教育集会所では、市民の人権意識の高揚や市民の交流、文化的教養の

向上を目的とした３３の主催事業を実施し、幅広い内容の事業を安定的に実施することができた。また、

集会所利用者全員を対象として、「外国人の人権」をテーマに人権問題指導者研修会を実施し、人権課題

の理解を深めることができた。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

人権教育集会所利用者数 ２４,９７７人 ２５,０００人 ２５,０００人 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 社会に余裕がなくなり、大人の社会でもヘイトスピーチなど偏狭で不寛容な態度が広がりつつ
ある。時事問題のなかにも教材は多くある。公民館の講座などでは時事問題を扱うことに躊躇す
る傾向があるが、差別問題の克服のためには市民同士の議論の場を設けることも効果があると考
えられる。 

◆ 改めて、人権という切り口で社会を見ると今まで気づかなかった内容がたくさんあることに気
づく。今までと同じ事業であっても切り口を変えてみると異なる展開があってもよいのではない
だろうか。 

◆ 現代社会の中で、さまざまな形で差別が生じている状況を踏まえ、さまざまな角度から人権教
育の大切さをアピールする必要がある。 
学校・公民館事業・地域活動と連携しながら機会をとらえて、今後も継続的に啓発活動に取り

組んでいただきたい。 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポート 

施 策 施策５ 図書館運営の充実 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

５２ 図書館資料整備事業 ３６，７０４ Ａ 

蔵書数（全９館）  ５５６，９２６点  ５６４，６２６点 ５６９，７５９点 

蔵書密度（市民一人当たり） ２．５５点 ２．５８点 ２．４９点 

図書館利用者数（全９館） ４４０，０３６人 ４１７，９０９人 ４１５，９６９人 

予約リクエスト件数（全９館） ２０８，４６６点 ２０２，９４４点 ２０９，６３２点 

貸出密度（市民一人当たり） ６．３９点 ５．９０点 ５．８５点 

５３ 
子どもの読書活動支援セン
ター運営事業 

５，２８９ Ａ 
出張おはなし会 ２３回 ３９回 ４１回 

ボランティア養成講座 ２１回 ２８回 ２０回 

５４ ブックスタート事業 １，７５９ Ａ 

絵本配布回数（健康診査実施回数） ２３回 ２４回 ２４回 

配布率 ９９．８％ ９９．８％ ９９．９％ 

図書館利用者数（６歳以下） ２，３５１人 ２，４３２人  ２，７２４人 

児童書・紙芝居貸出点数 
児童書 １５２，１９８点 １４９，００１点  １５９，７６７点 

紙芝居 ４，１４０点 ４，５７２点 ４，０７０点 

５５ （仮）中央図書館整備事業 ３，９０３ Ａ （仮）中央図書館建設 －  －    基本構想 

５６ 
セカンドブックスタート 

事業 
７，９１４ Ａ 読書パスポート児童配付部数 － 部 － 部 １２，２６４部 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

図書館利用者数（全９館） ４４０，０３６人 ４１７，９０９人 ４１５，９６９人  

蔵書数（全９館） ５５６，９２６点 ５６４，６２６点 ５６９，７５９点 雑誌・視聴覚資料除く。 

◎教育委員会の施策評価  

 図書館における資料の整備・充実は、多様化・専門化する市民のニ－ズに応えるため、社会情勢

や地域の実情に応じ、より広い視野で図書資料を収集し、迅速に提供ができるように努めた。特に、

利用者に必要な情報や問題解決を図るレファレンスサ－ビスを充実させ、きめ細かなサ－ビスの提

供を図っている。さらに県内ネットワ－クを有効活用し、相互貸借による資料の情報提供に努めて

いる。また、子どもの読書活動支援センタ－では小中学校、幼稚園に本を巡回させる「あっぴいぶ

っくるセット本」が順調に実施され、学校等から好評を得ている。昨年度に引き続き、読み聞かせ

ボランティアの育成と技術力アップを目指して事業を展開した。 

ブックスタ－ト事業は、絵本の読み聞かせに加え、読書相談なども実施し、読書に親しむ環境づ

くりを推進した。セカンドブックスタート事業では、平成２６年度新規事業として全小学生（１２，

２６４人）に図書館で作成した「読書パスポート」を配付した。図書館・学校・家庭・地域と子ど

もたちを取り巻くすべての環境で、自ら進んで読書に親しみ、生涯にわたる読書習慣を身に着ける

ことを後押しした。３００冊の読書記録を書き終えた児童も多くみられる。また、学校図書支援員

の児童への関わりにも大きく役立っている。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

図書館利用者数 ４１５，９６９人 ４４０，０００人 ４６２，０００人 

蔵書数（全９館） ５６９，７５９点 ６０１，０００点 ６０７，０００点 
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学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ （仮）中央図書館の構想が検討される中で、市内の図書館サービスの全体的な在り方を再検討
し、図書館サービスへのアクセスがより便利になるようなシステムの構築を検討していただきた
い。 

◆ 読書パスポートのような努力が目に見える取り組みは大変効果的である。ブックスタート事業
に関しては大変良い環境づくりと思われるが、最近、その本が資源回収やバザーに出されている
のを見ると残念な気持ちになる。 
配布方法も検診に来られない方には、赤ちゃん訪問の主任児童員等と協力してみたらどうであ

ろうか。 
 

◆ 図書館ネットワークや「支援センター」の活動、「読書パスポート」のような新たな取組により、
楽しい読書が習慣化されるような取組が充実している。 
読書離れが懸念される中・高生への取組について、工夫が必要だろう。 
新設の図書館には、図書館に対する市民ニーズを十分把握したうえで、さまざまな情報発信の

核となる図書館であるとともに、生涯学習の拠点となる施設となることを期待したい。 

読書パスポート 
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基本目標Ⅵ 

文化芸術の創造と文化財の保護 

 

 

 

 

 

 

 

 
施策１ 文化芸術活動の推進 

施策２ 文化財の保護 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅵ 文化芸術の創造と文化財の保護 

施 策 施策１ 文化芸術活動の推進 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

５７ 文化芸術振興事業 ２，０６５ Ａ 
文化団体連合会加盟団体数 １２団体 １２団体 １２団体 

文化団体連合会構成員数 ３，０００人 ３，０００人 １，７６２人 

５８ 美術展覧会事業 １，２１１ Ａ 
作品出品数 ５４５点 ５６１点 ４９９点 

入場者数 ２，３６０人 ２，３４２人 ２，４３０人 

５９ 市民音楽祭事業 ６１２ Ａ 
参加団体数 ５０団体 ５０団体 ５１団体 

入場者数 １，９８９人 １，５５７人 ２，４９２人 

６０ 音楽家芸術活動支援事業 ３７２ Ａ 
クラシックコンサートの
来場者数 

━  ━  ３６２人 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

美術展覧会事業作品出品
数 

５４５点 ５６１点 ４９９点 美術展覧会への作品出品数 

美術展覧会来場者数 ２，３６０人 ２，３４２人 ２，４３０人 美術展覧会会場への入場者数 

◎教育委員会の施策評価  

 市内で活動する各種の文化芸術団体が加盟する文化団体連合会は、会の運営は主にそれぞれの分

野における代表団体が行い、自立性の高い取組がなされている。 

 美術の分野においては、上尾市ギャラリー等において、団体や個人の美術展が数多く開催されて

おり、活動は堅調であるといえる。上尾市美術展覧会については、広く市民から作品を募集する公

募展であり、優秀作品を顕彰するシステムは、市民の美術創作活動の活性化に大きく寄与している。 

 音楽の分野においては、参加した音楽グループにより実行委員会を組織している市民音楽祭が、

３部門とも堅調な事業実施状況である。参加団体間の交流が活発であり、特に吹奏楽は、学生と社

会人の団体交流がそれぞれの活動の活性化につながっている。 

 新たな芸術支援として、平成２６年度は、上尾市在住の（又は上尾にゆかりのある）音楽家の芸

術活動支援とともに、市民が気軽に芸術を鑑賞することができる機会を提供する目的で「あげおク

ラシックコンサート」を実施した。また、児童にクラシック音楽に触れる機会をつくり、心豊かな

児童の育成を行うとともに、後進の育成を図ることを目的に、市立小学校でのアウトリーチコンサ

ートも実施した。 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

市民音楽祭参加団体数 ５１団体 ５１団体 ５１団体 

クラシックコンサートの来場者数 ３６２人 ３５０人 ３５０人 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 音楽家芸術活動支援事業のような新しい試みは、今後とも開拓が期待される。音楽に限らず、
絵画や彫刻などの分野で活躍が期待される若手の芸術家に発表機会を与えるという意味でも、よ
い効果が期待できる。公園の敷地を利用した屋外展示なども市民生活に潤いをもたらす良い企画
となると考える。 

◆ 健康で、豊かな生活を送るために、各種の芸術活動は欠かせないものとなっている。引き続き
様々な活動の支援を継続していただきたい。 

◆ 「美術展覧会」や「市民音楽祭」など市民レベルでの活動が定着している。 
小学校へのアウトリーチコンサートなどは、今後もぜひ機会を増やしていただきたい。 
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●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

６１ 文化財調査・保存事業 ４，５２２ Ａ 市指定・登録文化財の数 １１７件 １２０件 １２２件 

６２ 埋蔵文化財調査事業 ４，８２５ Ａ ━ ━ ━ ━ 

６３ 文化財保護啓発事業 ６８ Ａ 
文化財保護啓発事業延べ日数 ４３日 ２５日 ２４日 

文化財保護事業参加延べ人数 ３，５３３人 ２，３７２人 １，３６０人 

６４ 歴史資料調査事業 ２，５１３ Ａ 文書目録の発行 

１冊（9,050点）
原市町役場文書 
目録（上） 

１冊（10,005点）
原市町役場文書 
目録（下） 

１冊（1,719点） 
八枝神社文書 
目録   

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

市指定・登録文化財の数 １１７件 １２０件 １２２件 市指定・登録文化財の数 

◎教育委員会の施策評価  

文化財は、文化財保護法に基づき、その保存及び継承並びに活用を図る必要がある。このため文

化財の調査・保存事業、埋蔵文化財調査事業、文化財保護啓発事業、歴史資料調査事業を行ってい

る。 

調査保存事業については、平成２６年度は新たに 1 件の指定を行い、1 件を登録から指定にし、

新たに 1件を登録した。また、県指定文化財である「平方祇園祭のどろいんきょ行事」映像記録事

業についても実施することができた。埋蔵文化財調査事業については、周知の埋蔵文化財包蔵地内

での試掘調査を適宜実施し、２件の発掘調査を実施した。普及啓発事業として、あげお歴史セミナ

ー３回、文化財展２回を実施した。歴史資料調査事業については、保存活用のために必要な目録の

発行やそのための整理が計画的に進んでいる。 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

市指定・登録文化財の数 １２２件 １２４件 １２４件 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅵ 文化芸術の創造と文化財の保護 

施 策 施策２ 文化財の保護 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 市の保存する文化財を積極的に市民に公開し、触れていただくことは、郷土愛を育む効果も期
待できることから、さまざまなチャンネルを設定して公開の努力が望ましい。 

◆ なくなってしまったものは、取り返しがつかない。時々の危機意識を持ち一層取り組んでいた
だきたい。 

◆ 市民の財産として文化財の保護・保存についての意識啓発が重要である。 
実際の文化財を見たり触れたりすることの効果は大きいことから、、さらに、公開の機会を設け

るなど、公民館や学校への出前講座など、こうした機会を増やしていただきたい。 
民俗行事の映像記録、歴史資料の目録作成なども継続していただきたい。 
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基本目標Ⅶ 

健康で活力に満ちたスポーツ・レクリエーション活動の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 
施策１ スポーツ振興計画の策定 

施策２ スポーツ施設の整備・充実 

施策３ スポーツ・レクリエーション事業の充実 

施策４ スポーツ指導者の育成 

施策５ スポーツ・レクリエーション活動の支援 



〔 Ⅳ 評価結果（施策評価） 〕 

63 
 

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 
基本目標Ⅶ 健康で活力に満ちたスポーツ・レクリエーション活動
の推進 

施 策 施策１ スポーツ推進計画の策定 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

スポーツ推進計画策定進
捗状況 

計画素案の検討 推進計画の完成 推進計画進捗管理  

◎教育委員会の施策評価  

 平成２３年度８月にスポーツ振興法がスポーツ基本法に改正されたことを受け、上尾市では平成

２５年度にスポーツ推進計画を策定をした。平成２６年度は、市民体育館のバスケットゴールの入

替や平方野球場のトイレの増設などスポーツ施設の整備を行い、また「観るスポーツの機会」の提

供として、上尾メディックス女子バレーボールの練習試合の企画・開催した。推進計画に掲げた取

組については、スポーツ推進審議会で報告し、進捗管理を行った。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

スポーツ推進計画策定進捗状況 進捗管理 進捗管理 進捗管理 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 上尾メディックス女子バレーボールチームを、是非皆で応援し、大きく育てていきたいもので
ある。 

◆ 計画初年度としての取組がなされている。計画に基づき、さらにスポーツ振興が図られること
を期待したい。 

ショットクロック付移動式バスケットゴール 

（上尾市民体育館） 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 
基本目標Ⅶ 健康で活力に満ちたスポーツ・レクリエーション活動
の推進 

施 策 施策２ スポーツ施設の整備・充実 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

６５ 学校施設開放（スポーツ振興）事業 ４，９５１ Ａ 
学校開放登録団体数 ５３６団体 ５５１団体 ５５３団体 

学校開放施設利用者数 417,161人 363,162人 371,174人 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

学校開放施設利用者数 417,161 人 363,162 人 371,174 人 学校開放月例利用報告書 

◎教育委員会の施策評価  

屋内スポーツ施設の拠点である市民体育館は、平成２５年４月１日からリニューアルオープンし

たが、体育館の大型スポーツ備品には耐用年数を超えて使用しているものもあり、計画的な更新・

整備が必要である。平成２６年度は、移動式バスケットゴール一対の更新を行った。 

市民の身近な地域のスポーツ拠点として、市内各小中学校の校庭及び体育館を開放し、多くの市

民が利用している。 

各小中学校利用者で学校開放運営委員会を組織し、開放施設の管理運営を行っている。毎年５月

に開催している学校開放運営委員長会議や随時委員長・学校側と学校利用について連絡を取ること

により、学校開放に関する苦情や利用者からの要望などに対応し、適切に学校施設開放を行うこと

ができた。 

さらに、学校開放施設の管理についても、利用者の意見を伺いながら随時修繕を行うことができ

た。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

学校開放施設利用者数 371,174人 380,000人 380,000人 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 利用者は多いが、活動場所を見つけることが難しい状況にある。利用者にとって既存の施設を
活用させていただけるのはありがたいことである。管理面についての双方の言い分はそれぞれあ
ると思うが、十分な話し合いで折り合いをつけたい。 

◆ アンケートを実施するなどニーズの把握に努めている。 
ニーズに基づき、今後は、利用者が安全に安心して利用できるよう計画的な施設整備を進めて

いただきたい。 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 
基本目標Ⅶ 健康で活力に満ちたスポーツ・レクリエーション活動
の推進 

施 策 施策３ スポーツ・レクリエーション事業の充実 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

６６ スポーツ大会・教室等開催事業 １８，９７５ Ａ 

大会の開催日数 ４日 ３日 ４日 

上尾シティマラソン参加者数 ９，３７４人 ９，６７２人 ９，１７９人 

体育協会加盟スポーツ団体人数 １９，６０８人 １８，１７０人 １７，７１２人 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

上尾シティマラソン参加者数 9,374 人 9,672 人 9,179 人  

◎教育委員会の施策評価  

 スポーツ大会として、いきいきライフ大運動会、市民体育祭、シティマラソン、市民駅伝競走大

会を企画し、実施した。各関係団体に協力を得て実施できたが、役員も高齢化してきている中で、

今後の対応を検討していく必要がある。 

 講座や研修会は、指導者養成、高齢者の体力の維持及び増進、スポーツ・レクリエーションの充

実を図ること等を目的として実施した。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

上尾シティマラソン参加者数 9,179人 10,000人 10,000人 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 教育委員会の事業である各種スポーツ・イベントを他の部局と調整して、商店街の催し物や農
産物の即売など、行事を盛り上げる工夫も考えられるのではないか。 

◆ どの分野においても高齢化はついて回るものであり、次世代への移行も合わせて取り組みたい。 

◆ 上尾シティマラソンは、他の大会の招待、推薦等新たな展開を見せている。多くの市民がボラ
ンティアとして関わって大会を盛り上げており、スポーツを通じて地域を活性化している。 
参加者数の数字に表れている以上の成果を上げていると思う。 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 
基本目標Ⅶ 健康で活力に満ちたスポーツ・レクリエーション活動
の推進 

施 策 施策４ スポーツ指導者の育成 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

６７ スポーツ活動推進事業 ４，８５５ Ａ 
スポーツ推進委員研修日数 ９日 １３日 １５日 

スポーツ推進委員研修参加人

数 
１４９人 １７１人 １４９人 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

スポーツ推進委員研修日数 ９日 １３日 １５日 市、県、地区、関東、全国、自主研修 

スポーツ推進委員研修参
加人数 

１４９人 １７１人 １４９人  

◎教育委員会の施策評価  

スポーツ推進委員は、地域スポーツ推進の担い手であり、各々の資質向上を図るため、市のスポ

ーツ推進連絡協議会の自主研修のほかに、国・関東・県等のスポーツ推進連絡協議会の主催する研

修にも参加している。 

また、市で実施する大会等事業では、競技役員会議等の責任者となっており、大会運営を進めて

いく上でなくてはならない存在である。 

さらに、２０２０年東京オリンピック・パラリンピックの開催に当たり、今後もスポーツ推進委

員の活躍が期待される。 

 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

スポーツ推進委員研修日数 １５日 １５日 １５日 

スポーツ推進委員研修参加人数 １４９人 ２００人 ２００人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 各種スポーツにおいて適切なコーチイングができる人材がまだ不足していると思われる。推進
委員のいっそうの研修とともに、学生としてあるいは社会人として競技経験者が、市民スポーツ
の支援や指導をするうえで必要な知識や技能を体得するような研修機会の提供も考えられる。 

◆ 地域におけるスポーツ推進委員の果たす役割は大きいと感じている。 
特に高齢者の健康維持のための活動など、今後の活躍に期待する。 
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上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 
基本目標Ⅶ 健康で活力に満ちたスポーツ・レクリエーション活動
の推進 

施 策 施策５ スポーツ・レクリエーション活動の支援 

●主要事業の評価結果（各事業の評価結果詳細については、事務事業評価シートを参照） 

事業名 
平成２６年度 
決算額 （千円） 

事業 
評価 

評 価 指 標 

評価指標 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

６６ 
スポーツ大会・教室等開催
事業 

１８，９７５ Ａ 

大会の開催日数 ４日 ３日 ４日 

上尾シティマラソン参

加者数 
９，３７４人 ９，６７２人 ９，１７９人 

体育協会加盟スポーツ団

体人数 
19,608 人 18,170 人 17,712 人 

６８ 
子どもの体力向上地域連
携事業 

４７８ Ａ 

小学生ドッジボール大

会参加児童数（5・6年

生） 

━  ８９８人 １，２３０人 

中学生バレーボール教

室参加生徒数 
━  １４６人 １４９人 

上尾市なわとび大会参

加児童生徒数（延べ人

数） 

━  ２，０４１人 １，９１９人 

ランニング教室参加人

数 
━  約２００人 約２００人 

げんきチャレンジ参加

児童数 
━  ━  ２０人 

◎施策の成果指標 
指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

体育協会加盟スポーツ団体人数 19,608 人 18,170 人 17,712 人  

◎教育委員会の施策評価  

市と上尾市体育協会共催の事業の中で、上尾市民体育祭や上尾シティマラソンでは多くの競技役

員を選出していただきスムーズな運営が図られた。 

また、上尾市体育協会では生涯スポーツの普及や振興を図るため、スポーツ講演会やいきいき推

進事業、レクリエーション大会を企画し、実施している。 

各体育協会加盟団体では、役員の成り手が課題となっているが、今後上尾市で全国規模の大会等

が実施予定であることから、市及び体育協会との協力関係がより大きくなっていく。 

さらに、子どもの体力向上連携事業では、例年実施しているドッジボール大会、バレーボール教

室、なわとび大会の他に小学校低学年とその保護者を対象としたウォークラリーを開催し、子ども

達の運動や身体を動かす機会の提供ができた。 

◎次年度以降の目標設定 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度目標 平成２８年度目標 

体育協会加盟スポーツ団体人数 17,712人 19,000人 19,000人 

 

学 
識 
経 
験 
者 
の 
意 
見 

◆ 大会の開催以外にも、楽しく参加できるという点で、参加人数は少なかったが「げんきチャレ
ンジ」のようなスタイルの事業もさらに検討されたい。 
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基本目標Ⅰ 

確かな学力と自立する力の育成 

 

 
 

施策１ 創意工夫を生かした適切な教育指導の実施 
事業番号 1       さわやかスクールサポート事業（学級支援）【Ⅰ-4】 

事業番号 2       指導方法改善事業【Ⅱ-1, Ⅲ-1, Ⅲ-2, Ⅲ-4】  

事業番号 3       魅力ある学校づくり事業 【Ⅱ-7, Ⅲ-2】 

事業番号 4       学力向上支援事業 

 

施策２ 時代の変化に対応した教育の推進 
事業番号 5       日本語指導職員派遣事業 【Ⅲ-6】 

事業番号 6       教科用図書等整備事業  【Ⅱ-1、Ⅲ-3】 

事業番号 7       中学生海外派遣研修事業 

事業番号 8       小中学校ＡＬＴ配置事業 

 

施策３ 進路指導・キャリア教育の充実 
事業番号 9       中学生社会体験チャレンジ事業 

事業番号 10      中学生進路意識啓発事業 

 

施策４ 特別支援教育の推進 
事業番号 11      特別支援学級補助員派遣事業 

事業番号 12      特別支援教育推進事業 

事業番号 1(再掲)  さわやかスクールサポート事業（学級支援） 

事業番号 13      小学校特別支援学級設置事業（施設整備） 

事業番号 14      小中学校特別支援教育就学奨励事業【Ⅲ-6】  

 

施策５ 幼児教育の推進 
事業番号 42(再掲) 幼稚園・保育所と小学校の連携推進事業 
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●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

通常学級に在籍する支援の必要な児童生徒への生活指導・自立支援及び介助を行うことで、学校・学級の

円滑な運営、事故防止を図るとともに、学級集団の少人数化により、きめ細やかな個に応じた指導を充実

させ、中１ギャップの解消及び基礎学力の向上を図る。 

事業の対象 

対 象 数 

（アッピ－スマイルサポ－タ－） 

通常学級に特別な支援を必要とする児童生徒が在籍する小・中学校、全３３校と平方幼稚園の1園 

（アッピ－スマイル教員） 

第１学年の１学級あたりの生徒数が３５人を超える中学校、第１学年生徒 

事業の内容 

障害のある児童及び生徒が在籍する通常学級に対し、生徒指導の充実と健全な学級運営を図るため、学級

担任等の教員の補助を行うアッピ－スマイルサポ－タ－を配置する。また、少人数学級（３５人）を編制

し、きめ細やかな指導を行い、中１ギャップの解消等を図るため、アッピ－スマイル教員を配置する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ８４，２２７ 千円 ８８，０４４ 千円 １００，０４２ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

アッピ－スマイルサポ－タ－数 ７０人 ７４人 ７５人 
通常学級で教員を補助し特別の支援を

行う支援員数 

アッピースマイル教員数 ７人 ７人 ９人 
少人数学級（３５人学級）実施の為、

中学校に配置する市費臨時教員数 

◎教育委員会の評価の結果   

 

事業番号 １ ささわわややかかススクク－－ルルササポポ－－トト事事業業（（学学級級支支援援））   担当 学務課 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 

施 策 施策１ 創意工夫を生かした適切な教育指導の実施 施策４ 特別支援教育の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

 

アッピ－スマイルサポ－タ－を配置することにより、通常学級に在籍して学ぶ、特別な支援を

必要とする児童生徒の成長を促すことができた。同時に学級の円滑な運営にも資することができ

た。このことは、ノ－マライゼションの理念の実現やインクル－シブ教育の推進にもつながって

いるものと評価できる。 

アッピ－スマイル教員の採用・配置については、中学校１年生で少人数学級の編制を行うこと

で、小学校から中学校への滑らかな接続を図り、中１ギャップの解消にも効果を奏している。具

体的には、一人一人の生徒に教員が接する機会が多くなり、より一層、きめ細やかな評価が可能

となり、指導に生かせている。また、一人一人が発表したり、表現したりする機会が充実し、生

徒の学習意欲の向上につながっている。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

 
アッピ－スマイルサポ－タ－の配置は、７５名を配置し安定した事業を推進することができた。 
また、質の高いアッピースマイル教員を採用していくために、大学を訪問し募集要項を配布する

など広報活動を実施し、学校の要望に即した教員配置が可能となっている。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
アッピ－スマイルサポ－タ－数 ７５人 ７５人 ９５人 

アッピ－スマイル教員数 9 人 4 人 8 人 
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事業番号 ２ 指指導導方方法法改改善善事事業業   担当 指導課 
 
上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策１ 創意工夫を生かした適切な教育指導の実施 施策１ 豊かな心の育成 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策１ 教職員の資質・能力の向上 施策２ 学校経営の改善・充実 施策４ 学校のＩＣＴ化の推進 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

適正な教育課程を編成・実施し、教育活動の充実や教員の指導力の向上及び授業の充実を図るために必要

な図書・資料の作成・配布、研修会の開催等を行う。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立小・中学校 全児童生徒・教員及び管理職 各種研修会等参加者 

事業の内容 
学力向上プランの作成、 上尾市の教育「指導の重点・努力点」の印刷製本（全教職員への配布）、研修会

の開催等 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ３１，３５９ 千円 １０，５６２ 千円 １，５１８ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

研修会実施数 ４４ 回 ４４ 回 ４６ 回 指導課主催の研修会総数 

上尾市学力調査の国語・算

数（数学）・英語の総合 

小学校 ５１.８ ５１.９ ５１．８ 
全国平均を５０としたときの市の平均値 

中学校 ５０.３ ５０.３ ５０．５ 

◎教育委員会の評価の結果   

教
育
委
員
会
の
評
価 

教育基本法、学校教育法、学習指導要領等法令に基づいて適正な教育課程を編成し、実施するとと

もに、学力向上及び教育活動の充実を図るため教員としての資質そのものや指導力の向上を図ること

は大変重要である。児童生徒の学力向上を目指し、指導方法の工夫改善を図るため、少人数による授

業実践やティームティーチングによるきめ細やかな指導を繰り返し行ってきた。デジタル教科書の活

用実践事例などを学ぶＩＣＴ活用研修会の実施、道徳教育研修会、生徒指導研修会、教育課程研究協

議会等の研修会を実施し、教員一人一人の指導力の向上を図ることができた。また、各学校において

作成された学力向上プランの積極的な活用を推進することで、児童生徒の実態に応じた学力向上策が

各学校で実施された。さらに、上尾市の指導の重点・努力点を作成し全教員へ配布することにより、

効率的に市の教育方針を周知徹底し、指導方法の工夫改善、授業の充実を図ることにつなげた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

教師一人一人の、授業の質の向上、指導方法の工夫改善を図ることができる実践的な研修会を実施

した。さらに、ハード面・ソフト面の両方の視点から子供たちを取り巻く教育環境の整備を一層の充

実を図る必要がある。 

 教職員を対象とする研修会については、教職員が自主的に研修できる機会として教師力アップ講座

（夜間）を開催した。教師力アップ講座では、教職員のニーズに合わせた研修会を開催することによ

り、多くの教員が自主的に参加し、教職員の資質・指導力の向上を図る機会となった。 

 今年度も、指導の充実を図るための研修会を開催し、また、教師力を向上させるためのブラッシュ

アップ、スキルアップ研修を実施することができた。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
上尾市学力調査の 

国語･算数（数学）・英語の総合 

小学校 ５１.８ ５２以上 ５２以上 

中学校 ５０.５ ５１以上 ５１以上 
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事業番号 ３ 魅魅力力ああるる学学校校づづくくりり事事業業   担当  指導課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

各学校が教育課題を定め研究をとおし、教員の指導力の向上を図るとともに、児童生徒・保護者・地域か

ら信頼される学校を築く。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立幼稚園・小・中学校 

事業の内容 

市立幼稚園及び小・中学校において教育課題の研究を推進する。各学校に対して、３年ごとのサイクルで

【①研究準備→②研究１年目→③研究２年目＜研究発表＞】、２年間の計画的な研究を委嘱している。各

学校では創意工夫を生かした教育活動を展開することにより、魅力ある学校づくりを行う。また、上尾市

教育研究会に対して、全体研修会や各部会の研究の補助金を交付し、教職員の資質の向上を図る。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ６，８１４ 千円 ６，８１４ 千円 ６，８１４ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

上尾市学力調査の国語･算数（数学）・

英語の総合 

小学校 ５１．８ ５１．９ ５１．８ 全国平均を５０としたときの 

市の平均値 中学校 ５０．３ ５０．３ ５０．５ 

教育に関する３つの達成目標 

 体力（運動習慣） 
７６．４％ ７７．４％ ７９．３％ 

週１～２回以上は１時間以上運動すると回

答した児童生徒の割合 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策１ 創意工夫を生かした適切な教育指導の実施 施策７ 児童生徒の体力向上 施策２ 学校経営の改善・充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

各学校は児童生徒の実態を把握し、児童生徒の学力向上を図るための実践を重ねることをとお

して、信頼される学校づくりに努めることができた。市の教育水準を高めるため、指導方法の工

夫改善などの研究に取り組むことで、年々教職員の指導力の向上を図ることができている。さら

に、市からの交付金を計画的に使用することにより、資料・教材教具を充実させ、研究を深める

ことができている。また、各学校では、２年間の研究のまとめとして研究発表を行い、研究授業

について分科会を開催し、話合いを深めることで、教員の指導力向上につなげることができた。

市内全校に研究成果を広め、知識や情報を共有することで市全体の教育力の向上を図ることがで

きた。市内教職員が組織し、主体的に研修・研究に取り組んでいる上尾市教育研究会へ補助する

ことで、指導力の向上を図ることができた。今年度は、１２校が研究発表を行い、うち１校は文

部科学省の委嘱発表を行い、研究内容を市内外に広く広めることができた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

研究協議会において、小・中学校の教員が分科会等で、積極的な意見交換を行うことで小・

中学校の連携が推進できている。研究を進めるにあたり、県や埼玉大学付属小・中学校等の

学校外部から指導者を招き、研修を行った学校が増えた。 

   
 
次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  ― ― ― ― 
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事業番号 ４ 学学力力向向上上支支援援事事業業   担当 指導課 
 
上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 

施 策 施策１ 創意工夫を生かした適切な教育指導の実施 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

学力調査結果の分析を多面的に行い、学力向上策を立案して、学習指導に取り組むことにより、 児童生

徒一人一人の学力を向上させる。 

事業の対象 

対 象 数 

上尾市立小学校 第３学年・第４学年・第５学年・第６学年 全児童  

上尾市立中学校 第１学年・第２学年・第３学年 全生徒 

事業の内容 
市立小・中学校の児童生徒一人一人に「確かな学力」を育成するため、標準学力検査用紙を用いて基礎的

な学力の実態を把握し、学校の教育課程の編成や学習指導方法の工夫・改善に役立てる。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ７，１３９ 千円 ７，５０２ 千円 ７，６７３ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

上尾市学力調査の 

国語･算数（数学）・英語の総合 

小学校 ５１.８ ５１．９ ５１．８ 
全国平均を５０としたときの市の平均値 

中学校 ５０.３ ５０．３ ５０．５ 

◎教育委員会の評価の結果   

教
育
委
員
会
の
評
価 

児童生徒に確かな学力を身につけさせるためには、児童生徒一人一人の学習状況を客観的に把

握するとともに、一人一人の学習状況の経年の変化を適切に把握する必要がある。上尾市立小・

中学校学力調査は、その実態を明らかにするための指針の一つである。 

学力調査の結果から、領域別・観点別の結果の一部に課題が見られるものの、全体的には

昨年度に引き続き、全国標準値を上回っている。また、標準得点値でみると、３３校中２４

校で全国標準を上回ることができた。これは、教員一人一人が日々の授業の充実を図り、着実

に取り組んできたこと、各学校が作成し実践している「学力向上プラン」による取組が充実

してきたこと、委嘱研究や自主研究を計画的に行うこと、各種研修会や教師力アップ講座を

行うことで教員の資質が向上したことなどが要因であると考える。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

各学校では、自校の学力調査結果から成果と課題を明確化、共有化して「学力向上プラン」

を改善・充実させるとともに、一人一人の児童生徒の実態に応じたきめ細かな指導の具体的な

手立てを計画して取り組んだ。特に、１時間ごとの授業の充実に向けて、「学力向上プラン」

の内容を着実に実施した。また、授業研究会・研究協議会等において、その授業実践における

具体的な手立ての効果を検証し、改善を図った。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
上尾市学力調査の 

国語･算数（数学）・英語の総合 

小学校 ５１．８ ５２以上 ５２以上 

中学校 ５０．５ ５１以上 ５１以上 
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事業番号 ５ 日日本本語語指指導導職職員員派派遣遣事事業業   担当  学務課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

日本語が理解できない児童生徒に、日本語や日本文化習得の支援を行い、授業をはじめとする学校生活に

意欲をもって参加できるようにする。 

事業の対象 

対 象 数 

計２９人 

（内訳 タガログ語：１４人、中国語：１２人 、スペイン語：２人、 英語：１人） 

事業の内容 
日本語が理解できない児童生徒に対して、日本語習得の援助及び指導を行うため、在籍する小・中学校に

日本語指導職員を配置する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ２，２５３ 千円 ２,５１２ 千円 ２，８８３ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

派遣職員数 １２人 １３人 １３人  

◎教育委員会の評価の結果   

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策２ 時代の変化に対応した教育の推進 施策６ 就学支援の充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

国際化の進展をはじめ、社会の様々な状況の変化に伴い、日本語の理解が十分でない外国人児

童生徒などが増加している中、日本語指導職員の配置は、こうした子供たちのスム－ズな就学を

図る上で効果的な取組となっている。特に、問題等を解く場合、文意の読みとりの補助となり効

果を発揮しており、確かな学力と自立する力を育成するために、時代の変化に対応した教育支援

となっている。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

今年度は、中国語、英語、スペイン語及びタガログ語などでコミュニケ－ションを図ることので

きる日本語指導職員を１３名雇用し対応した。さまざまな言語に対し支援できるよう人材の確保が

必要であることから、関係課とも連携を図っている。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  指導員派遣率 
派遣数/申請数×１００（％） １００％ １００％ １００％ 
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事業番号 ６ 教教科科用用図図書書等等整整備備事事業業   担当  指導課 

●事業の概要 

事業の目的 
事業の目標 

体育科・社会科・道徳の授業において、準教科書及び副読本を用い、効果的に活用して児童生徒の基礎基
本の定着、豊かな心の醸成を図る。 

事業の対象 
対 象 数 

上尾市立小・中学校 全児童生徒 

事業の内容 
小・中学校の体育科、保健体育科の準教科書、社会科・道徳の副読本の無償給与と市独自の「社会科副読
本」の作成・配布を行い、授業内容の一層の充実を図る。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 １３，１８５ 千円 １３，８４６ 千円 １３，８７２ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

道徳副読本整備状況 １００ ％ １００ ％ １００ ％ 整備率 

体育科準教科書整備状況 ６７ ％ ６７ ％ ６７ ％ 整備率 

保健体育科準教科書整備状況 １００ ％ １００ ％ １００ ％ 整備率 

社会科副読本整備状況 １００ ％ １００ ％ １００ ％ 整備率 

◎教育委員会の評価の結果   

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策２ 時代の変化に対応した教育の推進 施策１ 豊かな心の育成 施策３ 学校施設・設備の整備・充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

道徳及び体育科・保健体育科では教科用図書が発行されていないため、道徳の授業及び体育科、
保健体育科の授業を充実するために、副読本及び準教科書を各校へ整備することができた。 

道徳の副読本については、学習指導要領に準拠した内容であり、学校における指導計画は、副
読本の内容を中心に計画することができた。 

体育科の準教科書については、体の動きを視覚的にとらえる資料として有効であり、技能習得
のためのポイントが記載されており、それを参考に技能を高める授業展開ができた。 

社会科副読本「のびゆく上尾」は、小学校３年生に配布し、上尾市の実態を踏まえた地域学習
を効果的に展開できるよう上尾市教育委員会で作成することができた。さらに小学校４年生で
は、「郷土さいたま」を配布し、埼玉県の特徴について学ぶ、郷土学習を行うことができた。 

道徳副読本及び、体育科準教科書を小・中学校で統一したことにより、教材研究、研究内容の
共有化を図ることができ、児童生徒の学びの平等化が図られた。また、小・中学校が同系統の教
材を使用することで、学びの連続性が図られ、小・中学校の連携を図ることができた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

教科用図書のない道徳や体育・保健体育、特別な資料が必要な社会科においては、学校・
教員による指導内容の偏りを防ぎ、児童生徒全員が同じ内容の教育を受けることにより、本
市の教育水準を高めることができる。道徳副読本、体育準教科書については、学校備品とし
て、複数年使用できるようにしている。昨年度に引き続き、社会科副読本「のびゆく上尾」
のデジタル教材を作成し、ＩＣＴの推進を図ることができているので、より充実した内容に
するために今後も協議していく。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  

道徳副読本整備状況 １００ ％ １００ ％ １００ ％ 

体育科準教科書整備状況 ６７％ ８０ ％ １００ ％ 

保健体育科準教科書整備状況 １００ ％ １００ ％ １００ ％ 

社会科副読本整備状況 １００ ％ １００ ％ １００ ％ 
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事業番号 ７ 中中学学生生海海外外派派遣遣研研修修事事業業   担当 指導課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

コミュニケーション能力、英語力、表現力をはじめ、将来、国際社会で貢献できる人材として必要な資質・

能力及び態度を有した生徒を育成する。   

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立中学校第３学年生徒 ２２人 

事業の内容 

中学生に豊かな国際感覚を養い、国際社会に貢献できる人材として必要な能力や態度を育成する教育活

動の一環として、市立中学校に在籍する生徒を対象に、８日間のホームステイや授業体験、スポーツ交流、

文化交流等の英語研修等のプログラムを特色とした１１日間の海外派遣研修を実施する。   

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ９，８１０ 千円 ９，５５３ 千円 １０，１１９ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

応募生徒数 ４４人 ５４人 ７６人 海外派遣研修応募生徒数 

派遣生徒数 ２２人 ２２人 ２２人 海外派遣研修派遣生徒数 

◎教育委員会の評価の結果   

教
育
委
員
会
の
評
価 

グローバル化著しい現代社会において、豊かな国際感覚を養い、将来、国際社会に貢献できる

人材として必要な資質と能力を育成することは重要である。国際社会の中で、日本人としてのア

イデンティティをもち、異文化を理解した上で、自分の意見を適切に主張することができる人材

の育成を目指す。２２名の中学生が一般の家庭にホームステイし、現地の学校に通い語学研修や

文化・スポーツ交流等の研修に参加した。現地における全研修日程を計画どおり無事に終え、帰

国報告会での発表等、この研修をとおして、派遣生一人一人が人間的に一回り大きく成長を遂げ

ることができた。実際に英語を使用しながら生活することは、教室での英語学習では学ぶことが

できない貴重な体験学習であり、日本と異なる生活習慣や文化の中で暮らすホストファミリーと

の生活をとおして、今まで気づくことのなかった自国の文化・伝統の「よさ」を実感することに

もつながった。今回の研修で得た体験を基に、将来「国際社会」を見据えた広い視野を持った人

材の育成につながるものである。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

本事業が発端として始まった上尾市と派遣先であるロッキャーバレー市が「友好都市協定」を

締結し、その式典に参加することができた。派遣生は緊張していたが、大変貴重な体験をするこ

とができた。 

本研修プログラムの中で、近隣小学校での仲間同士の信頼関係構築や体力向上のための設備で

あるハイロープ体験活動において、派遣生の参加の意思をあらかじめ確認して臨ませた。緊張も

あったが、全員が体験し、充実した活動となった。 

派遣生は、各学校において全校生徒に報告を行う場を設けてもらい、各自が報告会を行った。

派遣生自身の成長を伝え、また、１・２年生たちに本研修のよさを伝えることができた。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  ― ― ― ― 

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 

施 策 施策２ 時代の変化に対応した教育の推進 



〔 Ⅴ 評価結果（事務事業評価） 〕 

77 

 

事業番号 ８ 小小中中学学校校ＡＡＬＬＴＴ配配置置事事業業   担当 指導課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

小学校では「外国語活動」及び「総合的な学習の時間」をとおして外国語に慣れ親しみ、外国語を使って

コミュニケーションを図ろうとする態度を育成し、中学校では、ＡＬＴ（外国語指導助手）とのＴＴ（テ

ィームティーチング）により、コミュニケーション能力の育成を図る。   

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立小・中学校 全児童生徒 

事業の内容 
児童生徒が、国際社会において、外国の方と積極的にコミュニケーションを図ろうとする能力や英語力、

態度を身に付けるための体験的学習や国際理解教育を推進するために、ＡＬＴを小・中学校に配置する。   

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 １００，６９８ 千円 ８８，２６２ 千円 ７３，７８９ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

ＡＬＴ配置人数 ２７人 ２７人 ２７人 小・中学校ＡＬＴ配置人数 

ＡＬＴ 
活用時数 

小学校 ３１．５時間 ３２．２時間 ２１．９時間 小・中学校の１学級あたりのＡＬＴ活用

時数（外国語活動、英語授業、その他国

際理解教育等） 中学校 ３７．６時間 ３７．８時間 ３０．６時間 

◎教育委員会の評価の結果   

教
育
委
員
会
の
評
価 

グローバル化が急進する現代社会において、主体的に対応できる児童生徒を育成することは、

人材育成の面からも重要である。中学校では、主にＡＬＴと日常的に触れ合い、「生きた英語」を

学ぶことができる環境を整える中で、英語学習の動機づけを図り、積極的に英語の基本的な表現

をを用いてコミュニケーションを図ろうとする態度を養うことが必要である。小学校では、平成

２３年度から小学校 ５・６年生で週１時間外国語活動を行い、英語によるコミュニケーションを

図ろうとする態度やその素地を高める言語活動の充実が図られている。本市では、すでに 平成２

１年度から先行実施し、全小学校５・６年生で外国語活動を年間３５時間ずつ実施している。教

科指導以外でも、日常的な触れ合い、給食、清掃等を通しての関わりや、また中学校ではスピー

チコンテストの指導等においても成果を上げている。教員対象の研修においても指導力向上のた

めに指導・助言している。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

５月から１月までの計画的な配置としたが、ＡＬＴの配置が遅れた学校があった。学校アンケ

ートでＡＬＴに対する評価６点満点中４．５６であったが、評価の高いＡＬＴと低いＡＬＴとの

差が多少あった。昨年度より授業日数増加による夏季休業が短縮されたことから、夏季休業中の

配置日数を最大５日から３日となっているが、多くの学校でＡＬＴの配置希望があった。また、

中学校教員の小学校への出前授業（外国語活動）や小学校教員による中学校への授業参観など、

小・中学校の外国語担当教員の連携による小・中学校の連続した外国語教育や小学校教員の外国

語活動指導力の向上についてもＡＬＴとの連携により、充実することができた。今後は、さらな

る外国語教育の充実を図るため全小学校への完全配置や大規模中学校への複数配置を目指す。   

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  ＡＬＴ配置人数 ２７人 ３３人 ３５人 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 

施 策 施策２ 時代の変化に対応した教育の推進 
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●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

生徒の勤労観や職業観を育成し、社会性や自立心、表現力、礼儀作法、コミュニケーション能力などを養

う。また、教職員と事業所担当者等との打合せ、教職員やＰＴＡによる各事業所等への巡回、校長による

各事業所等への挨拶などをとおして、学校、保護者及び地域との連携を深める。   

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立中学校 第２学年 生徒 

事業の内容 
市内中学校生徒が市内等の事業所等において２日間の社会体験活動を行い、勤労観や職業観を育成し、進

路指導・キャリア教育を推進する。    

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ５９３ 千円 ６３１ 千円 ６２１ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

職場体験事業所数 ２２１ ２４４ ２４２ 職場体験を行った事業所数 

「進路意識向上」できたと
回答した生徒 

３９．１％ ４２．８％ ４８．８％ 
「進路意識が向上した」と回答した

生徒の割合 

◎教育委員会の評価の結果   

教
育
委
員
会
の
評
価 

現代は都市化や少子化が進み、物質的に豊かで便利な生活となり子どもたちの生活スタイルや

意識も大きく変わってきている。これまでの子供たちには見られなかった柔軟な感性や遊び心、

ボランティア活動等への高い参加意欲は見られるものの、社会性の不足、規範意識の低下、人間

関係の希薄化などが指摘されている。本事業は、こうした課題の解決に向けて、大きな役割を担

うものであり、自分の将来に夢や希望を抱き、その実現をめざし、基礎的な知識や、望ましい勤

労観、職業観の育成はすべての子どもたちに必要なものである。異世代間も含めたコミュニケー

ション能力を養うこと、 仕事に関するな知識や技術を学ぶこと、社会的なルールやマナーを体得

できること、地域や事業所に対する理解を深め、地元への愛着や誇りを持つことなど、大きな意

義がある。参加生徒の感想からは、「働くことの大切さがわかった」「将来を真剣に考えるように

なった」「あいさつの大切さがわかった」等の感想があり、望ましい勤労観がはぐくまれている。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

今年度は１校のみ２学年実施への移行のため福祉体験を行ったが、１０校が第２学年で職場体

験を行った。生徒の発達段階の問題や事業所からの要望等あり、平成２８年度から全中学校第２

学年で実施していく。また、今年度は、個人情報の漏洩防止や器物破損等の事故が起きた場合に

備えて参加生徒全員が「職場体験申込書」を提出した。学校にとって事業所の確保が課題ではあ

るが、大型ショッピングセンターの出店や新規事業所の申し込み等あり、拡大している。体験日

数については、今後もアンケートやチャレンジ事業推進委員会において、さらに協議・検討して

いく。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
「進路意識向上」できたと

回答した生徒 
４８．８％ ５０％ ５０％ 

事業番号 ９ 中中学学生生社社会会体体験験チチャャレレンンジジ事事業業   担当 指導課 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 

施 策 施策３ 進路指導・キャリア教育の充実 
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事業番号 １０ 中中学学生生進進路路意意識識啓啓発発事事業業   担当 指導課 

 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

自分を振り返り、自らの生き方や進路について考えることができ、目標を立て その達成のために努力で

きる生徒を育成する。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立中学校 全生徒 

事業の内容 
進路指導・キャリア教育の観点から、地域で活躍する様々な分野の人を招いて講演会を開き、生徒の将来

の夢や希望を育むとともに進路意識の啓発・高揚を図る。   

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 １１６ 千円 １１０ 千円 １１０ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

講演会開催回数 １２回 １１回 １１回 開催回数 

講演会参加生徒数 ６，８４５人 ６，１６９人 ６，１７７人 延べ参加生徒人数 

◎教育委員会の評価の結果   

教
育
委
員
会
の
評
価 

現代社会において、青少年の意欲や責任感の低下、コミュニケーション能力の低下等が懸念さ

れ、社会的自立の遅れや社会に適応できない若者の増加が大きな社会問題となっており、児童・

生徒の「職業観・勤労観」を育成することが求められている。このような進路指導・キャリア教

育を充実させる施策として、進路指導を「人間としての生き方に関する指導」という観点で捉え、

地域で活躍する方や地域ゆかりの方を学校に招き、講演会をとおして、生徒・保護者の意識を啓

発し、進路指導・キャリア教育の推進を図ることは、有益であり効果も高い。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

今年度、すべての中学校で各１回ずつ実施された。地域で活躍する方々に加え、卒業生やＯＢ

の中から活躍されている方に講師を依頼する学校が増え、進路指導の積み重ねがより充実してき

ている。生徒も高い興味・関心を持って参加し、生徒が自らの進路や生き方について考える有意

義な機会となっている。また、全中学校で一部の学年のみを対象にするのではなく、全学年生徒

が講演会に参加した。また、生徒と保護者が一緒に講演を聞く機会にするなど、学校と家庭が一

体となり、進路意識の啓発を図る学校が増加している。本事業は、生き方を学ぶ中学校の進路指

導・キャリア教育を推進するために必要な事業である。 

昨年度から、他校との合同での開催も可能となり、講師選択の幅も広がっているが、今年度は

複数開催と併せ、実施した学校はなかった。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  講演会開催回数 １１回 １３回 １５回 

  
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 

施 策 施策３ 進路指導・キャリア教育の充実 
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事業番号 １１ 特特別別支支援援学学級級補補助助員員派派遣遣事事業業   担当 学務課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 
障害のある児童生徒一人一人のニ－ズに応じる教育の充実を図る。 

事業の対象 

対 象 数 

特別支援学級配置校 

 小学校９校２０学級 児童８６人、中学校５校１５学級 生徒７６人 

事業の内容 
特別支援学級において、担任教員の行う指導の補助に当たるため、特別支援学級補助員を特別支援学級が

置かれる市内小・中学校に配置する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 １５，６９８ 千円 １６，３０５ 千円 １６,２６９ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

補助員配置数  ９人 ９人 ９人  

補助員配置率 ７５％ ６９％ ６４％ 補助員配置校数/特別支援学級配置校数 

補助員対象研修回数 ９回 ９回 ９回  

◎教育委員会の評価の結果   

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 

施 策 施策４ 特別支援教育の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

特別支援学級の支援体制を整え、一人一人のニーズに応じた教育支援を行うにあたっては、補

助員の存在は大きく、安全で安定した学習環境の維持が可能となっている。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

特別支援学級補助員の資質の向上を図るため、教育センターとの連携を図り、年間９回の研修

会を実施している。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  補助員配置率 ６４％ ６２％ １００％ 
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事業番号 １２ 特特別別支支援援教教育育推推進進事事業業   担当 指導課 
 
上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 

施 策 施策４ 特別支援教育の推進 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

特別支援教育研修会では、特別支援教育担当者が研修を深め、各小・中学校で適切な指導、必要な支援、

授業改善が図られるようにする。特別支援学級設置校と特別支援学校の交流を兼ねた合同作品展は、障害

のある児童生徒の創作意欲を喚起するとともに、市民にとっても、障害のある児童生徒を理解するよい機

会とする。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立小・中学校の特別支援教育担当者及び市民 

事業の内容 
特別支援教育担当者を対象とした各種研修会の実施及び市民啓発、特別支援学級設置校と特別支援学校の

交流の目的を兼ねて合同作品展を開催する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ２３６ 千円 ２１３ 千円 ２２３ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

特別支援教育研修会回数 ５ 回 ５ 回 ８ 回 特別支援教育に係る研修会実施回数 

特別支援教育研修会参加率 １００ ％ １００ ％ １００ ％ 研修会参加校数／３３校×１００ 

合同作品展入場者数 ５００ 人 ５００ 人 ５００ 人 障害のある児童生徒の理解 

◎教育委員会の評価の結果   

教
育
委
員
会
の
評
価 

特別支援教育の推進を図るためには、すべての学校・学級において特別支援教育の視点に立っ

た適切な支援が行えるよう指導していく必要がある。そのためにも教員の指導力・資質の向上、

理解の促進は欠かせない。今年度も、上尾市特別支援教育基本計画に沿って、県立特別支援学校

のセンター的機能の活用を積極的に推進してきた。各学校においては、県立特別支援学校コーデ

ィネーターによる巡回相談を行った。通常の学級における特別な教育的ニーズのある児童生徒の

実態把握に努め、一人一人の教育的ニーズに応じたきめ細かな支援の方法について理解を深める

ことができた。また、各研修会においては、県立特別支援学校コーディネーターを指導者に招き、

既存の研修会に加え、今年度は、担当者育成のための特別支援教育推進研修会を行った。担当教

員らが専門的な知識・技能を習得するための講義・研究協議に加え、実践的な授業研究会や支援

学級での実習を伴う質の高い研修会を行うことができた。 

 併せて、上尾市コミュニティーセンターにおいて、特別支援学級の児童生徒による合同作品展

を開催した。障害のある児童生徒の活躍の場を確保することができた。市民に対しても障害のあ

る児童生徒の理解を促進する機会として有意義な行事であった。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

今年度は中学校１校に特別支援学級を新たに開設した。来年度は小学校７校に開設される。特

別支援学級を担当する教員の育成が急務である。特別支援教育に対する一層の理解促進を図り、

教員の指導力向上を目的とした研修会の実施や校内研修会等の積極的な活用を行った。また、特

別支援学級と特別支援学校との連携を深めるため、各小中学校における県立特別支援学校コーデ

ィネーターによる巡回相談を積極的に推進し、校内支援体制の整備・充実を図るものである。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
特別支援教育研修会回数 ８ 回 ９ 回 ９ 回 

特別支援教育研修会参加率 １００ ％ １００ ％ １００ ％ 
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事業番号 １３ 小小学学校校特特別別支支援援学学級級設設置置事事業業（（施施設設整整備備））   担当 学務課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

市全体及び各学校における特別支援教育体制を整備し、特別支援学級・通級指導教室の新たな設置を行い、

市内特別支援教育の一層の充実を図る。 

事業の対象 

対 象 数 

特別支援学級未設置校 １３校 

平成２６年度整備（平成２７度新設） ７校  平成２７年度整備予定（平成２８年度新設） ６校 

事業の内容 

すべての児童が居住区にある小学校の特別支援学級に通学することができるように、全小学校に特別支援

学級を設置する。平成２７年度の設置に向け、計７校の整備を行う。 

平成２６年度整備  大谷小、大石小、富士見小、鴨川小、東町小、瓦葺小、芝川小の７校 

（知的障害学級及び自閉症・情緒障害学級２教室） 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 － 千円 － 千円 ３５，２３７ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

小学校設置校数 ９／２２ ９／２２ ９／２２ 特別支援学級設置校／全小学校数 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 

施 策 施策４ 特別支援教育の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

特別支援教育へのニーズの多様化及び増加に伴い、それぞれの障害種別や児童生徒一人一人の

ニーズに応じた指導が一層充実できるよう、特別支援学級を新設・増設し、障害のある児童生徒

の障害に配慮し、指導内容を工夫した学習活動を行うことは、時代の変化に対応した教育支援と

なる。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

 

今年度は、来年度に７校の特別支援学級を設置するための整備を行い、平成２８年度の全小学校

設置に向けて関係課とも連携を図った。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  小学校設置校数 ９校／２２校 １６校／２２校 ２２校／２２校 
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事業番号 １４ 小小中中学学校校特特別別支支援援教教育育就就学学奨奨励励事事業業   担当 学務課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

教育の機会均等の趣旨にのっとり、特別支援学級への就学の事情を鑑みて、その保護者の経済的負担を軽

減し、もって特別支援教育の推進に寄与する。 

事業の対象 

対 象 数 
小学生：受給者１０２人（対象者１１２人）      中学生：受給者６６人（対象者８１人） 

事業の内容 
市内小・中学校の特別支援学級等に在籍する児童生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、学用品費、

修学旅行費、学校給食費等の対象となる経費の一部を援助する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ５，１５０ 千円 ５，４８４ 千円 ５，９９２ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

奨励費の申請率 
小学校 １００% ９９% ９６%   

申請数／配布数（在籍者数）×１００ 
中学校 １００% ９８% １００%   

◎教育委員会の評価の結果   

 
  
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策４ 特別支援教育の推進 施策６ 就学支援の充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

障害のある児童生徒の保護者の経済的負担を軽減するための事業であり、対象となる児童生徒

のうち、９６%が申請することができている。障害のある児童生徒が就学する上での事情を鑑み、

その保護者の負担を軽減することは、教育機会均等の考えからもその必要性は高い。特別支援教

育の推進のためには必要な事業である。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

学校と円滑かつ速やかに連絡を取り合い、国の基準に基づいて効率的に事務を執行している。

昨年度から、特別支援学級適の児童生徒に該当する通常学級の児童生徒にも支給対象者が拡大さ

れたため、該当する児童生徒を把握し、申請を受けた上で支給を行った。来年度においても、継

続して対象者の把握及び適切な事務遂行を行う必要がある。 

   
次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
奨励費申請率（小学校）  ９６% １００% １００% 

奨励費申請率（中学校） １００% １００% １００% 
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基本目標Ⅱ 

豊かな心と健やかな体の育成 

 

 

 
施策１ 豊かな心の育成 

事業番号 15      学習支援事業 

事業番号 6(再掲)  教科用図書等整備事業 

事業番号 16      さわやかスクールサポート事業（学校図書館支援） 

事業番号 2(再掲)  指導方法改善事業 

事業番号 17      小中学校音楽会開催事業 

事業番号 18      小中学校図書整備事業 【Ⅲ-3】 

事業番号 52(再掲) 図書館資料整備事業 

事業番号 19      中学校部活動支援事業 【Ⅱ-7】  

事業番号 20      中学校吹奏楽演奏会開催事業   

事業番号 53(再掲) 子どもの読書活動支援センタ－運営事業 

 

施策２ 生徒指導の充実 
事業番号 21      生徒指導推進事業 

事業番号 22      さわやか相談室運営事業 

事業番号 23      いじめ根絶対策事業（防止事業）【Ⅱ-4】 

事業番号 24      いじめ根絶対策事業（相談事業）【Ⅱ-4】 

 

施策３ 人権教育の推進 
事業番号 25      人権教育推進事業（指導課所管分） 

 

施策４ 学校教育相談の充実 
事業番号 23(再掲) いじめ根絶対策事業（防止事業） 

事業番号 24(再掲) いじめ根絶対策事業（相談事業） 

事業番号 26      不登校児童生徒の学校適応指導事業 

事業番号 27      教育相談事業 

 

施策５ 学校保健の充実 
 

施策６ 食育の推進・学校給食の充実 
 

施策７ 児童生徒の体力向上 
事業番号 3(再掲)  魅力ある学校づくり事業 

事業番号 19(再掲) 中学校部活動支援事業 

事業番号 28      児童生徒体力向上推進事業
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事業番号 １５ 学学習習支支援援事事業業   担当 指導課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

総合的な学習の時間等に専門的な知識や技能をもつ外部指導者や学校支援ボランティアを導入すること

で、豊かな体験活動をはじめ、学習活動の充実を図り、豊かな人間性や社会性を育てる。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立小・中学校 全児童生徒 

事業の内容 
「総合的な学習の時間」の外部指導者や学校の教育活動を支援する学校支援ボランティアに、記念品を贈

る。小・中学校校外行事実施に係る引率者の入場料等の経費を負担する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ２０４ 千円 １９９ 千円 ２１７ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

外部指導者補助率 ５５．０％ ６７．８％ ４２．３％ 外部指導者活用に対する補助の割合 

外部指導者補助数 １０３人 １０３人 １０２人 外部指導者補助人数 

外部指導者活用率 ７８．８％ ８４．８％ ８１．８％ 外部指導者活用校数／３３校 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策１ 豊かな心の育成 

教
育
委
員
会
の
評
価 

各学校において、児童生徒や地域の実態に応じた特色ある教育活動の推進が求められてい

る。そのため、外部指導者や学校支援ボランティアの協力によって地域全体で学校教育の質

を高め、市内多くの学校で特色ある教育を推進している。そのような状況の中、引率者の入

場料等の経費を負担し、校外行事を円滑に実施することができた。また、各学校において、

総合的な学習の時間等に専門的な知識や技能を持つ外部指導者や学校支援ボランティアを

積極的に活用することで、体験活動の充実や個に応じた指導が図られ、児童生徒にとって魅

力ある教育活動が展開することができた。学校外の教育力を積極的に取り入れるため、学校

では外部指導者の活用希望数が１００回を超えている。平成２６年度は、学校が希望してい

る回数に対して、すべての補助することができなかった。今後も外部指導者への依頼の増加

が見込まれるところであり、補助率の向上と外部指導者の高齢化に伴い、新たな指導者の募

集が課題である。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

総合的な学習の時間の目標にある探求活動を一層推進していくためには、子どもが自ら課

題を見つけるきっかけとなる体験活動を充実させることや豊富な知識と技能を有する外部指

導者や学校支援ボランティア等の地域の教育力は不可欠となることから、学校が希望してい

る回数に対する補助をすることが課題である。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  外部指導者活用率 ８１．８％ １００％ １００％ 
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事業番号 １６ ささわわややかかススククーールルササポポーートト事事業業（（学学校校図図書書館館支支援援））   担当  指導課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

読書活動を推進するとともに、学校図書館の教育効果を組織的に高めることで、児童生徒に「確かな学力」

と「豊かな心」を身につけさせる。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立小・中学校 全児童生徒 

事業の内容 

読書活動は、子どもが、言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かなものにし、人生をより

深く生きる力を身に付けていく上で欠くことができないものである。そこで、各小・中学校図書館の充実

を図り、読書活動を推進するため、図書館支援員を小学校毎日４時間、中学校週１回５時間、派遣する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 １８，０９１ 千円 １８，０８６ 千円 １８，４７３ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

学校図書館支援員数 ２５人／３３校 ２５人／３３校 ２５人／３３校 小中学校に派遣する図書館支援員の数 

１校あたりの派遣回数 

（平均） 

小学校２０２回 

中学校約４１回 

小学校２０２回 

中学校約４１回 

小学校２０３回 

中学校約４２回 
支援員の派遣回数／１校あたり 

「読書が好き・ど
ちらかといえば
好き」と回答した
児童生徒の割合 

小学６年 ７４.５ ％ ７４.９ ％ ７５. ９％ 
上尾市小・中学校学力調査結果よ
り 

中学３年 ７２.８ ％ ７３.２ ％ ７４. ６％ 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 １ 豊かな心の育成 

教
育
委
員
会
の
評
価 

学校図書館の本の選書、児童生徒への本の紹介、学校全体での読書活動への関わり等の様々な業務に

おいて、司書教諭の補助を行うことができた。また、読み聞かせやブックトーク、児童生徒が本を選ぶ

ときにアドバイスをする等、児童生徒の豊かな心の育成や児童生徒が本を手に取りやすい環境が整って

きている。 

また、児童生徒が利用したくなるような掲示物の工夫や推薦図書、読書案内等の展示コーナーが豊か

になり、学校図書館が児童生徒にとって身近な場所になっている。 

研修会を通して、各校の学校図書館の取組みや整備の状況について情報交換を行い、底上げを図るこ

とができている。支援員と教師、支援員と児童生徒との関わりを深めるため、指導方法の研修会を行っ

た。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

中学校の図書館教育の充実のため、ベテラン支援員を配置した。 

昨年度から配備している新聞を効果的に活用するため、学習における新聞活用の取組みやＮＩＥと学

校図書館との関わり等についての研修を実施し、司書教諭と連携し、各教科で新聞を活用するよう指導

した。 

  上尾市立大石南中学校の取組が、文部科学省「平成２７年度子ども読書活動優秀実践校・図書館・団

体（個人）」の優秀実践校表彰を受けた。図書館支援員の力もあったと考えられる。昨年度は、上尾市

立鴨川小学校も表彰されており、上尾市全体の学校図書館教育の推進につながっている。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  

学校図書館支援員数 ２５人／３３校 ２５人／３３校 ３３人／３３校 

「読書が好き・ど
ちらかといえば好

き」と回答した児
童生徒の割合 

小学６年 ７５.９ ％ ７５ ％以上 ７５ ％以上 

中学３年 ７４.６ ％ ７５ ％以上 ７５ ％以上 



〔 Ⅴ 評価結果（事務事業評価） 〕 

87 

 

事業番号 １７ 小小中中学学校校音音楽楽会会開開催催事事業業   担当   指導課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

市内小・中学校の児童生徒の音楽性を伸ばすとともに、音楽を愛好する心情を養い、情操豊かな児童生徒

の育成を図るとともに、教員の研修の機会とする。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立小・中学校 児童生徒 約１，３００名 

事業の内容 
表現及び鑑賞をとおして、音楽性を伸ばすとともに、音楽を愛好する心情を養い、情操豊かな児童生徒の

育成を図り、教員の研修の機会とするため、毎年度１回「上尾市小・中学校音楽会」を実施する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ８６１ 千円 ８０５ 千円 １，２８１ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

参加学校数 ３３校 ３３校 ３３校 音楽会参加学校数 

参加者数 約２，０００人 約２，０００人 約２，２００人 音楽会参加者数 

◎教育委員会の評価の結果   

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策１ 豊かな心の育成 

教
育
委
員
会
の
評
価 

現在、市では交流活動の一環として、学校の枠を超えた取組を行っている。小学校においては、６

年生が参加する連合運動会や親善球技大会、中学校では、部活動における各種大会等、体育的活動が

多い。そのような中、文化的な活動として行われているのが、中学生による上尾市中学校吹奏楽演奏

会や中学生が小学校を訪問し、合唱や吹奏楽部の演奏を披露する等、中学校区を中心とした学校間の

交流活動である。本事業は、市内全小・中学校が参加し、日頃の音楽における教育活動の成果を発表

し合える唯一の場である。その意義は大きく、児童生徒の学習意欲を高め、音楽科としての学力向上

につながっている。また、学校間で互いの音楽を鑑賞することは、教員の指導力向上にもつながって

いる。さらに、市として文化芸術振興の一環としての役割も大きく、一般参会者数は、増加傾向にあ

り、今年度は過去最多であった。参会者によるアンケートの調査結果では、「よかった、概ねよかっ

た」がほとんどであった。その成果を、ＮＨＫ全国学校音楽コンクールやＴＢＳのこども音楽コンク

ールで発揮し、良い成績を収めている学校もある。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

平成２２年度から市内全小・中学校が参加している本音楽会は、同日に３部制で開催し、小中学生

が参加する音楽行事としては、市で唯一の事業である。児童生徒が互いの音楽を聴き合うことにより、

学習意欲及び音楽的な表現力の向上につながっている。また、音楽会の教育的効果については、市内

小・中学校の教職員及び保護者からの認識が高まっている。参会者からは、児童生徒の歌声のすばら

しさに感動した、継続してほしいなどの内容の感想も増えている。昨年度は、一般参会者数が過去最

高の９４５名であった。平成２３年度から全員合唱をしている上尾市歌も定着し、参加した児童生徒

の歌声は素晴らしく、指導者の講評の中でも称賛された。今年度からは全員合唱曲の歌詞をプログラ

ムに掲載し、一般参会者も一緒に歌えるようにしたことで、音楽会が参会者全員で運営されているよ

うな雰囲気になった。また、昨年度から実施した全ての小学校で５年生が参加するということについ

ても定着し、同学年ということで互いに切磋琢磨できるとともに、学校の代表として参加することで、

最高学年に向けての自覚を高めている。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  音楽会参加者数 約２，２００人 ２，０００人以上 ２，０００人以上 
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事業番号 １８ 小小中中学学校校図図書書整整備備事事業業   担当 教育総務課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

子どもたちの自主的・自発的な学習活動を支援するとともに、豊かな感性や情操をはぐくむ読書活動を推

進するため、「学校図書館図書標準」（平成５年３月）を目標に、充実した学校図書館図書の整備を図る。 

事業の対象 

対 象 数 

小・中学校の児童・生徒（平成26年5月1日現在） 

小学校・・・児童数 １２，１３８人  中学校・・・生徒数 ６，３２０人 

事業の内容 学校図書標準の早期達成に向け、図書の計画的な整備を図る。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ２５，８６０ 千円 ２７，６５８ 千円 ２８，１５５ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

増加冊数 
小学校 １２,３９９冊 １０,７４５冊 １１,３９０冊 

 
中学校 ５,７８３冊 ６,０２９冊 ５,３９８冊 

廃棄冊数 
小学校 ４,０２３冊 ６２５冊 １，９２６冊 

 
中学校 ４９７冊 ５１９冊 ９９冊 

年度末現有冊

数 

小学校 １８１,４００冊 １９３,０１１冊 ２０２,４７５冊 
 

中学校 １０６,１１９冊 １１１,６２９冊 １１６,９２８冊 

図書標準目標

達成率 

小学校 ８３.７ ％ ８９.３ ％ ９３.４ ％ 
 

中学校 ７４.３ ％ ７７.４ ％ ８１.４ ％ 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策１ 豊かな心の育成 施策３ 学校施設・設備の整備・充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

整備指標である「学校図書館図書標準」の達成を目標としてきたが、現状でも図書標準目標達

成までには至っていない。しかし、文科省の学校図書館関係地方財政措置を利用し、図書購入予

算を例年並みに維持し、着実に蔵書数を増やすことができた。 

また、図書の設置を増やすのに必要な図書室へのレイアウト変更、書架の追加設置など実施さ

れ、この試みを各小中学校にも広げていく必要がある。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

今年度も図書標準目標達成率の低い学校には多く、高い学校には抑えた図書購入費予算を

配分し、各小中学校とも早く達成率１００％に到達するよう配慮した。 

また、図書標準目標達成率の最も低い大石小においては、書架不足により図書購入が進ま

ない状況であったことから、図書室のレイアウトを変更し書架を追加購入することで、図書

室に設置する図書を増やす試みを実施した。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
図書標準目標達成率（小学校） ９３．４％ ９７．７％ １００％ 

図書標準目標達成率（中学校） ８１．４％ ８５．１％ ８８．８％ 
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事業番号 １９ 中中学学校校部部活活動動支支援援事事業業   担当  指導課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

部活動の充実及び活性化、生徒の意欲の向上と技能の向上を図る。また、生涯スポーツ・文化に親しむ習

慣の基礎を養うことや目標を持った意欲的な学校生活を送ることができるようにする。全国・関東大会に

出場する生徒の派遣費負担を図る。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立中学校 全生徒 

事業の内容 

保護者、地域から部活動の活性化が望まれる中、部活動指導員を配置することで、生徒の技能の向上を図

り、安全を確保する。全国・関東大会に出場する生徒の派遣にかかる費用を負担し、保護者負担を軽減す

る。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ３，０８０ 千円 ３，０２８ 千円 ４，１６３ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

部活動指導員配置率 ８１．８ ％ ９０．１％ ９０．１％ 学校配置指導員数／学校が希望する指導員数 

運動部活動加入率 ７５．０ ％ ７４．１％ ７３．４％ 運動部活動加入生徒数／生徒数×１００ 

◎教育委員会の評価の結果   

  

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策１ 豊かな心の育成 施策７ 児童生徒の体力向上 

教
育
委
員
会
の
評
価 

中学校に、技術指導を中心とした、部活動指導員を配置し、生徒の技能や活動に対する意欲の

向上を図ることができた。また、活動するうえでの安全を確保することにもなり、部活動の活性

化を図ることができた。 

中学校部活動では顧問の人事異動等の関係で、技術指導を行える指導者が不在となり、部の活

動が停滞したり存続が難しくなったりする等の状況があるが、部活動指導員を配置することで、

長期的、計画的に技術指導を受けることができた。部活動指導員の研修会において、消防署の方

を講師として招聘し、応急処置とＡＥＤの使い方の実技を通して研修した。 

平成２６年度は、関東大会にバスケットボール部、ソフトテニス団体を含む２５名が出場し、

全国大会には、水泳リレーチームを含む２０名が出場することができた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

生徒の自主性、協調性、責任感、連帯感などの育成を図る部活動は、スポーツ、文化にお

いて高い技能を持つ部活動指導員を配置することにより、円滑に進めることができている。  

また、思春期にあたる中学生時期に様々な人と接することで、心の成長につながっている。 

部活動指導員委嘱式・研修会を今年度から、土曜日午前中に実施することとし、さらに、

消防署の方を招聘することで、より実践的な研修を開くことができている。委嘱式・研修会

への参加が約半分程度なので、学校や通知文をとおして、参加を促していく。 

全国・関東大会生徒派遣費補助金については、文化部も補助していくことで検討を行った。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  部活動指導員配置率 ９０．１ ％ １００ ％ １００ ％ 
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事業番号 ２０ 中中学学校校吹吹奏奏楽楽演演奏奏会会開開催催事事業業   担当   指導課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

中学校部活動の充実と相互の発展向上を図るとともに日頃の活動の成果を発表する機会の一つとする。対

象生徒の意欲・技能の向上を図るとともに、保護者や一般市民にも公開することにより、市民の文化的活

動としての位置付けを図る。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立中学校吹奏楽部 

事業の内容 生徒の演奏技能を高め、担当教員の指導力の向上を図る機会として吹奏楽演奏会を開催する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ２９９ 千円 ３１１ 千円 ３１０ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

参加学校数 １１校 １１校 １１校 参加中学校数 

一般参加者数 ３７８人 ４３９人 ３９５人 一般参加者数（受付通過分） 

◎教育委員会の評価の結果   

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策１ 豊かな心の育成 

教
育
委
員
会
の
評
価 

市内中学校における部活動の取組については、運動部における体育的活動が多い中、本事業は、文

化部における部活動の活性化と文化的活動の振興を図ることに効果を挙げている。また、市内１１校

が参加する吹奏楽演奏会の開催により、吹奏楽部の生徒の部活動への意欲的な取組や演奏技能の向

上、担当教員の指導力を高めることにもつながっている。さらに、本市の文化芸術の振興の点でも、

本事業のような音楽的活動は効果的であり、一般公開することで、市民への芸術文化の提供と学校理

解につながっている。本事業は、埼玉県の吹奏楽コンクールに向けての練習の場としての役割も大き

く、成果をあげている。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

平成２３年度から、市内全ての中学校、１１校の吹奏楽部が揃って参加した演奏会となっている。

吹奏楽部に所属する生徒には、互いの演奏を聴き合うことで、日頃の取組の成果を発表する場である

ばかりでなく、切磋琢磨することができる場であり、部活動への取組の意欲向上にもつながっている。

また、吹奏楽部顧問が実施委員として演奏会を組織、運営することで、顧問同士が連携を図り、指導

に関する情報交換等を行うことで指導力の向上を図ることができる。演奏技術及び演奏態度が年々向

上してきており、埼玉県の吹奏楽コンクールに出場した学校は、日常的な取組の成果をあげている。

市の広報に開催日等を掲載しており、市の文化的な活動の一つになっている。一般参加者数は３９５

人で、一般参加者にお願いしているアンケートの回収数も多く、関心の高さを示している。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  ― ― ― ― 
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事業番号 ２１ 生生徒徒指指導導推推進進事事業業   担当 指導課 
 
上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策２ 生徒指導の充実 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 
児童生徒の非行・問題行動の未然防止と、健全育成及び学校生活の充実を図る。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立小・中学校 全児童生徒 

事業の内容 

中学校での非行問題行動の未然防止のため、４人の生徒指導支援員を要請のあった中学校へ派遣し、校内

巡視や非行・問題行動を取る生徒への対応など、中学生の非行問題行動を未然に防ぐ活動を行う。また、

生徒指導推進協議会の活動をとおして、各中学校区で小・中学校及び地域住民、警察等関係 機関及び青

少年育成団体、高等学校等と連携しながら、青少年健全育成活動、長期休業中のパトロールや補導を行い、

地域と一体となった総合的な生徒指導の取組を推進する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ４，５３９ 千円 ４，５４３ 千円 ４，６００ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

支援員派遣校数 ４校 ４校 ４校 生徒指導支援員派遣中学校数 

支援員１校あたり週派遣日数 ２日 ２日 ２日 派遣校１校あたりの週派遣日数 

暴力行為発生件数 １８ 件 ３  件 ０ 件 小･中学校の暴力行為発生件数 

街頭補導回数 ５６９ 回  ４９４回 ４９４回 各中学校区における補導回数 

地域の集い参加者数 ３３２ 人  ３６３人 ２８９人 青少年健全育成地域の集い参加者数 

◎教育委員会の評価の結果   

教
育
委
員
会
の
評
価 

 生徒指導推進事業については、生徒指導支援員の活動や上尾市生徒指導推進協議会の取組によ

り、暴力行為が３件と平成２４・２５年度を大幅に下回った。青少年健全育成地域の集いは、平

成２６年度「子供の生活習慣と学力」とテーマに全国学力・学習状況調査等の諸調査結果から浮

き彫りになった課題を解決するための取組やスマートフォン等、インターネットの利用による子

供の生活習慣への影響について考える時間となり、参加者数は昨年度に比べ減少したが、意義深

いものとなり、地域と一体となった生徒指導の推進が図られた。生徒指導支援員は、２名１組で、

教師の目の届かない時間帯、場所を巡回し、生徒の暴力行為等の未然防止を図り、成果をあげる

ことができた。生徒指導支援配置校からは、平成２７年度も引き続き派遣してほしいとの声があ

る。補導回数は、昨年度に比べ減少したが、地域が一体となり、子供の犯罪抑止に大きく寄与し

ており、関係機関が連携して今後も取り組んでいく必要がある。 

 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

家庭教育の一環として、今年度は夏季休業中に「夢・感動教育 子供すこやかシンポジウム」を

開催した。子供をネットトラブルから守るため、スクール・ネットワーク・アドバイザーを講師

に招き、基調講演をいただいた。基調講演を受けて市Ｐ連や各関係機関・関係団体、市内小・中・

高等学校の教員でパネルディスカッションを実施した。また、市Ｐ連や各関係機関・関係団体、

市内小・中学校長会長で構成する「上尾市ネットトラブル防止対策会議」を開催し、市全体で子

供をネットトラブルから守る取組が行われた。行動指針を策定し、リーフレットやポスターで市

民に啓発した。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  暴力行為発生件数 ０件 ０件 ０件 
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事業番号 ２２ ささわわややかか相相談談室室運運営営事事業業   担当 教育センター 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

児童生徒・保護者の身近な相談機関として中学校に相談員を配置し有効に機能させる。不登校生徒が学級

復帰を果たすまでの第一段階として、教育相談主任・学級担任等と連携して、生徒個々にカウンセリング

等を実施しながら学級復帰をめざす。 

事業の対象 

対 象 数 
市内全中学校１１校 

事業の内容 児童生徒・保護者等の様々な相談に応じるため、市内中学校のさわやか相談室に相談員を配置する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 １７，７６０ 千円 １７，８８２ 千円 １９，８６６ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

相談室の相談件数 １１，２０４回 １０，４７０回 １２，７４３回 相談員が扱った相談の延べ回数 

相談の解決率 ８７％ ７６％ ８５％ 解決件数/相談件数×１００ 

不登校生徒数割合 １．６０％ １．８３％ １．８５％ 不登校生徒数/全生徒数×１００ 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策２ 生徒指導の充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

さわやか相談室では、自校及び中学校区の児童生徒や保護者の学校生活や家庭生活での悩

み等の相談に応じたり、不登校傾向のある生徒へのカウンセリングを行ったりしている。ま

た、教育センターの相談員及び適応指導教室指導員と連携を図り、きめ細かい支援を行って

いる。これらの業務は、児童生徒や保護者の悩みを解消したり、不登校児童生徒の教室復帰

に導いたりする重要な業務である。今年度の相談のべ件数は昨年度より増加している中、相

談の解決率は８５％と、前年度と比べると高くなっている。これは、さわやか相談室相談員

と教育センターとが積極的に連携を図り、解決に向けての支援を根気強く行ってきた成果と

考える。また、スクールカウンセラーとの連携も深まり、校内の連携を活かした支援も確実

に行われてきた。不登校生徒数の割合は１．８５％で、昨年度より増加したが、さわやか相

談室相談員と教育センターの連携でかかわった生徒は段階を踏んで学校へ戻ることができ

るようになった。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

さわやか相談員は、教育センターと連携を密にとり、一人一人のニーズに応じた支援を行

い、問題を解消することや不登校児童生徒を学校復帰へと導くことができた。また、さわや

か相談員研修会では、小学校との連携についてその必要性について伝え、各さわやか相談員

が積極的に小学校を訪問するなどし、連携を図った。さらに、教育センターがさわやか相談

室訪問を行い、一人一人の生徒の学校復帰に向けた支援の方向性について助言し、さわやか

相談員は、支援計画をもって支援にあたることができた。今後は、不登校生徒の割合が減る

ように、教育相談主任会議等をとおして、さわやか相談室をさらに適切に活用するとともに、

小・中の連携をより一層深め、問題の早期発見・早期解決をさらに推進していく必要がある。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定 

 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ 不登校生徒数割合 １．８５％ １．６６％ １．４９％ 
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事業番号 ２３ いいじじめめ根根絶絶対対策策事事業業（（防防止止事事業業））   担当 指導課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 
児童生徒の個々の状況を的確に把握し、いじめの未然防止や解消、いじめの早期発見・早期対応を図る。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立小・中学校全児童生徒 

事業の内容 

いじめの問題については、いじめが原因の一つと思われる児童生徒の自殺が起きるなど、社会問題化して

おり、依然として教育上大きな課題となっている。問題行動等の原因や背景は、個々のケースにより様々

であるが、インターネットや携帯電話を介した「ネット上のいじめ」など、学校における「いじめ発見」

が難しい事例もある。また、「いじめは決して許されない」という意識が児童生徒に依然としてしっかり

身についていない状況も課題となっている。このようなことから、児童生徒の個々の状況を的確に把握す

るための心理検査を実施し、よりよい学級集団の形成に資するとともに、教員の資質向上、保護者との連

携、標語の作成をとおして、いじめ根絶の取組を市全体で推進する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ― 千円     ６，２１９ 千円 ６，４２６ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

いじめの認知件数 ３２件 ２２件 １５件 小・中学校におけるいじめの認知件数 

いじめ解消率 １００％ １００％ ９３．８％ 小・中学校におけるいじめの解消率 

◎教育委員会の評価の結果   

 
  
 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策２ 生徒指導の充実 施策４ 学校教育相談の充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

 今年度は、下記のような具体的事業を行い、いじめ問題に対して、学校を中心に、市全体
で組織的に取り組むことができた。 
「ＣＡＰ研修会」…いじめの早期発見・早期対応といじめの起こりにくい学校づくりを目

的として「ＣＡＰ研修会」を新採用教員並びに市外からの転入教員を対象に実施した。これ
により、教職員のいじめを見抜く能力や望ましい学級経営や信頼関係に立った生徒指導を実
践することができた。 
「hyper-ＱＵ」…いじめの発生・深刻化の予防及びいじめ被害にあっている児童生徒を早

期に発見することを目的として「hyper-Ｑ-Ｕ」を小学３年から中学３年の児童生徒を対象
に実施した。また、調査結果を適切に分析し、効果的に活用するために「hyper-Ｑ-Ｕ」活
用研修会を教職員を対象に開催した。これにより、教師が児童生徒の意欲や満足感、学級内
での相対的位置を把握するとともに、結果を家庭にフィードバックすることで、児童生徒に
集団形成に必要な対人関係を営むためのスキル身に付けさせ、児童生徒が楽しい学校生活を
送る一助となることができた。 
その他…なかよく楽しい学校生活を送るための標語ポスターを制作し、各学校へ配布・掲

示をすることによって、全児童生徒に「いじめ根絶」の啓発に効果的であった。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

「ＣＡＰ研修会」…今年度は、新採用教員並びに市外からの転入教員が受講し、いじめを
見抜く能力や組織的に対応することの大切さを学ぶ機会となった。 
「hyper-Ｑ-Ｕ」…今年度は、全小学校第３学年から第６学年の児童及び全中学校第１学年

から第３学年の生徒を対象に実施した。児童生徒の集団における満足度を測定し、個に応じ
た生徒指導を実践することができた。 
「なかよく楽しい学校生活を送るための標語ポスター」を制作・全小・中学校へ掲示した。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  いじめ解消率 ９３．８％ １００％ １００％ 
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事業番号 ２４ いいじじめめ根根絶絶対対策策事事業業（（相相談談事事業業））   担当 教育センター 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

「いじめホットライン」を設置し、いじめられている児童生徒の相談窓口とする。また、教育・社会福祉

等の専門的な知識や技能を持ったスクールソーシャルワーカー（SSW）を設置し、児童生徒の問題行動等

の解決を図る。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立小・中学校 全児童生徒 

事業の内容 
いじめ相談の迅速な対応を行う。いじめ等の問題で児童生徒本人の心の問題とともに、置かれている環境

に対し働きかけを行う。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 － 千円 ６１７ 千円 ５０９ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

いじめ相談解決率 － １００％ １００％ いじめ相談解決数／いじめ相談数 

いじめホットライン・ホッ
トメール相談件数 

－ １７件 １１件 
ホットライン（電話）件数＋ホットメ

ール件数 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策２ 生徒指導の充実 施策４ 学校教育相談の充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

「子ども・いじめホットライン」で受けた相談件数は１１件である。内訳は小学生が７件

（１年…１件、４年…１件、５年…２件、６年…３件）、中学生が４件（１年…２件、２年…

１件、３年…１件）である。「子ども・いじめホットライン」では、相談員が相談者の気持ち

を十分受け止め、寄り添いながら丁寧に相談を進め、学校と協力して問題の解決を図った結

果、１００％のいじめ解消となった。特に緊急性のある相談については、相談者の安全確認

等、状況把握を慎重に行い、学校と連携し迅速に対応できたことは評価できる。 

また、問題行動等に関して、スクールソーシャルワーカーが家庭訪問を繰り返したり、子

ども若者相談センターや児童相談所、社会福祉協議会等、関係機関との連携に努め、ケース

会議を適宜行ったりした結果、関係機関が対象児童生徒について情報の共有ができたことは

評価できる。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

昨年度から新たに始まった事業である。昨年度は市内全小・中学生にいじめ相談専用の電

話番号及びメールアドレスを記したカードを配布したが、今年度は、市内小学校新１年生児

童及び関係機関に配布した。 

スクールソーシャルワーカーは、今年度、関係機関との連携を図るため積極的にケース会

議に参加するとともに、必要に応じて直接学校に行き、対象児童生徒への対応を行った。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  いじめ相談解決率 １００％ １００％ １００％ 
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事業番号 ２５ 人人権権教教育育推推進進事事業業（（指指導導課課所所管管分分））   担当 指導課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

人権を尊重する教育と心豊かな人づくりの推進を図り、人権尊重の意識を高めることで、いじめや差別を

なくせる学校の実現と相手の立場に立って考える思いやりのある児童生徒の育成を図る。 

 
事業の対象 

対 象 数 
上尾市立小･中学校 全児童生徒・管理職及び教員  

事業の内容 
人権教育研修会（人権教育施設体験研修会を含む）をとおして校長、教頭、教員の資質向上を図る。 

人権教育を視点においた指導方法の研究をより一層推進する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額  １，３５７ 千円 １，３４６ 千円 １，３０４ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

研修会･授業研究会実施回数 ８ 回 ７ 回 ８ 回 人権教育に係る研修会等実施回数 

研修会参加者数 ２６９ 人 ２４６ 人 ２６７ 人 人権教育に係る研修会等参加者数 

教育に関する３つの達成目標 

相手のことを考えた優しい言葉

づかいでできると回答した児童

生徒の割合 

８８.７ ％ ９０.０ ％ ９０.０ ％ 
「よくできる」「だいたいできる」回答児童

生徒数／全児童生徒数×１００ 

作文・標語集等配布率 １００ ％ １００ ％ １００ ％ 配布数／児童生徒数×１００ 

◎教育委員会の評価の結果   

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策３ 人権教育の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

「人権の世紀」といわれた２１世紀を迎えてから１５年が経つが、誰もがもっている基本的な権利
である人権を侵害し、個人の尊厳や生命までも脅かす行為が後を絶たない。特に、昨今、大きな社会
問題となり、形を変えてネット上へも広がっている「いじめ」は、「命」にも関わる重大事態に発展
することもあり、早急に根絶させなければならない問題となっており、それらへの対応が学校教育に
強く求められている。また、地域社会においては、未だに社会的身分又は門地、性別、障害の有無に
よる差別の現状もある。このような現状の中で、人権感覚育成プログラムを全小・中学校で取り組ん
だり、校内研修で同和問題を取り上げる学校が増加したりするなど、すべての児童生徒に「人権につ
いての正しい理解」を深めるとともに、「差別をなくす」「家族や友達を大切にする」「人と人との
きずなを大切にする」ことに重点をおいた人権教育を推進することができた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

管理職対象及び一般教職員対象など、それぞれの職責に応じた研修を行い、教職員の資質能力の一
層の向上と人権意識の高揚を図り、人権についての正しい理解を深め、豊かな人権感覚を身に付け、
様々な人権問題を自ら解決しようとする児童生徒を育成することは今後も学校教育が担う重要な課
題であり、継続していく必要がある。特に、いじめ問題については、毎月「学校生活アンケート」を
実施し、未然防止・早期発見・早期対応に努めるとともに、昨年度に発表された「上尾市『いじめ根
絶』中学生宣言」及び平成１９年度の「いじめ根絶宣言」を各校で教室や廊下等に掲示し啓発をする
ことができた。校長対象研修会、教頭対象研修会、担当教員対象研修（年４回）、人権教育授業研究、
３年経験者研修、人権教育小中学校研究会全体会・各部会年３回（啓発・調査研究・資料作成）を実
施できた。教頭対象研修では、昨年度の校長対象研修に続き、ネット上における人権問題とその対応
についての内容を初めて盛り込んだ。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ 
 

教育に関する３つの達成目標 

相手のことを考えた優しい言葉づかいででき

ると回答した児童生徒の割合 

９０.０ ％ ９０ ％以上 ９０ ％以上 
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事業番号 ２６ 不不登登校校児児童童生生徒徒のの学学校校適適応応指指導導事事業業   担当 教育センター 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

不登校児童生徒のうち、学校復帰に意欲のある者のよりよい成長と自立を促し、指導・支援を
行うことによって、学校への完全復帰を目指す。 

事業の対象 

対 象 数 
市内小・中学校不登校児童生徒 １３１人 

事業の内容 

不登校児童生徒の自立と学校生活への適応を図り、学校に復帰させることを目的として様々な
指導・援助を行う。体験学習を多く取り入れた活動や学生ボランティアによる学習支援を実施
する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ４，４０８ 千円 ４，６８２ 千円 ４，６４４ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

適応指導教室入級者数 ９ 人 １３人 １１人 入級者数 

適応指導教室開設日数 １４６ 日 １５１日 １５１日 
４月及び水曜日を除く平日 

＊夏休は火・木のみ開設 

学校への復帰率 １００％ １００％ １００％ 学校復帰した人数／入級者×１００ 

◎教育委員会の評価の結果   

  

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策４ 学校教育相談の充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

平成２６年度の不登校児童生徒数は１３１名である。その内、教育センターに来所した児

童生徒は３２人である。適応指導教室に入級した人数は１１人と少ないが、個別の相談対応

で入級手前の段階の児童生徒は多く、教育センターでは、来所した不登校児童生徒の支援を

積極的にサポートしている。 

 学校適応指導教室では、学校復帰を目指すための指導・支援を行ってきている。入級した

児童生徒は個別の自主学習の形態で学習したり、集団によるレクレーション活動や体験活動

を行ったりしている。これらの活動により、集団の中での行動の仕方や他者とのコミュニケ

ーション力を身につけたり、学校復帰に向けた不安感を払拭させたりすることができた。そ

の結果、昨年度入級した児童生徒は１００％学校復帰を果たすことができた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

教育センターに通ってくる児童生徒は、他者と積極的に関わることができない、関わり方

が分からないなどの課題がある。そこで、宿泊体験や陶芸教室等の児童生徒が協力する活動

を計画・実行したり、ソーシャルスキル獲得に向けた学習に取り組んだりしてきた。今後も、

入級した児童生徒の特性を踏まえ、個別の支援と集団での活動をバランスよく連携させ、学

校に適応できる力を身につけさせていく必要がある。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  学校への復帰率 １００％ １００％ １００％ 
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事業番号 ２７ 教教育育相相談談事事業業   担当 教育センター     

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

幼児及び児童生徒と保護者、学校関係者が抱える教育問題等を解消する。特に不登校児童生徒については、

学校（相談室・適応指導教室を含む）に復帰させる。 

事業の対象 

対 象 数 

上尾市在住の幼児、児童生徒、保護者及び関係者 約５７，０００人 

（内訳：幼児、児童生徒数約２９，０００人、保護者数約２９，０００人、学校関係者約１，０００人） 

事業の内容 
幼児・児童生徒及び保護者の教育問題等に関する相談、軽度発達障害のある児童生徒の相談及び各種知能

検査・発達検査を行う。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 １１，４４６ 千円 １１，４２７ 千円 １４，４０９ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

教育相談実件数 ２７９件 ３２１件 ４６１件 実人数＋電話相談（匿名） 

教育相談延べ回数 ３，１７１回 ５，９３５回 ６，４８３回 面接相談＋電話相談＋メール相談 

教育相談終結率 ８６．４％ ７９．１％ ７６．４％ 
終結（方向性を持って支援を継続している

ケース＋問題終結ケース）数／相談実件数
×１００ 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策４ 学校教育相談の充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

平成２６年度の教育相談は、相談実件数は前年度より１４０件、延べ回数では５４８件増えて

いるが、どのケースも迅速に丁寧に相談に応じることができた。相談の内容については、「不登

校」「性格・行動」「学習・発達」「就学」での相談が大変多くなってきている。それに伴い、知

能検査（ＷＩＳＣ－ⅢまたはⅣ）を受けるケースも大変多くなっているが、きめ細かく丁寧に相

談に応じ、適切な支援の方法をアドバイスするなどして問題の解決へと導くことができた。 

不登校児童生に対して、一人一人の児童生徒の気持ちが安定して学校に通うことができるまで

支援をすることに努めてきたこと、相談件数が６月以降急激に増えたこと等の理由から、年度内

の終結率は低くなっているが、教育センターが関わった児童生徒は、学校復帰に向けチャレンジ

したり、学校復帰をすることができた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

今年度、非常に相談件数が増え、相談員一人あたりが抱えるケースが４０件以上になる時期も

あった。終結率の低下が見られるが、相談が深刻化複雑化してきている相談に対して、丁寧かつ

継続的な相談を行っているからであると考えている。ＷＩＳＣ-ⅢまたはⅣの検査の結果を活か

し、児童生徒にとって必要な支援や教育形態の変更への方向性を捉えることができた。また、積

極的に学校や他機関と連携をとり、ケース会議等行い、児童生徒保護者が安心して学校復帰や問

題解決が図れるよう努めた。平成２７年度からは教育相談員を１名増員するが、今後も相談機能

の一層の充実を図り、適切な教育相談を行っていくとともに、市内の小・中学校で現在、登校で

きない児童生徒全員に対し、スクールソーシャルワーカーを活用したり他機関と連携すること

で、教育センターへ繋げることができるようにしていく必要がある。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定 

 

目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ 教育相談終結率 ７６．４％ ８０％ ８０％ 
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事業番号 ２８ 児児童童生生徒徒体体力力向向上上推推進進事事業業   担当  指導課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 
市立小・中学校の児童生徒の体力向上を図り、心身ともに健やかでたくましい人づくりを目指す。   

事業の対象 

対 象 数 
上尾市中学校体育連盟・小学校体育連盟  上尾市立小・中学校 全児童生徒 

事業の内容 
上尾市中学校体育連盟の学校総合体育大会及び県民体育大会兼新人体育大会の市内予選会や小学校体育

連盟の連合運動会、親善バスケットボール大会などの実施をとおして、児童生徒の体力向上を目指す。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ３，６０３ 千円 ３，６４５ 千円 ４，２６５ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

運動部活動加入率 ７５．０ ％ ７４．１％ ７３．４％ 運動部活動加入生徒数／生徒数×１００ 

教育に関する３つの達成目標 
体力（週１時間以上運動する児童
生徒の割合） 

７６．４ ％ ７７．４％ ７９．３％ 週１～２回以上は１時間以上運動すると 
回答した児童生徒の割合 

新体力テスト 総合評価 
上位３ランク（ＡＢＣ） 
の児童生徒の割合 

小学校 ７９.６ ％ ７８．８％ ７８．５％ 
５ランク中上位３ランクの児童生徒の割合 

中学校 ８５.５ ％ ８４．６％ ８６．１％ 

◎教育委員会の評価の結果   

  

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 

施 策 施策７ 児童生徒の体力向上 

教
育
委
員
会
の
評
価 

児童生徒の体力低下、運動する、しないの二極化が懸念されている現状から、児童生徒の体力

向上、運動習慣の確立は、学校においても大きな課題の一つとなっており、本市においても児童

生徒の体力向上を目指し、さまざまな取組を行うことができた。小学校体育連盟では、親善バス

ケットボール大会や連合運動会での各校の取組をとおして、運動時間、運動機会を確保し、体力

と技能向上につながった。さらに連合運動会では、ブロック制を変更して２年目になるが、２２

校が共に競い合い、学校規模に関係なく各校の取組の成果が見られた。中学校体育連盟では、部

活動の大会を目指し、日頃の練習の充実が図られた。小体連・中体連ともに、体力、技能の向上

のみならず、仲間意識や達成感を味わわせる取組を行うことができた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

児童生徒の日常生活における運動の機会は減少傾向にあり、体力向上を図る事業の重要性は今

後さらに増していく。また、本市では小学校での新体力テストの上位３ランクの低下、「ボール投

げ」「長座体前屈」が課題となっており、授業研究会等をとおして、指導方法等の改善について研

究等を行い、課題解決を図っていく。また、全児童生徒に保障されている体育授業において、各

学校で課題種目を準備運動等で取り入れたり、運動の特性を味わわせることでの児童生徒の自主

性を育んだりすることで体力の向上を図っていく。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  

教育に関する３つの達成目標 体力 
（週１時間以上運動する児童生徒の割合） 

７９．３％ ８０％以上 ８０％以上 

新体力テスト 総合評価 
上位３ランク（ＡＢＣ） 
の児童生徒の割合 

小学校 ７８．５％ ８０％以上 ８０％以上 

中学校 ８６．１％ ８５％以上 ８５％以上 
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基本目標Ⅲ 

安心・安全で質の高い学校教育の推進 

 

 
施策１ 教職員の資質・能力の向上 

事業番号 2(再掲) 指導方法改善事業 

 

施策２ 学校経営の改善・充実 
事業番号 3(再掲)  魅力ある学校づくり事業 

事業番号 2(再掲)  指導方法改善事業 

事業番号 29      学校評議員制度運営事業 

事業番号 30      元気な学校をつくる地域連携推進事業 【Ⅳ-1】  

 

施策３ 学校施設・設備の整備・充実 
事業番号 6(再掲)  教科用図書等整備事業 

事業番号 18(再掲) 小中学校図書整備事業 

事業番号 31      小中学校教育教材整備事業 

事業番号 32      小中学校校舎改築事業 

 

施策４ 学校のＩＣＴ化の推進 
事業番号 2(再掲)  指導方法改善事業 

事業番号 33      小中学校コンピュータ整備事業 

事業番号 34      小中学校電子黒板整備事業 

 

施策５ 学校安全の推進 
事業番号 35      児童生徒安全推進事業 

事業番号 36      学校安全パトロールカー事業 

事業番号 37      通学路安全対策事業 

 

施策６ 就学支援の充実 
事業番号 38      入学準備金・奨学金貸付事業 

事業番号 5(再掲)  日本語指導職員派遣事業 

事業番号 14(再掲) 小中学校特別支援教育就学奨励事業 

事業番号 39      小中学校就学援助費補助事業 

事業番号 40      要保護児童生徒医療費援助事業 

事業番号 41      準要保護児童生徒給食費援助事業 



〔 Ⅴ 評価結果（事務事業評価） 〕 

100 

 

事業番号 ２９ 学学校校評評議議員員制制度度運運営営事事業業   担当 指導課 
 
上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策２ 学校経営の改善・充実 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

学校運営に関し、保護者や地域住民の意向を把握し、意見等を反映させたり、協力を得たりするなど、特

色ある開かれた学校づくりを推進するため、学校評議員制度の運営充実を図る。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立各小・中学校   各校５人×３３校＝１６５人 

事業の内容 学校評議員の委嘱及び学校評議員研修会の開催等 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ５９０ 千円 ５９０ 千円 ５９６ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

学校評議員会議開催回数 ３.２１ 回  ３．３０回  ３．２４回 １校あたりの学校評議員会議の開催回数 

学校評価に対する意見聴取回数 １.８４ 回  ２．３０回  １.８５回 学校の自己評価等に対する評議員からの
意見聴取回数 

◎教育委員会の評価の結果   

教
育
委
員
会
の
評
価 

各学校では、学校自己評価等に対する学校評議員からの意見聴取回数及び学校評議員開催

回数が下回ったが、学校評議員を行事や授業参観に招くなど、積極的に学校を公開し、学校

評議員が校長の学校経営について理解を深め、助言をいただくことができた。 

各学校で、積極的に学校評議員制度の活用を図ることにより、開かれた学校づくりが推進

された。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

今年度もすべての学校評議員が経験年数３年以内（１年目５４人、２年目７０人、３年目

４１人）である。学校評議員運営要綱第３条にある「通算の在任年数が３年を超えない」を

継続していくことにより、より多くの地域の方々から学校評議員としての意見をいただける

ようになった。 

委嘱式後の研修会では、２つの事例が発表された。校長による発表と学校評議員による発

表が、それぞれ１例ずつであった。今後も、学校評議員による事例発表を行っていくことで、

学校評議員の役割を理解していただけるようにする。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  学校評議員会議開催回数  ３．２４回 ３回以上 ３回以上 
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事業番号 ３０ 元元気気なな学学校校ををつつくくるる地地域域連連携携推推進進事事業業   担当   指導課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

地域の方々の児童生徒の活動にかかわる取り組みの機会を増やし、学校に協力いただくとともにより深く

学校を理解していただき、地域で子どもを育てるという意識を高める。また、学校応援団員の専門的な知

識やすぐれた技術など、地域の教育力を学校教育に積極的に活用し、より効果的な学習活動を推進する。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立小・中学校 ３３校 

事業の内容 

学校が積極的に家庭や地域社会の教育にかかわることにより、学校の活性化を図るとともに、家庭や地域

社会の教育力の向上を目指し、学校・家庭・地域社会が一体となって子どもの育成に取り組む。地域から

学校応援団を組織するとともにコーディネーターを介して、学校に対しての学習支援や環境整備、児童生

徒の安全確保・事故防止の支援などを行う。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ２２０ 千円 ４３８ 千円 ４０１ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

学校応援団員数 ９，５１０人 ６，９１８人 ７，３７６人 各学校の学校応援団登録者数合計 

学校応援団活動日数 ８，８９２日 ９，７５１日 ９，９３８日 各学校の学校応援団活動日数合計 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 基本目標Ⅳ 学校・家庭・地域の連携と教育力の向上 

施 策 施策２ 学校経営の改善・充実 施策１ 学校・家庭・地域が連携した教育活動の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

学校の活性化を図り、家庭や地域の教育力の向上を目指すため、学校・家庭・地域が一体とな

って子どもの育成に取組むことが求められており、各学校における学校応援団の役割は大きい。

市内全小・中学校で学校応援団の組織率は１００％で、各学校には学校応援コーディネーターが

配置されている。学校応援団による安心安全、学習支援、環境整備、体験活動などの活動が行わ

れており、各学校において一層の教育活動の充実が図られた。学校応援団活動の推進により、学

校の教育が活性化し、家庭や地域の教育力の向上につながっている。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

市内全小・中学校に学校応援コーディネーターが配置されており、ボランティアと学校の橋渡

し役となって、学校の教育活動の充実のために活躍している。学習活動、安心安全、環境整備、

体験活動、部活動等、生徒指導、環境教育、学校ファームに係る活動が年々充実してきており、

学校応援コーディネーターを中心に地域的な活動として定着してきている。今年度の学校応援団

活動日数は、昨年の９，７５１日から９，９３８日と増加した。また、賠償責任保険を市独自で

予算化し、活動を支援している。今年度の学校応援団員は、事故や怪我もなく活動できた。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  学校応援団活動日数 ９，９３８日 １０，０００日 １０，０００日 
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事業番号 ３１ 小小中中学学校校教教育育教教材材整整備備事事業業   担当 教育総務課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 
授業等で使用する学習教材、教具の整備・充実に努め、学習環境を整備する。 

事業の対象 

対 象 数 

小・中学校の児童・生徒（平成26年5月1日現在） 

小学校・・・児童数１２，１３８人  中学校・・・生徒数 ６，３２０人 

事業の内容 授業等で使用する学習教材の整備 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ３８，２８８ 千円 ３５，１９４ 千円 ３１，９７８ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

小学校の児童１人当たりの支出額 １，６７８円 １，６１４円 １，５７０円 小学校事業費／児童数 

中学校の生徒１人当たりの支出額 ２，７２４円 ２，４１８円 ２，０４６円 中学校事業費／生徒数 

備品購入費（小学校） ２６，５９１千円 １９，７５８千円 １９，０１２千円  

備品購入費（中学校） １７，２９７千円 １５，４３５千円 １２，９２６千円  

◎教育委員会の評価の結果   

 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策３ 学校施設・設備の整備・充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

今年度も限られた予算の中で、学校からの購入計画を基に、学校規模に応じて備品を効率的に

整備した。理科備品については前年度同様国庫補助金「理科教育等設備整備費補助金」を活用し

た。 

平成２４年度から導入した備品管理システムへの全備品データ（教材・管理備品）の移行が平

成２６年度で完了した。これにより、学校全体の備品整備状況が把握しやすくなるので、より効

率的な予算執行が可能となる。 

今後も子どもたちが安心して授業を受けることができる学校環境整備のひとつとして教材備

品を整備することは重要であり、予算を維持し、学校と教育委員会が協力して効率的な教材備品

購入を継続していく。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

平成２４年度から続けてきた学校備品管理担当者の会議を今年度も継続的に実施した。２５年度

は教材備品データを紙台帳から備品管理システムへ移行作業を実施し、今年度は管理備品データを

備品管理システムに移行できた。これにより、学校備品管理がシステムに一本化され、学校間で統

一的に業務できるようになった。今後は効率的な備品購入、予算執行が可能となる。 

また、各小中学校のグランドピアノは修理を重ね、長年使用してきたが、これ以上の修理に限界

が来ており、専門家による全校のグランドピアノ状況調査を実施した。それにより、各学校のグラ

ンドピアノの入替順位を決定し、今年度から毎年度小学校１台中学校１台ずつ新機種の入替を実施

していく。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
備品購入費（小学校） １９，０１２千円 １９，４３３千円 １９，５００千円 

備品購入費（中学校） １２，９２６千円 １４，５２５千円 １４，６００千円 
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事業番号 ３２ 小小中中学学校校校校舎舎改改築築事事業業   担当 教育総務課 
 
上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策３ 学校施設・設備の整備・充実 

●事業の概要 

事業の目的  

事業の目標 

地震発生等の災害時に児童生徒の安全を確保するとともに、時代の変化に対応できる学校施設整備を図

るため 

事業の対象  

対 象 数 
昭和３９年以前に建築された校舎が残る、富士見小学校、中央小学校、上尾中学校の３校を対象とする。 

事業の内容 

耐力度調査、基本設計、実施設計を経て改築工事を実施する。富士見小学校については、全面改築とし

平成２３年度に竣工、また、中央小学校は、南校舎棟の部分改築で平成２５年度に竣工した。 

上尾中学校については、プ－ル・格技場を平成２６年度に竣工している。残る南校舎及び屋内運動場を

平成２７年度中に竣工予定であり、併せて北校舎大規模改造工事及び外構工事等も平成２７年度に竣工す

る予定である。この上尾中学校改築事業の完了をもって、小中学校の耐震化率が１００％に達する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

   決 算 額  ３２３，４１９ 千円 １，４７３，４６１ 千円 ８２９，３２２ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

富士見小学校校舎改築 
工事出来高率（％） 

－ － － 平成２３年度竣工 

中央小学校南校舎改築 
工事出来高率（％） 

２０％ １００％ － 平成２５年度竣工 

上尾中学校校舎改築工事 
基本設計 

耐力度調査 
実施設計 

南校舎２０％ 

ﾌﾟｰﾙ･格技場竣工 

 

平成２６年度～２７年度南校舎(改築
中) 

平成２６年度ﾌﾟｰﾙ･格技場改築(竣工) 

平成２７年度屋内運動場(竣工予定) 

改築事業完了校累計数 １校／３校 ２校／３校 ２校／３校 
改築事業校：３校 
（富士見小・中央小・上尾中） 

◎教育委員会の評価の結果   

教
育
委
員
会
の
評
価 

平成２６年度末に上尾中学校のプール・格技場を竣工し、平成２６～２７年度の継続改築事業の南

校舎も８月末の竣工に向けて、順調かつ計画的に事業展開をしている。また、平成２７年度中には、

屋内運動場の改築工事も竣工予定であり、この事業の完了で市内全小中学校の全ての耐震化事業が完

遂する。 

 また、時世に即した改築事業を行うことで費用対効果が図られると共にトイレのリニュ－アル化も

完了し、健康管理や心の育成にも寄与している。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

○上尾中学校改築事業の予定 

平成２６年度～２７年度  南校舎改築工事 （平成２７年８月末日竣工） 

平成２６年度  プール・格技場改築工事 （平成２７年３月末日竣工） 

平成２７年度  屋内運動場改築工事 （平成２８年３月末日竣工（予定）） 

  北校舎大規模改造工事（平成２８年１月末日竣工（予定）） 

※上尾中学校の改築事業の完遂をもって、耐震化率が１００％になる。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  改築事業完了校累計数 ２校／３校 ３校／３校 ― 
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事業番号 ３３ 小小中中学学校校ココンンピピュューータタ整整備備事事業業   担当 教育総務課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

・子どもたちの情報活用能力を育成するための教育機器の整備 

・ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した効率的な授業実現のための授業支援機器の整備 

・校務の効率化のための校務機器の整備 

事業の対象 

対 象 数 

小・中学校の児童・生徒及び教職員 

小学校・・・児童数１２，１３８人 教職員数６０１人 

中学校・・・生徒数 ６，３２０人 教職員数３７４人 

事業の内容 
学校に配置しているコンピュータシステムの整備及び整備機器の保守 

※パソコン２，５３２台（教育用1,454台、校務用1,078台）、プリンタ、その他周辺機器 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 １１７，９３９ 千円 １２４，９２５ 千円 １４５，６１０ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

教育用パソコン設置台数 １，４５３台 １，４５６台 １，４５４台 年度末現在 

校務用パソコン設置台数 １，０８０台 １，０９６台 １，０７８台 年度末現在 

教育用ﾊﾟｿｺﾝの目標達成値 
（児童生徒3.6人に1台） 

１３．０人 
に１台 

１２．８人 
に１台 

１２．６人 
に１台 

児童生徒数÷教育用パソコン設置台数 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策４ 学校のＩＣＴ化の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

校務用パソコンにおける文科省の達成値（教職員１人に１台）についてはすでに実現できている

（１．１人に１台）が、教育用パソコンにおける達成値（児童生徒３．６人に１台）には、いまだ

に実現できていない。 

教育用パソコンを増台するには、普通教室で使用するパソコン、タブレットの導入が必要となる

が、普通教室にネットワークがない現状ではなかなか増台もできない。 

また、普通教室への無線ＬＡＮによるネットワークの設置についても構築費用が高額であるた

め、小中学校全校への構築には時間を要する。したがって、段階的な導入など、上尾市にとって最

も効率のよい方法を先進市の構築例を参考に、研究、模索する必要がある。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

マイクロソフト社のサポートが切れ、セキュリティに関し不安のあった Windows XPの校務

用パソコンが５７５台あったが、平成２６年１０月１日付をもって、すべて Windows７パソ

コンとし、リース契約にて導入した。 

平成２７年３月中にネットワーク業者及びパソコン保守業者から、無線ＬＡＮ構築が出来

るネットワーク機器の無償貸出、実証実験の提案を受けており、現在上尾市に導入可能か検

討している。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  教育用ﾊﾟｿｺﾝの目標達成値 
教育用パソコンの目標達成値は、校内ＬＡＮ構築の状況次第で

あるため、当面の間、現台数を維持していく。 
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事業番号 ３４ 小小中中学学校校電電子子黒黒板板整整備備事事業業   担当 教育総務課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

子どもたちに授業に対する興味・関心を持たせ、集中力を高められるようなインパクトのある授業を実現

するため、電子黒板としての大型テレビを整備する。 

事業の対象 

対 象 数 

小・中学校の （小学校）５１８台［通常学級＋特別支援学級＋特別教室用４台（１校につき）] 

設定必要台数 （中学校）２５４台 [通常学級＋特別支援学級＋特別教室用５台（１校につき）] 

小中学校学級数 （小学校）４０１学級 （中学校）２０１学級 

事業の内容 

市立小中学校３３校への大型テレビ、電子黒板ユニットの整備 

※電子黒板用大型テレビ総数 ７７２台（小５１８台、中２５４台） 

※電子黒板ユニット総数   ３８１台（小２８９台、中 ９２台） 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ４，７１２ 千円 ４，６２０ 千円 ２，６３４ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

大型テレビ設置台数（小学校） ４８７台 ４８９台 ５１８台  

大型テレビ設置台数（中学校） １１７台 １３７台 ２５４台  

電子黒板ユニット設置台数(小学校) ２２３台 ２８９台 ２８９台  

電子黒板ユニット設置台数(中学校) ７０台 ９２台 ９２台  

大型テレビ設置率（小学校） ９８．２％ ９４．４％ １００％ 設置台数／必要台数 

大型テレビ設置率（中学校） ４６．０％ ５３．９％ １００％ 設置台数／必要台数 

◎教育委員会の評価の結果   

   

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策４ 学校のＩＣＴ化の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

大型テレビが小中学校の普通教室等に設置されたことにより、大型テレビ、デジタル教科書、

小学校ではタブレットと、授業に活用できるＩＣＴ機器がひととおり揃った形となった。 

機器整備は完了した形になったが、今後はこれらＩＣＴ機器を現場の先生が多くの場面で使用

できるか、授業に有効に活用できるか、また、子どもたちの授業への興味・関心度が上がり、学

力向上につなげるかに視点を向けていく必要がある。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

平成２１年度の地デジ化事業以来、大型テレビの追加配置ができず、既存の大型テレビを電

子黒板とするための電子黒板ユニットを購入してきたが、電子黒板ユニットより大型テレビを

早く設置してほしいとの学校の強い要望から、今年度は小学校２９台、中学校１１７台の大型

テレビを追加設置できた。これにより、大型テレビの設置必要台数が小中学校とも揃い、設置

率１００％となった。それ以降、普通教室での大型テレビの活用率が徐々に増えてきている。 

なお、普通教室への大型テレビ設置が今年度達成したことから電子黒板整備事業は今年度

にて満了とする。今後、故障等で買い替え等が発生した場合は、小中学校管理運営事業にて

対応する。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ｓ  
大型テレビ設置率（小学校） １００％ ― ― 

大型テレビ設置率（中学校） １００％ ― ― 
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事業番号 ３５ 児児童童生生徒徒安安全全推推進進事事業業   担当 学校保健課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 
学校管理下における児童生徒の安全確保を図るとともに、健康教育向上に資する。 

事業の対象 

対 象 数 

小・中学校児童生徒（平成２６年５月１日現在）  

 小学校の児童 １２，１３８人 

 中学校の生徒  ６，３２０人 

事業の内容 

学校管理下における児童生徒の事故に備え、教職員への応急手当（心肺蘇生法）講習を行うと

ともに、事故等に対し、その医療費等を補償する。また、児童生徒の登下校等の安全確保のた

め、防犯ブザ－を貸与する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ２０，５６７ 千円 ２４，０８２ 千円 ２３，０２６ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

新規防犯ブザ－貸与数 ２，１６０人 ２，２１０人 ２，０８０人 市内小学校２２校の新１年生に配布 

スポ－ツ振興センタ－
災害共済加入負担金 

１７，６５０千円 １７，４４８千円 １７，３１０千円  

全市立学校に対する 

応急手当普及員在籍率 
－ １００％ １００％ 

心肺蘇生法講習等を指導する応急手

当普及員の資格を持つ教職員が在籍

する学校（平成２５年度より配置） 

◎教育委員会の評価の結果   

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策５ 学校安全の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

学校管理下における児童生徒の安全確保のため、心肺蘇生法講習会（プ－ル開始前に教職員に

対し実施）、防犯ブザ－の貸与（登下校時の犯罪抑止）、タクシ－借上料（緊急時の病院への搬送）

の事業を行っている。これらの事業により、大きな事故発生や犯罪の防止につながり、効果があ

ったと思われる。 

また、学校管理下で起きた事故や病気については、日本スポ－ツ振興センタ－の災害共済給付

制度より、事故発生から治癒まで負担した医療費を給付している。さらに、児童生徒に賠償責任

がある場合にも保険加入しているため、保護者の負担軽減になっている。さらに、大規模災害時

の安全対策として、平成２３年度末に改訂した上尾市学校安全マニュアル（防災編）をもとに、

平成２６年度においても上尾市立小・中学校一斉避難訓練を行い、学校・地域・教育委員会の連

携を図った。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

消防署の協力を得て、応急手当普及員資格取得の研修を行い、研修終了した教職員が、自校に

おいて講師となり、他の職員に心肺蘇生法の研修を実施した。今後も応急手当普及員の在籍率を

１００％維持できるよう、事業を進めていく。なお、人事異動等により応急手当普及員不在など

の学校には、心肺蘇生法研修実施にあたりアドバイザ－として消防職員の派遣をお願いしている。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
全市立学校に対する 

応急手当普及員在籍率 
１００％ １００％ １００％ 
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事業番号 ３６ 学学校校安安全全パパトトロロ－－ルルカカ－－事事業業   担当 学校保健課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

市内各中学校１１校に、学校安全パトロ－ルカ－を配備し、教職員、ＰＴＡ、事務区などと連携し、地域

防犯パトロ－ルを実施し、登下校の安全と地域の犯罪抑止力を期するもの。 

 
事業の対象 

対 象 数 

小・中学校児童生徒（平成２６年５月１日現在） 

  小学校の児童 １２，１３８人 

  中学校の生徒  ６，３２０人 

事業の内容 
各中学校校区単位に青色回転灯とスピ－カ－を装備した白黒ツ－トンの巡回用パトロ－ルカ－を配備し、

学校・ＰＴＡ・事務区等の協力のもと、学校内パトロ－ルを実施する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ３，３５５ 千円 ３，２０８ 千円 ３，３５１ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

月あたりパトロ－ル回数 １５．６回 １５．３回 １６．１回  

登下校時の交通事故件数 １３件 ４件 １３件  

◎教育委員会の評価の結果   

  

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策５ 学校安全の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

学校・家庭・地域が連携をして活動する「学校安全パトロ－ルカ－事業」も今年度で７年が経

過し、地域の実態に合わせ、組織的に取り組むことが定着してきた。学校だけでは補えないパト

ロ－ル活動に対し、保護者や地域の方々が積極的に参加していただける状況も整い、月当たりの

パトロール回数も増加している。子どもたちが安全に登下校を行えるのは、この事業を中心とし

た地域の見守り活動によるものである。今後も、「地域の子どもたちを地域で守る」の具体的な取

り組みとして着実に浸透させていく。 

平成２６年度の成果として、月当たりのパトロール回数が増加した。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

警察からの防犯速報を各学校に情報提供することで犯罪・不審者の防止の抑止力につながった。

運転者登録・パトロ－ル実施者証取得者の増加に伴い、より効率的な運用が必要である。また、

車両修繕費の保険で適応できない部分も検討が必要である。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  登下校の交通事故件数 １３件 ０件 ０件 



〔 Ⅴ 評価結果（事務事業評価） 〕 

108 

 
 

事業番号 ３７ 通通学学路路安安全全対対策策事事業業   担当 学校保健課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

他市での登下校中の交通事故が相次ぎ、市として通学路の安全確保に集中的に取り組むことを目的とす

る。 

事業の対象 

対 象 数 

平成２５年度 １４か所の対策を実施 

平成２６年度  ８か所の対策を実施 

事業の内容 
市ＰＴＡ連合会からの通学路危険個所改善要望を基本とし、市が実施すべき改善内容のうち、必要性緊急

性が高い箇所の改善対策を実施する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ─ 千円 ８，２６４ 千円 ５，１２４ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

危険個所改善要望箇所数 １６８箇所 １６４箇所 １６１箇所 小学校通学路に関する改善要望箇所数 

学校管理下での児童の交
通事故件数 

７件 １件 ５件 
児童が学校管理下内で交通事故にあっ

た件数 

安全対策実施箇所数 ─ １４箇所 ８箇所  

◎教育委員会の評価の結果   

  
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策５ 学校安全の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

他市での登下校中の交通事故があり、平成２４年６月市議会定例会において、通学路の改善要

望の進捗についてなど通学路の安全対策に関する一般質問が出されるなど、通学路の安全対策

は、緊急かつ集中的に取り組む必要がある。 

そのため、関係各課により改善に取り組むために調整会議で検討重ね、市ＰＴＡ連合会からの

通学路改善要望をもとに、改善箇所を抽出し、市が行うべき改善対策を学校保健課の事業として

平成２５年度から通学路安全対策事業を実施している。 

このことにより、通学路危険個所の改善が確実に進んでいる。 

なお、検討を重ねる中で、平成２８年度以降の通学路安全対策の取り組み方法について、さら

に調整が必要である。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

計画的、かつ集中的に事業に取り組んでいることから、今年度から国の補助金を活用している。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
学校管理下での児童の交通

事故件数 
５件 ０件 ０件 
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事業番号３８ 入入学学準準備備金金・・奨奨学学金金貸貸付付事事業業   担当 教育総務課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

進学の意欲を有する者で経済的な理由により就学困難なもののために、入学準備金又は奨学金の貸付けを

行い、教育の振興を図る。 

事業の対象 

対 象 数 
市内に引き続き１年以上居住し市税を完納している世帯の保護者（入学準備金）、子女（奨学金） 

事業の内容 

入学準備金 ①高等学校（特別支援学校含む）・高等専門学校・専修学校高等課程 

        公立…２０万円 私立…３０万円 

      ②短期大学・大学・専修学校専門課程 

        公立…３０万円 私立…５０万円 

奨学金   ①高等学校（特別支援学校含む）・高等専門学校・専修学校高等課程 月額１万円 

       ②短期大学・大学・専修学校専門課程 月額２万円 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ３,０８３ 千円 ５，１８３ 千円 ５，９２２ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

貸付件数 １１人 １７人 ２０人 新規・継続貸付人数 

高校進学率 ９８.２％ ９８．９％ ９８．７％ 高校等進学者／市内中学校卒業生 

◎教育委員会の評価の結果   

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策６ 就学支援の充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

入学準備金・奨学金の貸付けは、独立行政法人日本学生支援機構や埼玉県をはじめ複数の

制度があり、各自治体においても独自の制度を設けている。多様な貸付制度の中から利用者

が自身の経済状況等を踏まえ、貸付条件や返還条件等を検討し、最も適した制度を選択でき

る状況を用意することで、経済的理由による就学困難者の救済に寄与することから、本事業

の役割は大きい。 

平成２２年度から高校授業料の無償化が開始されたが、毎年度、入学準備金・奨学金の貸

付け件数は合わせて１０件以上の実績がある。経済的支援は数値目標が設定しにくく、貸付

件数等の増減をもって評価することは困難であるが、利用希望者もいることから事業を継続

する。経済的理由で進学を断念することがないよう、必要としている者に制度を周知してい

く。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

ＡＯ入試や推薦入試による早期合格者の入学手続き時期（秋頃）に、入学準備金の貸付が

できるよう検討している。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  ― ― ― ― 
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事業番号 ３９ 
事業番号 ４１ 

小小・・中中学学校校就就学学援援助助費費補補助助事事業業  

準準要要保保護護児児童童生生徒徒給給食食費費援援助助事事業業  
 担当 

学務課・ 

学校保健課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

経済的理由により就学困難と認められる学齢児童生徒の保護者に対し、就学に必要な費用を支給すること

により、児童生徒の就学に係る経済的負担を軽減し、義務教育の円滑な実施を図ることを目的とする。 

事業の対象 

対 象 数 

対象者 就学困難と認められる学齢児童生徒の保護者 

対象となる児童生徒（平成２６年度 児童 １，０４９人、生徒 ６７８人） 

事業の内容 
経済的理由により就学が困難と認められる市立小中学校在籍児童生徒等の保護者に対して、学用品費、修

学旅行費、学校給食費等の就学に必要な経費の一部を援助する。 

●事業費決算額の推移 

年  度 事 業 名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 

小中学校就学援助補助事業 ４７，８２０ 千円 ４９，２７９ 千円  ５２，３９８ 千円 

準要保護児童生徒給食費 
補助事業 

６６，６１３ 千円 ６８，６２４ 千円 ８３，０６９ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

就学援助認定者数 １，６１４人 １，６３７人 １，７２７人 認定人数 

就学援助認定割合 ８．６％ ８．８％ ９．４％ 認定人数／市内全児童生徒数 

◎教育委員会の評価の結果    

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策６ 就学支援の充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

長引く景気の低迷など、社会状況の変化により、経済的に困窮する世帯が増えている中、就学

援助制度により、生活保護世帯が対象となる要保護に準じる程度に困窮した保護者を援助するこ

とで、憲法第２６条の「すべての国民が教育を受ける権利」や教育基本法第４条の「教育の機会

均等」を保障し、経済的理由による教育格差の無い円滑な義務教育の実施を実現することができ

ている。市内小・中学校に在籍する児童生徒に対して就学援助申請の案内を配布するとともに、

「広報あげお」や「上尾市 Webサイト」等の広報媒体を活用することにより十分な周知が図られ、

適正に事務が進められており、上尾市教育振興基本計画の基本目標Ⅲ施策６「就学支援の充実」

を推進するために必要な事業となっている。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

今年度の就学援助の認定者及び認定割合も増加傾向にあり、経済的に就学が困難と判断される

家庭が増えている。平成２５年８月から生活保護基準の見直しが行われ、就学援助制度への影響

が懸念されている中、就学援助認定基準等の見直しの検討を行い、今年度はその影響が及ばない

よう認定基準を維持し、引き続き、増加する経済的な理由で就学が困難と判断できる家庭への援

助を行った。平成２７年度に向け、生活保護基準の引き下げに連動した基準にすることやその影

響を最小限に抑えられるような検討を行っている。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  － ― ― ― 
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事業番号 ４０ 要要保保護護児児童童生生徒徒医医療療費費援援助助事事業業   担当 学校保健課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

経済的な理由により、就学困難な児童生徒の保護者に対して、学校病（伝染性または学習に支障を生じる

恐れのある疾病で、学校保健安全法施行令第８条で定めるもの）について医療費の援助を行う。 

 
事業の対象 

対 象 数 

上尾市立小・中学校に通う要保護児童・生徒のうち学校病の治療を必要とする者 

           平成２６年度実績 ２７人 

事業の内容 
生活保護受給者（要保護）に対し、学校保健安全法施行令第８条で定めた学校病に係る医療費を援助する。 

（国庫補助事業） 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 １９７ 千円 ５０７ 千円 ５１６ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

医療券交付人数 ５４人 ６９人 ７１人 要保護児童のみ対象 

医療券使用人数 １６人（１人） ３１人（２人） ２７人（－） （ ）内は前年度未請求分 

医療券使用人数割合 ２９．６％ ４４．９％ ３８．０％ 医療券使用人数/医療券交付人数 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 
 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅲ 安心・安全で質の高い学校教育の推進 

施 策 施策６ 就学支援の充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

要保護児童・生徒の学校病（伝染性または、学習に支障を生じる恐れのある疾病で、学校保健

安全法施行令第８条で定めるもの）については、医療券を発行し治療を促している。各学期ごと

に医療券の使用状況を学校へ確認したことや、治癒になるまで治療を継続するよう促したことに

より医療券交付人数が増えた。今後も学校病の完治にむけ、継続して支援していく必要がある。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

１人の児童生徒が、複数の医療券を使用し治療を行った為、１人当たりの医療費がふえた。３

月末日までの医療券使用者が、３名いるため来年度の請求となる。医療券発行をしても、未使用

のまま返却される医療券が多数あり、治療をしていないことが課題である。保護者への働きかけ

をさらに行う必要がある。 

   

次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ｂ  医療券使用人数割合 ３８．０％ ５０．０％ ５５．０％ 
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基本目標Ⅳ 

学校・家庭・地域の連携と教育力の向上 

 

 

 
施策１ 学校・家庭・地域が連携した教育活動の推進 

事業番号 42      幼稚園・保育所と小学校の連携推進事業【Ⅰ-5】 

事業番号 30(再掲) 元気な学校をつくる地域連携推進事業 

 

施策２ 家庭教育の充実 
事業番号 43      家庭教育推進事業 
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事業番号 ４２ 幼幼稚稚園園・・保保育育所所とと小小学学校校ととのの連連携携推推進進事事業業   担当 指導課 
 
上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅰ 確かな学力と自立する力の育成 基本目標Ⅳ 学校・家庭・地域の連携と教育力の向上 

施 策 施策５ 幼児教育の推進 施策１ 学校・家庭・地域が連携した教育活動の推進 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

急激な社会の変化を受けて、人々の価値観や生活様式が多様化している中、幼児の育ちについて様々な課

題が指摘されている。そうした状況の中、幼児教育の充実、幼稚園･保育所等幼児教育と小学校教育との

連携･接続の重要性が強調される。 

本事業は滑らかな接続の在り方､子ども･教員･保護者の連携や交流の在り方を研究するものであり､幼児

期から児童期への滑らかな接続が期待でき、それぞれに教育効果が高まる。さらに、幼児･児童が交流す

ることで思いやりや尊敬等の心の育成が図られる。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市立幼・小学校の教職員、幼稚園・保育所・保育園の教職員、市民 

事業の内容 

幼児期から児童期への滑らかな接続･移行のため、各学校間における教員・子ども・保護者の適切な連携

や交流の在り方について研究し、「接続期プログラム集」を作成するとともに、保護者用啓発リーフレッ

トを作成する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 － 千円 － 千円 ３９３ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

幼・保・小合同研修会回数 １ 回 １ 回 １ 回 幼児教育に係る研修会実施回数 

幼・保・小合同研修会参加率 １００ ％ １００ ％ １００ ％ 研修会参加校数／２２校×１００ 

◎教育委員会の評価の結果   

教
育
委
員
会
の
評
価 

幼児教育の推進を図るためには、すべての小学校に、幼児教育振興協議会を設置し、滑らかな

接続が推進されるよう適切な支援を指導していく必要がある。そのためにも教員の指導力・資質

の向上、理解の促進は欠かせない。今年度も、上尾市にある幼稚園・保育所・保育園と小学校の

連携を積極的に推進してきた。各学校においては、小１プロブレムを起こさせないためにも、積

極的に情報交換や相談を行った。一人一人の実態把握に努め、きめ細かな支援により、小学校入

学を支援することができた。 

また、教育委員会として、家庭への啓発を推進するため、埼玉県教育委員会の方針に従い、上

尾市版 子育ての目安「３つのめばえ」を作成した。それを周知するために、市民向け「ポスタ

ー」、教職員向け「接続期プログラム集」、家庭向け「啓発リーフレット」の３つの大きな柱を進

めることができた。 

市民に対しても、連携の大切さを理解促進する機会として有意義な事業であった。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

今年度は、市民向け「ポスター」、教職員向け「接続期プログラム集」、家庭向け「啓発リーフ

レット」のさらなる周知と活用を推進していく 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  幼・保・小合同研修会参加率 １００ ％ １００ ％ １００ ％ 
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事業番号 ４３ 家家庭庭教教育育推推進進事事業業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

子育て中の親に対し、子どもが生活のために必要な習慣を身につけ、自立性を育むための家庭教育に取り

組めるよう、学習機会や情報について、学校等や地域と家庭の連携を図りながら提供する。 

事業の対象 

対 象 数 

・幼児～中学生の子どもを持つ保護者と小中学校ＰＴＡ会員 

・市内幼稚園保護者会・上尾市ＰＴＡ連合会 

事業の内容 

家庭教育推進のため、家庭教育をテ－マにした講演会の開催などの啓発事業を行う。家庭教育講演会は市

ＰＴＡ連合会の研究大会の講演会と合同で実施。また、市ＰＴＡ連合会に市ＰＴＡ連合会で定める「家庭

教育行動指針」を啓発する事業を委託。また、家庭教育に関する講座等を行う市内幼稚園の保護者会を支

援している 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ４９０ 千円 ４９０ 千円 ４９０ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

家庭教育講演会開催数 １ 回 １ 回 １回  

市内幼稚園保護者会への
補助件数 

５ 団体 ４ 団体 ４ 団体  

家庭教育に関する講座・ 

講演会参加者数 
１,５５２ 人 １，３３３ 人 １，２６３ 人 

幼稚園保護者会で開催した家庭教育に

関する講座及び市とＰＴＡ連合会の共

催で行った家庭教育講演会の参加者数

の合計 

◎教育委員会の評価の結果   

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅳ 学校・家庭・地域の連携と教育力の向上 

施 策 施策２ 家庭教育の充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

 平成２６年度については、市ＰＴＡ連合会と共催で家庭教育講演会の実施や家庭教育に関する講

座等を行っている幼稚園保護者会４団体への補助金の交付を行った。家庭の教育力の低下が指摘さ

れる中、子育て中の親に対する家庭教育に関する学習機会の提供を効果的、効率的に行うことがで

きた。 

また、市ＰＴＡ連合会に委託して「家庭教育行動指針」のリーフレットを作成し、啓発を行った。

「あいさつをしよう」「こどもをほめよう」「会話をしよう」という行動を呼びかけるこの事業は、

実際に子育てを行っている世代の団体である市ＰＴＡ連合会が自ら企画制作しており、団体が主体

的に取組んでいるという点においても効果的に啓発することができた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

昨年度まで市内幼稚園保護者会に家庭教育に関する講座等を委託する形で行っていた事業を、

今年度から、市内幼稚園保護者会が行っている家庭教育に関する講座等に補助金を交付する形に

変更し、より支援を受けやすく、主体的に事業を行ってもらえるようにした。 

   
次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
家庭教育に関する講座・ 

講演会参加者数 
１，２６３人 １，３００人 １，３００人 
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基本目標Ⅴ 

生涯にわたる豊かな学びのサポート 

 

 

 
施策１ 生涯学習体制の充実 

事業番号 44      生涯学習指導者活動推進事業 【Ⅴ-3】  

 

施策２ 生涯学習施設の整備 
事業番号 45      学校施設開放（生涯学習）事業 

 

施策３ 生涯学習機会の提供 
事業番号 44(再掲) 生涯学習指導者活動推進事業 

事業番号 46      成人式事業 

事業番号 47      日本の伝統と文化の学習推進事業 

事業番号 48      大学等との連携による生涯学習推進事業 

事業番号 49      公民館講座事業 

 

施策４ 人権教育の推進 
事業番号 50      人権教育推進事業（生涯学習課所管分） 

事業番号 51      人権教育集会所運営事業 

 

施策５ 図書館運営の充実 
事業番号 52      図書館資料整備事業 【Ⅱ-１】 

事業番号 53      子どもの読書活動支援センター運営事業 【Ⅱ-１】 

事業番号 54      ブックスタート事業 

事業番号 55      （仮）中央図書館整備事業 

事業番号 56      セカンドブックスタ－ト事業 
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事業番号 ４４ 生生涯涯学学習習指指導導者者活活動動推推進進事事業業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 
学んだ成果の活用、市民の学びたい事業の実施を行うため、生涯学習指導者の活動を支援する。 

事業の対象 

対 象 数 
市民、まなびすと指導者バンク登録者、まなびすと指導者バンク活動推進会議会員 

事業の内容 

学んだ成果を活かすため、まなびすと指導者バンクの運営を行う。また、まなびすと指導者バンク活動

推進会議による市民講座の企画運営事業を支援し、市民に対して学びのきっかけを提供するとともに学ん

だ成果を活かす活動の推進を図る。 

 なお、まなびすと指導者バンクに登録しているボランティア指導者の技量の向上を図るため、養成講座

を開催している。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ４３１ 千円 １，１６５ 千円 ３３５ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

まなびすと指導者バンク
登録者数 

９６人 １０９人 １１０人 各年度末 

市民講座（実施講座数） ５１講座 ３７講座 ４２講座  

市民講座（参加者数） ６１７人 ４２９人 ５００人  

◎教育委員会の評価の結果   

 
  

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ生涯にわたる豊かな学びのサポート 

施 策 施策１生涯学習体制の充実 施策３生涯学習機会の提供 

教
育
委
員
会
の
評
価 

市民の生涯学習活動を支援し、学んだ成果を活かす場として、まなびすと指導者バンクや

市政出前講座を運営し、指導者や講座情報の提供を行った。また、生涯学習活動グループ情

報について取りまとめを行い、市民にグループ情報の提供を行った。 

今年度のまなびすと市民講座は４２講座が実施され、５００人の参加があった。市民自ら

が生涯学習指導者となり、学校開放施設を活用してまなびすと市民講座を開講するこの事業

は、まなびすと指導者バンク活動推進会議による講座の企画と運営で実施された。 

 その結果、市民が生涯学習活動で学んだ成果をいかし、幅広い分野において魅力的な学習

機会を提供することができた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

まなびすと指導者バンクの登録者の幅を広げるために、調査や登録を促す活動を行った。

また、指導者のガイドブックを作成し、周知に努めた。 

まびすと市民講座については、一部講座で受講希望者が少なく開講に至らない講座が多い

が、前年度と比較して実施講座数・参加者数共に増加している。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  まなびすと市民講座（実施講座数）  ４２講座 ４０講座 ４０講座 
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事業番号 ４５ 学学校校施施設設開開放放（（生生涯涯学学習習））事事業業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

市民の学びの場、また、余暇活動の充実を図る場として、学校の特別教室を活動拠点施設として活用して

もらうため、地域に開放する。 

事業の対象 

対 象 数 

市内に在住・在勤・在学の方で構成された施設利用登録をしている生涯学習団体。 

登録団体数 ７８団体 

事業の内容 平日の夜間及び土日に、平方東小学校・芝川小学校・富士見小学校の特別教室の一部を地域に開放する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 １，７５４ 千円 １，５９３ 千円 １，９８５ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

利用団体登録 ７１団体 ８８団体 ７８団体  

利用件数 ６７２件 ７５９件 ８９６件  

利用者数（延べ人数） ７，６７６人 ７，６７７人 ９，３５０人  

◎教育委員会の評価の結果   

 
  

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポ－ト 

施 策 施策２ 生涯学習施設の整備 

教
育
委
員
会
の
評
価 

生涯学習や社会教育の場の確保を目的として、学校の特別教室の一部を無料で開放する事業で

ある。平成２６年度は、全体的に利用件数は増加しており、市民の学習の場としての役割を果た

している。 

また、開放施設を利用して、まなびすと指導者バンク活動推進会議に委託した市民講座を開催

しており、市民の自発的な学習活動を推進する拠点としても役割を果たしている。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

富士見小学校は開放以来利用件数は増えている。また、芝川小学校の利用件数も徐々に増えて

いる。 

   
次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
利用団体登録数 ７８団体 ８０団体 ８０団体 

利用件数 ８９６件 ９００件 ９００件 
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事業番号 ４６ 成成人人式式事事業業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 
20歳を迎えた、あるいは迎える若者が成人としての自覚を高められるよう、20歳を祝う成人式を実施する。 

事業の対象 

対 象 数 

平成6年4月2日から平成7年4月1日までに出生した市内在住の人。また、現在は市外に居住しているものの、中学校卒業

時に上尾市内に在住していた人。対象者2,292名（男性1,175名 女性1,117名 平成26年11月1日時点） 

事業の内容 アトラクションと式典の2部構成で実施し、新成人の前途を祝福する。  

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ９９１ 千円 １，０４９ 千円 １，１３３ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

成人式対象者 ２，０９９人 ２，２４７人 ２，２９２人  

成人式参加者 １，５３３人 １，６００人 １，７８５人  

参加率（％） ７３．０３％ ７１．２１％ ７７．８８％ 参加者／対象者×100 

◎教育委員会の評価の結果   

   

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポート 

施 策 施策３   生涯学習機会の提供 

教
育
委
員
会
の
評
価 

成人式は、新成人の門出を祝福し、成人としての自覚を高めるための事業として実施して

いる。 

 公募及び市内各中学校から推薦された新成人（各校２名ずつ）で構成される成人代表者会

議が主体となって、式典の進行やアトラクションの企画を行っており、成人としての自覚や

責任を持って成人式の運営が行われている。近年は新成人が式典中の私語をせず、落ち着い

て式典に臨む傾向があるため、この効果は参加する新成人にも波及している。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

今年度の成人式は大きな混乱もなく、穏やかに挙行された。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  成人式参加率 ７７．８８％ ７５％ ７５％ 
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事業番号 ４７ 日日本本のの伝伝統統とと文文化化のの学学習習推推進進事事業業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

多様な学びの機会を提供する事業として、奥行きの広い日本の伝統文化を知るきっかけづくりを目的とす

る。 

事業の対象 

対 象 数 
市内に在住・在勤・在学の人、30人（1回） 

事業の内容 日本の文化・心をテーマとし、日本の伝統と文化に関する理解を深める。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ― 千円 ― 千円 １５２ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

講座回数 ―  回 ―  回 ６回  

◎教育委員会の評価の結果   

 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポ－ト 

施 策 施策３   生涯学習機会の提供 

教
育
委
員
会
の
評
価 

奥行きの広い日本の伝統文化について、「おとなの“NIPPON”講座」を開催し、日本の文化や

心をテーマに、新規事業として「小笠原流礼法」、「小鹿野歌舞伎」、「絵巻物」の３講座を実施し

た。それぞれ、普段触れることの少ない内容であり、講義のほか実技も交えた内容で、より深い

日本の伝統文化を学ぶきっかけづくりのできる機会を提供することができた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

 新規事業であり、講座のテーマ設定には、市民が知りたいと求める「伝統文化」を選択するこ

とが難しかったが、家元後嗣による指導をはじめとして、対象となる内容の第一人者による講義

を行うことができ、レベルの高い講座となった。 

   
次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  講座回数 ６回 ６回 ６回 
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事業番号 ４８ 大学等との連携による生涯学習推進事業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

大学等の教育機関や民間企業と連携し、市民の学習ニーズに沿った多様な学びの場の提供を行う。特に、

子ども大学については、子どもたちの知識向上や知的好奇心を刺激し、学習意欲の向上を図る。 

事業の対象 

対 象 数 

聖学院大学公開講座：参加者２６２人（上尾市在住は６０人） 

子ども大学あげお・いな・おけがわ：上尾市・伊奈町・桶川市に在住の小学校４年生から６年生 

参加者６０人（上尾在住は３０人） 

あげお子ども大学：上尾市在住の小学校５・６年生 参加者３０人 

事業の内容 聖学院大学公開講座の実施及び聖学院大学・日本薬科大学等との連携による子ども大学の実施。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ５０ 千円 １０９ 千円 ２７８ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

聖学院大学公開講座受講者数 ２４３人 ２３０人 ２６２人  

子ども大学あげお・いな・おけが
わ応募者数 

９４人 ６９人 １６６人  

あげお子ども大学応募者数 ― 人 ― 人 ４３人  

◎教育委員会の評価の結果   

 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポ－ト 

施 策 施策３   生涯学習機会の提供 

教
育
委
員
会
の
評
価 

（聖学院大学公開講座） 第１講座「埼玉学―地域に学ぶ・地域で学ぶ、埼玉の人文」、第２講
座「役に立つ英会話講座（初級・中級ステップアップ）」、第３講座「パソコン講座」、第４講座
「女声コーラス」の内容で実施した。第１講座は毎年内容を変えており、今年度は地域に根差し
たテーマの学習機会を提供することができた。 

（子ども大学あげお・いな・おけがわ） 上尾市・伊奈町・桶川市の３市町から計６４名の児童
が参加し、それぞれの大学・地域の特色が現れる講座に参加した。参加者の満足度も９０％と非
常に高く、また、保護者からも好評を得ている。今年度は応募数やリピーターも非常に多かった
ことから、事業として市民に定着している。 

（あげお子ども大学） 聖学院大学・埼玉大学・芝浦工業大学と協働し、上尾市の小学校５・６
年生の児童を対象としたあげお子ども大学を今年度初めて実施した。子ども大学あげお・いな・
おけがわと同様に、満足度も９０％を超え、効果が高い事業となっている。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

子ども大学では、「大学」の講義であることを意識させ、理解度や満足度を向上させる工夫とし

て、１つ１つの講義をレポートとして記録する「学習ノート」の作成を行った。 

   
次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
子ども大学あげお・いな・おけがわ

応募者数 
１６６人 １００人 １００人 
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事業番号 ４９ 公公民民館館講講座座事事業業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

各種の講座事業などを行うことによって、市民の教養や健康増進などの向上を図るとともに、地域におけ

る自主的・主体的な生涯学習を推進する。 

事業の対象 

対 象 数 
市民の年齢や性別を問わず、広く市民を対象とする。 

事業の内容 生涯学習の場の提供として、６公民館で講座事業を実施する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ３，４１４ 千円 ３，３６１ 千円 ３，３６０ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

講座数 １３０講座 １３６講座 １３５講座 公民館まつりを除く 

講座参加者数（延べ人数） １０,５４９人 １１,４２７人 ９，８０５人 公民館まつりを除く 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポ－ト 

施 策 施策３ 生涯学習機会の提供 

教
育
委
員
会
の
評
価 

 社会教育法に基づく社会教育機関として、上尾・上平・平方・原市・大石・大谷の６つの公民

館があり、上尾市の生涯学習や社会教育を行う拠点として、基幹的な役割を担っている。公民館

事業として伝統文化・歴史文学、芸術、健康・スポーツ、生活、世代別事業などの講座等の事業

を実施し、平成２６年度には全公民館で１３５講座９，８０５人の参加があり、市民の学習活動

の場と定着している。各公民館で行われる講座は年代や目的で分けて企画し、高齢者向け学級で

は延べ２，５１７人、子ども向け・親子向け教室では延べ８１３人の参加があるなど、市民の学

習需要に応じた事業を実施している。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

 多文化共生をテーマにした地域と向き合う事業や、特色のある事業として日本の伝統文化をテ

ーマとした事業などに取り組んだ。 

   

次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  講座参加者数（延べ人数） ９，８０５人 １１,０００人 １１,０００人 
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事業番号 ５０ 人人権権教教育育推推進進事事業業（（生生涯涯学学習習課課所所管管分分））   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

市民を対象に、差別意識の解消に向けた人権教育・啓発を充実し、市民一人ひとりの人権意識の高揚を 

図る。また、小中学校においても「やさしい心を育む」・「他人の痛みに共感する力を育む」という２つの

視点を持ち、人権を大切なものとして認めあえるような啓発活動の推進を図る。 

事業の対象 

対 象 数 

・市民 

・市内小中学校の児童生徒 １８，４１０人 

事業の内容 

上尾市人権教育推進協議会の開催及び、北足立北部地区人権教育推進協議会や各種団体が開催する研修

会・会議等への参加。 

市内小中学校児童生徒の人権標語コンク－ルの実施。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ９９１ 千円 １，０３７ 千円 １，０７４ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

人権標語作品応募点数 １８，８６７点 １９，２０３点 １７，７４１点  

◎教育委員会の評価の結果   

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポ－ト 

施 策 施策４ 人権教育の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

（人権問題研修会） 

職員に向けての研修会では「差別の現実に学ぶ」ということをテ－マに、差別をより身近なも

のとして実感し、職員として高い人権意識の必要性を自覚できるよう、差別を受けている当事者

や差別の解消に取組む方を講師としている。平成２６年度は、元教師の当事者を講師として招き、

差別を受ける側と指導する側、双方の立場に立った貴重な話を聞くことができた。また、市民に

向けての研修会では、講師や参加者同士の対話が生まれるよう工夫し、参加者が人権問題を身近

な問題として主体的に考えることのできるよう実施できた。 

（人権標語コンク－ル） 

子どもの頃から人権感覚をはぐくむことを目的に、全小・中学生を対象とした人権標語コンク－

ルを実施した。平成２６年度は県が主催する「人権メッセージ」の募集に合わせて、募集の時期を

早めたこともあり、例年に比べると応募数が減少した。多くの児童・生徒に対して人権意識の高揚

を図るため、募集方法に工夫が必要である。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

埼玉県主催の「人権メッセージ」の募集と合わせて実施した。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  人権標語作品応募点数 １７，７４１点 １８，０００点 １８，０００点 
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事業番号 ５１ 人人権権教教育育集集会会所所運運営営事事業業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 
人権教育推進プランを基にして、人権教育推進の拠点施設として、人権意識の普及啓発を行う。 

事業の対象 

対 象 数 
市民全般 

事業の内容 原市集会所・畔吉集会所の主催事業の実施 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 １,８２５ 千円 １,６８５ 千円 １，５８６ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

人権教育集会所主催事業
参加者数 

６１４人 ７１１人 ５５７人  

人権教育集会所利用者数 ２６,７７４人 ２５,４９１人 ２４,９７７人  

◎教育委員会の評価の結果   

 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポ－ト 

施 策 施策４ 人権教育の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

人権教育集会所の主催事業は、利用者間のふれあいを通して、人権意識及び文化的教養の向上

のために平成２６年度は原市集会所で１９事業２９７人、畔吉集会所で１４事業２６０人の健

康、歴史、料理、親子教室など多様な事業を実施することができた。また、両集会所で展示・実

演発表などのイベントを中心とした集会所まつりを実施した。平成２６年度は１,１００人を超

える市民の参加があり、地域及び利用者間の交流を深めることができた。 

集会所利用者全員を対象として人権問題指導者研修会を実施した。平成２６年度は外国人の人

権問題をテーマとして実施し、４４９人の参加があった。多くの参加者が人権問題を自身の問題

としてとらえ、偏見や差別を許さない実践力を身につけ、地域の核となることにより、地域社会

の人権意識の高揚が図られている。 

集会所利用者数は例年２５,０００人前後を推移しており、県内の人権教育集会所の中でも高

い水準を維持できているが、利用者の高齢化が課題となっている。そのため、若い世代を対象と

した主催教室を実施するなど積極的に新規利用者の参入を図った結果、新しいサークルが結成さ

れるなど一定の効果を上げている。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

原市、畔吉両集会所において、乳幼児とその保護者を対象とした事業を実施し、若い世代の集

会所利用が促進された。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  人権教育集会所利用者数 ２４,９７７人 ２５,０００人 ２５,０００人 
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事業番号 ５２ 図書館資料整備事業  担当  図書館 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 
図書館資料の充実を図り、市民の「くらしに役立つ 市民とともに歩む図書館」をめざす。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市民と在勤・在学の人（広域・相互協定による、さいたま市・伊奈町・桶川市・蓮田市に在住の人） 

事業の内容 
図書館運営の根幹となる図書資料（書籍・新聞・雑誌・ＣＤ・ＤＶＤ等）の整備を進め、図書館サ－ビス

の充実を図る。 

●事業費決算額の推移 

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決算額  ３７，７８３ 千円 ３３，６６１ 千円 ３６，７０４ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

蔵書数（全９館） ５５６，９２６ 点  ５６４，６２６ 点 ５６９，７５９  点 雑誌・視聴覚資料除く 

蔵書密度（市民一人当たり） ２．５５ 点 ２．５８ 点 ２．４９ 点 蔵書数／人口 

図書館利用者数（全９館） ４４０，０３６ 人 ４１７，９０９ 人 ４１５,９６９ 人  

予約リクエスト件数（全９館） ２０８，４６６点 ２０２，９４４ 点 ２０９，６３２ 点 予約（来館・OPAC・Web） 

貸出密度（市民一人当たり） ６．３９ 点 ５．９０ 点 ５．８５ 点 貸出点数／人口 

◎教育委員会の評価の結果   

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポート     

施 策 施策Ⅰ 豊かな心の育成 施策５ 図書館運営の充実              

教
育
委
員
会
の
評
価 

市民は、あらゆる表現の記録（資料）に接する権利を有しており、この市民の知る自由の

手助けすることが、図書館の最大のミッションである。この責務を果たすため、図書館は資

料を収集し、住民に提供している。ビジネス情報、健康・医療情報、法的情報、生活上の課

題解決のための情報など住民の資料要求は、多様化、高度化している。これらの資料要求に

応えるためデジタル資料を含めて広範な主題・多種類の資料を収集し、魅力ある蔵書構成の

構築に努めた。また、予算の効率的な投資のため、本館・分館のネットワーク内での資料の

分担収集に取り組むとともに、県内公共図書館、図書館類縁機関、大学図書館とのネットワ

ークを利用して、資料を借り受けるなど、市民の資料要求に応えた。 

本
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

費用対効果を高めつつ本館・分館の蔵書新鮮度を保つため慎重な選書を行い、図書館シス

テム内の分担収集をより徹底する。市民の資料要求に応えるため大学図書館等との相互利用

の可能性を検討する。利用者に占める高齢者の割合は確実に増加すると思われる。大活字本

の計画的収集や高齢者のニーズに応える資料を念頭に選書・収集を行う。また、DAISY（録音

図書）等障害者用資料収集の必要性・可能性を検討する。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
貸出密度（市民一人当たり貸出点数） ５．８５点  ６．００ 点    ６．００ 点 

蔵書数（全９館）  ５６９，７５９点 ６０１，０００点  ６０７，０００点 
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事業番号５３  子どもの読書活動支援センター運営事業  担当 図書館 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

子どもの読書活動の推進を図るため、拠点となる「子どもの読書活動支援センター」を富士見小学校図書

館内に開設し、上尾の子どもを本好きにするための事業を展開する。 

事業の対象 

対 象 数 
18歳以下の子どもたちと保護者 

事業の内容 
家庭・地域・学校へ情報の収集・提供、講師の派遣、講演会・講座の開催、読書ボランティアの養成、出

張おはなし会の開催 

●事業費決算額の推移 

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決算額  ３，７６３ 千円 ８，１７９ 千円  ５，２８９ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

出張おはなし会 ２３回 ３９回 ４１回 ボランティア派遣を含む 

読書ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ養成講座 ２１回 ２８回 ２０回 
 

◎教育委員会の評価の結果   

  

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅱ 豊かな心と健やかな体の育成 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポート     

施 策 施策１ 豊かな心の育成 施策５ 図書館運営の充実              

教
育
委
員
会
の
評
価 

平成２６年８月から市内全小学生全員に「読書パスポート」を配付し、図書館の周知を図

ったため、平成２６年度小学生の図書館利用が急速に伸びた（年間利用者数・貸出数とも１．

２倍）。学校・家庭・地域で読書パスポートを活用する機会をつくるため、学校などでの出張

おはなし会のほか、子ども向け読書イベントの開催に重きを置いた。子どもたちに身近な場

所でのおはなし会を開催し、上尾市子どもの読書活動推進計画のスローガンである「読み聞

かせのまちあげお」を実現するためには市民のボランティアの力は必須である。支援センタ

ーで養成した読み聞かせボランティアは、これらの事業の担い手として活躍した。 

一方で、支援センター職員が中央小学校に出向いて、学校応援団の朝読書読み聞かせボラ

ンティア向けに早朝に行った初心者向けの読み聞かせ講座も、「図書館で行う講座には時間的

にも参加が難しいが、このように身近な場所で参加しやすい時間帯に行う講座は参加しやす

い」と学校の学校・参加者から好評を得た。支援センターには小学校教員経験者と読み聞か

せボランティア熟練者を支援センター協力員として委嘱しており、ニーズにあわせた柔軟な

講座が開催できる。今後、いろいろな学校でこのような講座を開催することで、ますます学

校と図書館の連携が強化できる。                                 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

支援センターで開催するボランティア養成講座は、「子どもの前で読み聞かせをしてみた

い」という初心者を発掘するためには大変有効である。ボランティア養成講座を開催し、す

ぐに読み聞かせボランティアとして独り立ちさせることは難しい。選書や子どもたちへの声

掛けには多くの経験が必要になるためである。講座修了後も継続してボランティアにアドバ

イスをし、活動をサポートしていく人材が必要になる。今後はボランティアの養成を継続す

ることはもちろん、その活動を支える指導者としてのボランティアの育成にもつとめる。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
出張おはなし会 ４１回 ３５回 ３５回 

読書ボランティア養成講座 ２０回 ２０回 ２０回 
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事業番号 ５４ ブックスタ－ト事業  担当 図書館 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

地域の子育て支援のため、市内で生まれた新生児と保護者を対象に、親子で絵本に親しみ、豊かな情操を

育むことを目的に事業を行う。 

事業の対象 

対 象 数 
新生児（４か月児健康診査対象者）１，８２５ 人 

事業の内容 
４か月児健康診査を受診した、新生児と保護者を対象に絵本と絵本リストが入った「ブックスタ－ト・パ

ック」を渡す。 

●事業費決算額の推移 

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決算額  ２，８７７ 千円 ２，６１７ 千円 １，７５９ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

絵本配布回数（健康診査実施回数） ２３ 回 ２４ 回 ２４ 回  

配布率 ９９．８ ％ ９９．８ ％ ９９．９ ％ 配布人数／対象者 

図書館利用者数（６歳以下） ２，３５１ 人 ２，４３２ 人 ２，７２４ 人  

児童書・紙芝居貸出点数 
児童書 １５２,１９８ 点 １４９,００１ 点 １５９,７６７ 点  

紙芝居 ４，１４０点 ４，５７２ 点 ４，０７０ 点  

◎教育委員会の評価の結果   

  

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポ－ト 

施 策 施策５ 図書館運営の充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

平成２０年度から始まったブックスタ－ト事業は、受診率の高い保健センターの４か月児健診

時に「ブックスタートパック（絵本２冊・あかちゃんえほんリスト・おはなしかいパンフ）」を

配布するもので、毎年ほぼ１００％に近い配付率を達成している。４か月児健診の待ち時間には、

一人ひとりの赤ちゃんに読み聞かせをすることで、保護者に自分の子どもが絵本に興味をもつ姿

を見てもらい、絵本はふれあいの一つの方法であると実感してもらえている。 

ブックスタートは、早い時期に子どもたちとその保護者に絵本、そして図書館利用を促す事業

であり、さらに図書館では各年齢に応じたいくつかの事業を展開している。年間を通じて定期的

に開催している、２歳児までの「あかちゃんおはなしかい」、２歳児からの「えほんの時間」、４

歳からの「おはなしかい」、６歳児までの「おやこでえほんサロン」と、年齢を繋げた取り組み

を実施している。この年代の利用者数は年度を追って増加の傾向を見せている。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

今年度は、「あかちゃんおはなしかい」２歳児からの「えほんの時間」６歳児くらいまでの「お

やこでえほんサロン」の案内に力を入れた。小学生からのセカンド・ブックスタート事業を始め

たことの相乗効果もあって、どの事業も参加者が増加した。 

   
次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  図書館利用者数（６歳以下）  ２，７２４人 ２，８００人  ２，９００人 
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事業番号 ５５ （仮）中央図書館整備事業  担当 図書館 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 
くらしに役立ち、市民とともに歩む２３万都市にふさわしい図書館の建設を目指す。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾市民と在勤・在学の人（広域・相互協定による、さいたま市・伊奈町・桶川市・蓮田市）に在住の人 

事業の内容 新たな図書館サ－ビスの中央拠点となる（仮）中央図書館の整備を行うための準備をする。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

  決 算 額  － 千円 － 千円 ３，９０３ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

（仮）中央図書館建設   － － 基本構想  

◎教育委員会の評価の結果   

  

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポート 

施 策 施策５ 図書館運営の充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

上尾市図書館は、昭和５６年６月に現在地に新築・移転し、築３０年以上が経過した。施

設面のほかに、近年の社会情勢の変化や図書館に対するニ－ズの多様化により、市民が憩い、

安らぎ、暮らしを楽しむ公共空間として、生涯学習・社会教育環境を充実するための施設と

して、図書館システムの中心として新たな本館の整備が必要となって来ている。 

今年度は（仮）上尾市中央図書館建設懇話会での意見聴取を５回行い、「基本構想（案）」

に反映した後、１０月末～４週間において市民パブリックコメントを実施し「基本構想」を

策定した。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

生涯学習・社会教育環境を充実させるため、市民が憩い、安らぎ、暮らしを楽しむ空間を

コンセプトに、新たな図書館の整備に向た「（仮称）上尾市中央図書館基本構想」を策定した。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  （仮）中央図書館建設 基本構想 基本設計 実施設計 
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事業番号 ５６ セカンドブックスタ－ト事業  担当 図書館 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

小学校６年間にわたり、生涯にわたる読書習慣を身に付け、子どもたちに図書館、学校図書室に多く足を

運ぶことを後押しすることを目的とする。 

事業の対象 

対 象 数 
市内小学校児童     １２，１３８人 

事業の内容 
「ブックスタート」の次のステップという意味で、文字が読めるようになり、知る喜びにあふれる小学校

入学児童に、市内全小学校でおはなし会を行い、「読書パスポート」を配布する。 

●事業費決算額の推移 

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決算額  ― 千円 ― 千円 ７，９１４ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

読書パスポート児童配付部数 ―  ―  １２，２６４部  

◎教育委員会の評価の結果   

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅴ 生涯にわたる豊かな学びのサポート 

施 策 施策５ 図書館運営の充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

知る喜びにあふれる小学校１年生を対象に、８月下旬～１１月上旬に市内全小学校でおはな

し会を行い、「読書パスポート」を配布した。また小学生用の絵入りの利用カードも新たに作

成し、パスポート配布の際、児童の保護者に絵入利用カード作成希望を募り、希望者には併せ

て配付した。 

「読書パスポート」には図書館利用案内や、調べ学習のしかた、年齢ごとのおすすめの本の

紹介などが掲載されており、読書記録やおはなし会の参加記録なども記入できる。上尾市内各

図書館（室）ごとに設定したキャラクターが読書パスポートの案内をする形になっており企

画・作成まで図書館が中心となり作成し、利用カードも入れられる。各種新聞などでも取り上

げられ好評である。３００冊の読書記録を書き終えた児童が平成２６年度末に市内全校で６５

０人を超えた。 

平成２６年度には小学校の協力のもと「読書パスポートコンクール」を実施し、優秀者には

教育長名の優秀賞を授与している。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

図書館や学校、児童館図書室、図書館まつりや地域のボランティアのおはなし会の数を増

やし、関連イベントを開催するなど、市内のさまざまな場所において活用する機会を用意し

ている。おはなし会やイベントなどに参加した際などに読書パスポートに押すスタンプは図

書館・ボランティア・児童館・学校にも配布しており、押してもらうことで児童の励みとな

っている。図書館のおはなし会に参加する児童が飛躍的に伸びている。 

   次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
図書館利用者数 

（７歳～１２歳） 
１５，７０９人 １６，１００人 １６，５００人 
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基本目標Ⅵ 

文化芸術の創造と文化財の保護 

 

 

 
施策１ 文化芸術活動の推進 

事業番号 57      文化芸術振興事業 

事業番号 58      美術展覧会事業 

事業番号 59      市民音楽祭事業 

事業番号 60      音楽家芸術活動支援事業 

 

施策２ 文化財の保護 
事業番号 61      文化財調査・保存事業 

事業番号 62      埋蔵文化財調査事業 

事業番号 63      文化財保護啓発事業 

事業番号 64      歴史資料調査事業 
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事業番号 ５７ 文文化化芸芸術術振振興興事事業業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

市民の文化・芸術活動の展開や活動団体の育成を支援する。また発表の場を提供して市民が豊かな文化の

享受と発信ができるような環境づくりに努める。 

事業の対象 

対 象 数 

文化団体連合会と、その加盟団体１２団体 

市内の文化芸術団体、個人 

事業の内容 
文化団体連合会への補助金の交付 

社会教育指導員を配置し、市内の文化芸術団体等の活動支援 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ２，１０９ 千円 ２，０８２ 千円 ２，０６５ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

文化団体連合会加盟団体数 １２団体 １２団体 １２団体  

文化団体連合会構成員数 ３，０００人 ３，０００人 １，７６２人  

◎教育委員会の評価の結果   

  

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅵ 文化芸術の創造と文化財の保護 

施 策 施策１ 文化芸術活動の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

 文化団体連合会は、市内で活動する各種の文化芸術団体が加盟する団体である。会の運営は主

にそれぞれの分野における代表団体が行い、自立性の高い取り組みがなされている。毎年行われ

ている「上尾市文化芸術祭」では、様々な分野の文化団体が一堂に会して展示や公演等を実施し、

団体間の連携や交流を図りつつ、市民に対して文化芸術に触れる機会を提供している。 

平成２６年度は第３０回目を迎える記念の年でもあったため、会場を例年の市コミュニティセ

ンターから、市文化センター及び上尾公民館とし、盛大に開催することができた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

 文化団体連合会の加盟団体には、会員の高齢化等の影響もあり、会の運営自体が困難になった

団体もある。今後は文化団体連合会に加盟・非加盟にかかわらず、市民の芸術活動に対する、幅

広い支援方法を検討する必要がある。なお、今年度は加盟団体の構成員数の調査を行った。 

   
次年度以降の目標設定 

事業評価判定 

 

目 標 指 標 平成 26年度実績 平成 27年度 平成 28年度 

Ａ 文化団体連合会加盟団体数 １２団体 １２団体 １２団体 
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事業番号 ５８ 美美術術展展覧覧会会事事業業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

美術家協会との共催により広く市民の美術活動の発表の場として、公募により美術展を開催し、市民の創

作活動の奨励及び芸術活動への意識を高める。 

事業の対象 

対 象 数 
市美術展覧会出品者数 ４６２人 

事業の内容 
市美術展覧会を開催し、美術の創作活動を行う市民の発表の場を提供する。優秀作品には表彰を行い、さ

らなる創作活動の励みとする。 

●事業費決算額の推移 

年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決算額  １，２６１ 千円 １，３８７ 千円 １，２１１ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

作品出品数 ５４５点 ５６１点 ４９９点  

入場者数 ２，３６０人 ２，３４２人  ２，４３０人  

◎教育委員会の評価の結果   

  

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅵ 文化芸術の創造と文化財の保護 

施 策 施策１ 文化芸術活動の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

上尾市ギャラリー等において、団体や個人の美術展が数多く開催されており、市民の美術活動

については、堅調であるといえる。本事業については、広く市民から作品を募集する公募展であ

り、優秀作品を顕彰するシステムは、市民の美術創作活動の活性化に大きく寄与している。 

平成２６年度は、前年度および前々年度と比較すると出品数は減少したものの、例年を上回る

来場者数があり、市の公募展として定着している。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

 共催団体である上尾市美術家協会で、立体造形部の会員が不在になったことから、審査体制の

変更を行った。 

   
次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
作品出品数 ４９９点 ５００点 ５００点 

入場者数 ２，４３０人 ２，５００人 ２，５００人 
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事業番号 ５９ 市市民民音音楽楽祭祭事事業業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

市民による音楽活動団体に発表の場を提供し、広く音楽活動の普及を図ると共に、実行委員会形式で実施

し参加団体間の交流を図る。 

事業の対象 

対 象 数 
市内で活動する音楽団体 

事業の内容 合唱祭、邦楽祭、吹奏楽・器楽祭の３部門で開催。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ５４４ 千円 ５０５ 千円 ６１２ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

参加団体数 ５０団体 ５０団体 ５１団体 ３部門合計参加申込団体数 

入場者数 １，９８９人 １，５５７人 ２，４９２人 ３部門合計入場者数 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 
   

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅵ 文化芸術の創造と文化財の保護 

施 策 施策１ 文化芸術活動の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

 平成２６年度で４１回を数え、市民の音楽グル－プの発表の場として定着している事業であ

る。参加した音楽グル－プにより実行委員会を組織しているが、３部門とも堅調な事業実施状況

である。参加団体間の交流が活発であり、特に吹奏楽については、学生と社会人の団体の交流が、

それぞれの活動の活性化につながっている。 

 平成２６年度は天候に恵まれたことと、『広報あげお』で１面に掲載された他、インターネッ

トを利用して積極的に広報活動を行った結果、各音楽祭において入場者数がそれぞれ増加するこ

ととなった。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

 開催については、参加団体が主体的に行うものであるが、邦楽祭においては参加団体の高齢化

が進み、駐車場係などの業務を行うことが困難になってきている。係の対応について検討が必要

である。 

   

次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
参加団体数 ５１団体 ５１団体 ５１団体 

入場者数 ２，４９２人 ２，０００人 ２，０００人 
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事業番号 ６０ 音音楽楽家家芸芸術術活活動動支支援援事事業業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

上尾にゆかりのある音楽家が才能を発揮し、地元で芸術活動をすることで市民が文化芸術を享受できるシ

ステムを構築する。 

事業の対象 

対 象 数 
上尾にゆかりのあるの音楽家及び一般市民 

事業の内容 
上尾にゆかりのある音楽家によるクラシックコンサート及び上尾市立小学校においてアウトリーチコン

サートを開催する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ― 千円 ― 千円 ３７２ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

クラシックコンサートの
来場者数 

― ― ３６２人 
上尾市コミュニティセンターで開催さ

れるクラシックコンサートの来場者数 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅵ 文化芸術の創造と文化財の保護 

施 策 施策１ 文化芸術活動の推進 

教
育
委
員
会
の
評
価 

才能のある上尾市在住（または上尾にゆかりのある）音楽家のネットワークを構築し、活動の

場を提供する形で芸術活動支援を行う事業として、市内在住の音楽家４人の出演によるクラシッ

クコンサートを実施した。鑑賞する市民に対しては、気軽に本格的なクラシック音楽に触れる機

会を創出することができた。また、子供たちに身近で本格的なクラッシク音楽に接する場として、

小学校へのアウトリーチコンサートを実施した。 

新規事業であったが、チケットは完売し、アウトリーチコンサートも含めアンケートによる参

加者の評価も高く、今後も引き続きこのような機会を期待する声が多かった。出演者の横のつな

がりも生まれ、本事業の目的は全体的に達成されている。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

  新しい文化芸術支援事業として新規に実施した事業であり、事業の質を高めるため、全国的・

国際的な活動をしている音楽家との協働で実施した。 

   

次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
クラシックコンサートの来

場者数 
３６２人 ３５０人 ３５０人 
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事業番号 ６１ 文文化化財財調調査査・・保保存存事事業業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 
文化財保護法や上尾市文化財保護条例に基づいて文化財の保存と活用を図り、市民の文化的向上を図る。 

事業の対象 

対 象 数 
市内の国・県・市指定・登録の文化財及び未指定・未登録の文化財 

事業の内容 
未指定及び未登録の文化財の基礎調査。指定・登録文化財の維持管理やそのための交付金の交付及び修

理・修繕のための補助金の交付。文化財周知のため説明板や標識の設置管理を行う。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ４，０９３ 千円 ３，０１４ 千円 ４，５２２ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

市指定・登録文化財の数 １１７件 １２０件 １２２件  

◎教育委員会の評価の結果   

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅵ 文化芸術の創造と文化財の保護 

施 策 施策２ 文化財の保護 

教
育
委
員
会
の
評
価 

平成２６年度は、新たに指定無形民俗文化財件１件と指定有形文化財１件、登録無形民俗文化

財１件との合計３件の指定・登録を行った。特に、無形民俗文化財については継承者の減少や高

齢化により、その存続が危ぶまれている。市の文化財として登録することは、保持団体の活性化

が期待できる。また、遺跡出土品を文化財として指定することで、埋蔵文化財に対する保護意識

の啓発を促すことが期待できる。 

文化財の保存・管理事業として、文化財修繕の補助事業１事業、６件の文化財の説明板・標柱

の改修事業、指定無形民俗文化財７件への維持交付金の交付等を行い、文化財の保存・管理の支

援をすることができた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

今年度は、平方新田の祭りばやしの登録と、坂上遺跡方形周溝墓出土品と武州平方箕輪囃子の

指定をすることが出来た。 

また、市内神社建築物の調査を行い、そのうち比較的古いと考えられる神社の詳細調査を実施

することが出来た。 

なお、大雪の影響で文化財収蔵庫が破損し、収蔵文化財への影響が憂慮されるため、文化財収

蔵庫を解体し、収蔵文化財は小学校の余裕教室等に移動した。 

   
次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  市指定・登録文化財の数 １２２件 １２４件 １２４件 
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事業番号 ６２ 埋埋蔵蔵文文化化財財調調査査事事業業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 
文化財保護法に基づき、埋蔵文化財を保護するため、範囲確認や記録保存の調査を実施する。 

事業の対象 

対 象 数 

埋蔵文化財 

周知の埋蔵文化財包蔵地 ４０９か所 

事業の内容 

周知の埋蔵文化財包蔵地で土木工事等の計画が示された際、工事主体者より申請を受けて試掘・範囲確認

調査を実施し、保存すべき遺構・遺物の有無を確認する。遺構・遺物が確認され、土木工事等の計画変更

が困難である場合、発掘調査を実施し、調査報告書を刊行して記録保存する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ３，６０９ 千円 ４，０２２ 千円 ４，８２５ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

－ － － －  

◎教育委員会の評価の結果   

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅵ 文化芸術の創造と文化財の保護 

施 策 施策２ 文化財の保護 

教
育
委
員
会
の
評
価 

 埋蔵文化財包蔵地内で住宅建設等の土木工事等を実施する場合、保存すべき遺構・遺物の有無

と、その範囲を確認するために試掘調査を実施する必要がある。平成２６年度には、６３件の試

掘調査を、届出に基づき速やかに実施することができた。 

また、試掘調査の結果、記録保存のために発掘調査が必要であった２件について調査を実施する

ことができた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

昨年度に引き続き、試掘調査の件数は多く、発掘調査も２件を実施した。 

   
次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  － － － － 
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事業番号 ６３ 文文化化財財保保護護啓啓発発事事業業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

文化財保護法、上尾市文化財保護条例の趣旨に基づき、市民に対して文化財の活用を図り、その保存継承

のための意識啓発と文化財保護に対する理解を深めるためにセミナ－や展示会を実施する。 

事業の対象 

対 象 数 

市民 

平成２６年度実績 １，３６０人 

事業の内容 あげお歴史セミナ－・上尾の文化財展の開催 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ４２ 千円 ５７ 千円 ６８ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

文化財保護啓発事業 
延べ日数 

４３日 ２５日 ２４日  

文化財保護啓発事業参加 
延べ人数 

３，５３３人 
※１ 

２，３７２人 
※１ 

１，３６０人  

◎教育委員会の評価の結果   

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅵ 文化芸術の創造と文化財の保護 

施 策 施策２ 文化財の保護 

教
育
委
員
会
の
評
価 

地域の文化財を活用して講座・展示会・見学会等を実施し、市民が地域の文化や歴史の理解を

深める支援を行った。 

歴史セミナ－は、講座と現地見学を組み合わせて実施した。また、展示会は、尾山台団地自治会

や地域振興公社との共催で、尾山台団地、自然学習館で実施、多様な内容の事業を実施することが

できた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

昨年度に比べ、展示会などの開催回数は縮小したが、昨年度目標値とした参加延べ人数を上回

る参加を得た。 

※１ 平成２４、２５年度については、文化財展示の実施要請が多かったため、参加延べ人数等

が大きくなった。展示場所による展示物の制限などから、展示できる文化財が限られるため、

平成２６年度以降については、文化財展示に関する事業を縮小している。 

   
次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
文化財保護啓発事業参加延

べ人数 
１，３６０人 １，０００人 １，０００人 
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事業番号 ６４ 歴歴史史資資料料調調査査事事業業   担当 生涯学習課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 
市史刊行事業やその後の調査で収集した歴史資料について、保存と活用を図る。 

事業の対象 

対 象 数 
歴史的価値のある公文書、諸家文書 

事業の内容 歴史的価値のある公文書の収集。文書目録の刊行（『八枝神社文書目録』） 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ２，６０８ 千円 ２，７４７ 千円 ２，５１３ 千円 

●評価指標 

◎教育委員会の評価の結果   

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅵ 文化芸術の創造と文化財の保護 

施 策 施策２ 文化財の保護 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

文書目録の発行 

１冊（9,050 点）
原市町役場文書 
目録（上） 

１冊（10,005 点） 
原市町役場文書 
目録（下）   

１冊（1,719 点） 
八枝神社文書 

 目録     

毎年度１文書刊行 

※括弧書きは掲載点数 

教
育
委
員
会
の
評
価 

 

市史編さん事業で収集した歴史資料について、保存・活用を図るための事業を実施している。 

平成２６年度については、八枝神社文書目録について計画通り刊行することができた。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

八枝神社文書目録の刊行と同時に、旧大谷農協文書の整理を実施した。平成２７年度も引き続

き旧大谷農協文書の整理を進め、平成２７年度の刊行は無いが、平成２８年度から毎年１冊ずつ

文書目録を刊行し、平成３１年度までで計４冊刊行予定である。 

   
次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  文書目録の刊行 １冊 ０冊 １冊 
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基本目標Ⅶ 

健康で活力に満ちたスポーツ・レクリエーション活動の推進 

 

 

 
施策１ スポーツ推進計画の策定 

 

施策２ スポーツ施設の整備・充実 
事業番号 65      学校施設開放（スポーツ振興）事業 

 

施策３ スポーツ・レクリエーション事業の充実 
事業番号 66      スポーツ大会・教室等開催事業 【Ⅶ-5】  

 

施策４ スポーツ指導者の育成 
事業番号 67      スポーツ活動推進事業    

 

施策５ スポーツ・レクリエーション活動の支援 
事業番号 66(再掲) スポーツ大会・教室等開催事業 

事業番号 68      子どもの体力向上地域連携事業
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事業番号 ６５ 学学校校施施設設開開放放（（ススポポ－－ツツ振振興興））事事業業   担当 スポ－ツ振興課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

学校施設開放（校庭・体育館）の利用にあたり、随時、施設・備品等の修繕を行い、利用者の安全を確保

する。 

事業の対象 

対 象 数 
市内在住・在勤・在学の学校施設開放（校庭・体育館）利用者 

事業の内容 学校施設（体育館、校庭）の開放のために、修繕、備品の交換、補充や固定テント等の設置等を行う。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ３，９３７ 千円 ５，３５０ 千円 ４，９５１ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

学校開放登録団体数 ５３６団体 ５５１団体 ５５３団体 学校開放利用団体名簿 

学校開放施設利用者数 ４１７,１６１人 ３６３,１６２人 ３７１，１７４人 学校開放月例利用報告書 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 
  

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅶ 健康で活力に満ちたスポ－ツ・レクリエ－ション活動の推進 

施 策 施策２ スポ－ツ施設の整備・充実 

教
育
委
員
会
の
評
価 

学校施設の利用にあたり、学校開放運営委員会が市内各小中学校で組織され運営されている。

身近なスポ－ツ施設として学校開放施設の利用者が増えている中で、市・学校及び学校開放運営

委員会が協力し合い、利用者のニ－ズに対応している。 

また、社会体育トイレ等の経年劣化が原因と考えられる修繕を、各学校開放運営委員会の報告

を受け、随時対応した。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

各学校開放委員会に対し要望アンケ－トを実施し、社会体育トイレの設備修繕等、利用者の意

見も考慮し、設備修繕を検討していく。また、各学校の社会体育トイレを現地調査し、写真、不

具合箇所を記載した簡易的な台帳を作成した。 

   

次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  学校開放施設利用者数 ３７１，１７４人 ３８０,０００人 ３８０,０００人 
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事業番号 ６６   ススポポ－－ツツ大大会会・・教教室室等等開開催催事事業業   担当 スポ－ツ振興課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

様々な大会・教室等を開催し、生涯スポ－ツ・レクリエ－ションの普及、推進を図る。またそれらの大会

を通じ、心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活の形成に寄与する。 

事業の対象 

対 象 数 

各大会参加者 

○いきいきライフ大運動会      ○市民体育祭   

○上尾シティマラソン      ○市民駅伝競走大会  

事業の内容  生涯スポ－ツ及びスポ－ツ・レクリエ－ションの振興を図るために、各種大会を実施する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 ２４，００８ 千円 １８，５７１ 千円 １８，９７５ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

大会の開催日数 ４日 ３日 ４日  

上尾シティマラソン 
参加者数 

９，３７４人 ９，６７２人 ９，１７９人  

体育協会加盟スポーツ団
体人数 

１９，６０８人 １８，１７０人 １７，７１２人  

◎教育委員会の評価の結果   

 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅶ 健康で活力に満ちたスポ－ツ・レクリエ－ション活動の推進 

施 策 施策３ スポ－ツ・レクリエ－ション事業の充実 施策５ スポ－ツ・レクリエ－ション活動の支援 

教
育
委
員
会
の
評
価 

平成２６年度の各種大会は、スポ－ツ推進委員及び体育協会の協力を得て、企画・運営を行う

ことができた。また、体育協会は、加盟競技団体により各種競技の大会運営を行うとともに、各

種大会においては、競技役員として多くのボランティアの派遣を依頼していることから、スポー

ツの振興のため体育協会の発展が望まれる。 

上尾シティマラソンについては、市最大のスポ－ツイベントとして全国各地から参加者を迎

え、体育協会加盟団体や市内中学・高校・大学生等ボランティア約１，０００人の協力を得て事

故なく実施することができた 

スポ－ツステップアップ講座を実施し、スポ－ツ推進委員以外の方にも指導者養成が図られ

た。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

  上尾シティハーフマラソンでは、大会及び競技力向上を目的として、今年度から５kmごとの

ラップタイム計測を実施した。また、ハ－フの部男子大学生１位・２位の選手及びコ－チをニュ

－ヨ－クシティハーフマラソン大会へ招待している。 

  さらに、今年の大会では、東京マラソン財団から案内があり、マラソンムーブメントを盛り上

げることを目的として、一般参加者の中から男性１０人、女性５人を東京マラソン「準エリート

の部」に推薦した。 

   
次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ 

 市民体育祭参加者数 約１０，０００人 １０，０００人 １０，０００人 

 上尾シティマラソン参加者数 ９，１７９人 １０，０００人 １０，０００人 

 体育協会加盟スポーツ団体人数 １７，７１２人 １９，０００人 １９，０００人 
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事業番号 ６７ ススポポ－－ツツ活活動動推推進進事事業業   担当 スポ－ツ振興課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

市民への生涯スポ－ツ・レクリエ－ションの普及、振興を図ることを目的としたスポ－ツ推進委員連絡協

議会の活動を支援し、スポ－ツ活動の推進を図る。 

事業の対象 

対 象 数 
スポ－ツ推進委員自主事業（スポ－ツ推進委員数４８人、定員５０人） 

事業の内容 地域スポ－ツの推進を担うスポ－ツ推進委員等の資質向上を図るため、研修や講習会を実施する。 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 － 千円 ５，０８１ 千円 ４，８５５ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

スポ－ツ推進委員研修日数 ９日 １３日 １５日 市、県、地区、関東、全国、自主事業 

スポ－ツ推進委員研修参加

人数 
１４９人 １７１人 １４９人 延べ参加者数 

◎教育委員会の評価の結果 

  
    

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅶ 健康で活力に満ちたスポ－ツ・レクリエ－ション活動の推進 

施 策 施策４ スポ－ツ指導者の育成 

教
育
委
員
会
の
評
価 

スポ－ツ推進委員は地域スポ－ツの推進を担い各々の資質向上を図るため、スポ－ツ推進委員

内部での自主的な研修をはじめ、北地区、県、関東地区、全国及び市が主催するスポーツ推進委

員研修会に参加し、地域の指導者として活躍している。また、市が主催する大会（イベント）に

積極的に協力し、大会運営を進行する上で重要な存在となっている。 

長生きスポ－ツ教室は、公民館事業として定着しており、スポ－ツ推進委員は講師として、身

体を動かす機会が少ない高齢者を対象に軽スポ－ツ、レクリエ－ション等を指導し、スポ－ツの

楽しさを伝えながら参加者の健康の保持や体力増進を図った。 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

スポーツが多様化する中、市とスポーツ推進委員連絡協議会の共催によるスポーツ推進委員研

修会では、県リハビリ―テーションセンターの協力を得て、障がい者のスポ－ツレクリエ－ショ

ン活動の普及、推進に向けた実技研修を実施し、障がい者スポーツにおける理解を図った。 

 

 

   
次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  
スポ－ツ推進委員研修日数 １５日 １５日 １５日 

スポ－ツ推進委員研修参加人数 １４９人 ２００人 ２００人 
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事業番号 ６８ 子子どどもものの体体力力向向上上地地域域連連携携事事業業   担当 スポ－ツ振興課 

●事業の概要 

事業の目的 

事業の目標 

昭和６０年頃に比べ子どもの体力の低下が認められる中、運動する子どもと運動しない子どもの二極化が

顕著に現れている。そこで子どもが運動や遊びを通じて体を動かす場と機会を提供し、運動する習慣や意

欲を養い、体力の向上を図ることを目的とする。 

事業の対象 

対 象 数 
市内の小学校児童から中学校生徒まで 

事業の内容 教室、大会の開催やげんきチャレンジの実施 

●事業費決算額の推移 

年 度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

決 算 額 － 千円 １９６ 千円 ４７８ 千円 

●評価指標 

指標名 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 指標の説明 

小学生ドッジボ－ル大会 － ８９８人 １，２３０人 参加児童数（５・６年生） 

中学生バレ－ボ－ル教室 － １４６人 １４９人 参加生徒数 

上尾市なわとび大会 － ２，０４１人 １，９１９人 参加児童生徒数（延べ人数） 

ランニング教室 － 約２００人 約２００人 参加人数 

げんきチャレンジ － － ２０人 参加児童数（保護者１０人） 

◎教育委員会の評価の結果   

 
 

上尾市教育振興基本計画の体系 

基本目標 基本目標Ⅶ 健康で活力に満ちたスポ－ツ・レクリエ－ション活動の推進 

施 策 施策５ スポ－ツ・レクリエ－ション活動の支援 

教
育
委
員
会
の
評
価 

 平成２６年度から、新たに小学校低学年も参加できる催しとして「げんきチャレンジ（スタン

プラリー）」を開催した。参加者（親子）が各ポイントを徒歩で回ることで、運動を楽しみながら

体力の向上を図ることを目的とした。 

 平成２５年度から「子どもの体力向上地域連携事業」を実施して今年で２年目となるが、各種

大会・教室の参加者が年々増加している。（なわとび大会は、エントリー数では前年度を上回って

いたが、インフルエンザの影響で当日の欠席者が多かったため、参加者数は前年度を下回った。） 

今
年
度
の
特
色
・ 

改
善
点
等 

なわとび大会は参加者の増加に伴い、昨年度実施した市民体育館では大会運営が難しいことか

ら、今年度は県立武道館を会場として実施した。 

今年度、新たに実施した「げんきチャレンジ（スタンプラリー）」は平方の文化財（馬蹄寺・橘

神社・八枝神社・観音堂）を各ポイントとしたため、東側児童の参加が少なかった。次年度は東

側での実施を計画する。 

   

次年度以降の目標設定 

事業評価判定  目 標 指 標 平成２６年度実績 平成２７年度 平成２８年度 

Ａ  大会・教室回数 ５回 ５回 ５回 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成２7 年度 （平成２6 年度実施事業対象） 

教育委員会の事務に関する点検評価 報告書 

発行 上尾市教育委員会 
〒３６２－８５０１ 

埼玉県上尾市本町三丁目 1 番 1 号 
電話 048（775）5111（代表） 

編集 上尾市教育委員会事務局 
  教育総務部 教育総務課 

電話 048（775）9469 
ＦＡＸ 048（776）2250 

 E-Mail  s721000@city.ageo.lg.jp 
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